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は じ め に

ここに『国際交流基金日本語教育紀要』第１２号をお届けします。

本紀要には、国際交流基金の日本語教育事業に携わる国内の日本語教育専門員、海外の日本

語専門家等が日々の教育・研究活動の中で取り組んできた問題や課題をまとめ、「研究論文」

（研究の目的・課題・方法が明示され、データの分析・考察を踏まえて課題への解答が理論

的・実証的に述べられた独創性のある論文）、「研究ノート」（研究の目的・課題・方法が明示

され、研究論文へと発展する可能性のある中間的論考）、「実践報告」（教育実践、教材開発等

の目的、特徴、経過、評価等が具体的かつ明示的に述べられた報告）、「報告」（当基金の事業

や海外の日本語教育関係機関の実践・視察に関する記録・報告）として執筆したものの中から、

編集委員会による厳正な審査のもと、掲載論文を決定いたしました。

当基金といたしましては、読者の皆様から忌憚のないご意見やご感想をいただけましたら幸

甚に存じます。

本紀要が、当基金の日本語教育事業をより深くご理解いただく一助となることを願っていま

す。

２０１６年（平成２８年）３月

独立行政法人国際交流基金
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日本留学志望のマレーシア人学習者の
漢字学習ストラテジー

－学習期間にともなう変化と成績による使用傾向の特徴－

谷口美穗

〔キーワード〕 SILK、予備教育、質問紙調査、漢字習得、非漢字系

〔要 旨〕

本研究では、予備教育課程で学ぶマレーシア人日本語学習者１００名に、漢字学習ストラテジーに関す
る質問紙調査を入学後４ヶ月と１年の２回実施し、学習期間が長くなることによるストラテジーの使用
状況の変化と成績上位者の使用するストラテジーの特徴について分析した。その結果、１）学習期間が
長くなるにつれて、漢字の知識を整理するためのストラテジーの使用頻度が高くなるが、その傾向が成
績上位群において強いこと、２）学習期間が長くなるにつれて、「覚えるまで何度も書く」というスト
ラテジーの使用頻度が下がり、その他の記憶ストラテジーや補償ストラテジーの使用頻度が上がること、
３）成績上位群は「できるだけ漢字を使用する」というストラテジーを継続的に高頻度で使用している
ことが明らかになった。また、授業で扱われる漢字を整理するための知識が、学習者の漢字学習ストラ
テジーの選択に影響を与えている可能性が示唆された。

１．研究の背景と目的
１．１ マラヤ大学予備教育部における漢字学習の現状

マレーシアのマラヤ大学予備教育部日本留学特別コース（Ambang Asuhan Jepun、以下、AAJ）

では、マレーシア政府から奨学金を受けた学生に対し、日本の大学に留学するための予備教育

を行っている。AAJの学生は入学時点では日本語学習経験がほとんど無く、最初の数ヶ月間

は日本語のみを集中的に学習する。AAJの学生はアルファベットを使用するマレー語を母語

とする、非漢字系日本語学習者である。大北（１９９５）や加納（２００４）が指摘するように、字形、

読み、意味などの多くの情報を一度に処理する必要があるため、彼らにとって漢字習得は日本

語の様々な要素の中でも最も大きな壁の一つであるといえる。さらに、入学後６ヶ月目からは、

数学、物理、化学といった理系科目の授業が並行して行われるようになり、それらの科目は全

て日本人教員により日本語で行われる。したがって入学後６ヶ月で、学生は日本の高等学校の

教科書で使用されているレベルの漢字や語彙を理解しなければならない。さらに２年次の後半
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には日本留学試験を受験するが、前述の理系科目の全てを日本語で受験しなければならないた

め、学生は高等教育を受けられるレベルの日本語を２年間で習得することが要求される。特に

漢字に関しては、教科の内容のほとんどが漢字語彙で形成されているため、漢字語彙力が教科

の成績に大きく影響すると言っても過言ではない。

また、マレーシアでは英語が広く使われ、幼い頃から自然に英語に触れてきた学生が多いた

めか、未知の言語をゼロから勉強するという経験がない学生も多く、ひらがな、カタカナ、漢

字の３種の文字を使う日本語をどのように学んでいけば良いのかと戸惑う学生も少なくない。

さらに、AAJでは、月曜から金曜まで朝８時から夕方６時まで授業が行われ、多くの宿題、

クイズ、テストなどが課されており、学習者は常に時間に追われているというのが実情である。

そのような状況の中で、入学当初は漢字練習のために多くの時間を費やさなければならないこ

とや、費やした労力に値するだけの結果が得られないことに対して不安を感じ、効率のよい漢

字学習方法について教師に助言を求める学生も少なくない。現実に、１年生を担当している筆

者のところにも、「どのように漢字を勉強すれば良いか」「効率よく漢字を覚える方法はない

か」と漢字の成績がなかなか上がらない学生が質問に訪れることがしばしばあったが、適切な

アドバイスができず苦慮した経験が少なくない。

このような背景から、学習者が短期間で効率よく漢字を習得できるようにするためにも、AAJ

の学生がどのように漢字を学習しているのかを調査し、効果的な漢字学習の方法を検討する必

要があると考える。

１．２ 本研究の目的

本研究では、非漢字系日本語学習者である AAJの学生がどのように漢字を学習しているか

を学習ストラテジーの観点から調査し、１）学習期間が長くなることによって学習者が使用す

るストラテジーの傾向は変化するか、２）漢字の試験で成績が上位であった学習者が使用して

いる学習ストラテジーにはどのような特徴があるか、という２点を明らかにすることを目的と

する。

１．３ AAJ における漢字授業

AAJにおける漢字の授業は１学年の全学生が受けるレクチャーと２０人程度のクラスで行わ

れるチュートリアルがある。レクチャーは主にマレーシア人教師によって、１日１コマ程度（１

コマあたり５０分）行われる。教科書は『新装版１日１５分の漢字練習 初級～初中級（上）』（ア

ルク）、『同（下）』、『１日１５分の漢字練習 中級（上）』、『同（下）』が使用され、授業にお

ける導入漢字数は『初級～初中級』を使用中は１コマ６字、『中級』を使用中は１コマ１０字程

度である。これらの教科書を用いて漢字学習を行う期間は約１年間で、学習漢字は単漢字で合
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計１０５５字になる。

レクチャーでは、パワーポイントのスライドを用いて漢字を１字ずつ導入し、①漢字の筆順

を動画で提示、②字形の注意点の確認、③読み方の確認、④教科書の例文を音読させ、意味を

確認、⑤漢字と読み方を複数回書かせる、という流れで行われる。

さらに、毎日のレクチャーに加え、学習漢字が一定数増える毎に「漢字復習」というチュー

トリアルが設けられている。この授業では、漢字が持つ複数の読み、漢字の画数、部首、同音

漢字、同訓漢字、対義語や類義語、意味による分類や熟語作りなど毎回テーマが設定され、そ

れぞれのテーマに基づいたワークシートを用いてグループ活動が行われる。『初級～初中級』

の期間中は、単漢字の画数、読み、意味、部首の形に注目したテーマが取り上げられ、『中級』

に入ると漢字熟語に関する知識や、形成文字に見られる音符などが取り上げられる。この授業

の目的は、日々蓄積されていく漢字知識を、字形構造、読み、意味などの様々な切り口から分

類、整理するための知識を学習者に提示することで、漢字や漢字語彙の記憶、定着を促そうと

いうものである。

２．先行研究
２．１ 漢字学習ストラテジー

言語学習における学習ストラテジーの研究はオックスフォード（１９９０）などに代表されるが、

その他にも１９９０年代以降さまざまな研究者によって行われてきた。オックスフォード（１９９０）

は「学習ストラテジー」を「学習をよりやさしく、より早く、より楽しくより自主的に、より

効果的にし、かつ新しい状況に素早く対応するために学習者がとる具体的な行動」であると定

義し、「言語学習のためのストラテジー一覧表」（以下、SILL）を開発した。SILLは日本語教

育における学習ストラテジーの研究においても広く採用されており、学習者の実態を把握し、

自律学習を促す上でも重要な役割を担っている。

日本語教育における漢字学習の分野では、非漢字系日本語学習者を対象とした研究がなされ

てきているが、その多くがオックスフォードの SILLに基づいて、項目の選択を行い、漢字学

習に関連する要素を加えたものである（大北１９９５；中村１９９７；加納１９９７；齊藤２００３；マテラ

２０１３など）。

大北（１９９５）はハワイ大学の日本語初級クラスに在籍した学習期間が異なる８４名（１年目２９

名、２年目３５名、３年目２０名）の学生に対してストラテジー使用に関する質問紙調査を行った。

調査対象者は英語母語話者及び母語において漢字学習経験がない中国語及び韓国語母語話者で

あり、そのうち６２名は大学入学前に１年から５年の日本語学習経験があったが、日本語力に関

してはひらがなが読める程度の能力であった。調査の結果、最も多く使用されているストラテ

ジーが「繰り返し書く」であること、学習歴が長い学習者のほうが「辞書を使う」頻度が高い
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ことなどを報告している。

中村（１９９７）は、北海道大学留学生センターで初級日本語を学習していた非漢字系の国費留

学生１７名（内５名は既習者であったが、プレースメント・テストの結果、初級クラスに振り分

けられたものである）に対して、漢字を学習する際に使用するストラテジー２０項目について質

問紙調査を行い、成績上位群と下位群の使用頻度の比較を行っている。その結果から、全体の

傾向として、記憶ストラテジーの使用頻度が高いこと、上位群の認知ストラテジーとメタ認知

ストラテジーのモニター方略の使用頻度が下位群より高いことなどを報告している。ただし、

中村自身も指摘している通り調査対象者が１７名と少数であったという点で限界があることは否

めない。

また、加納（１９９７）は既習漢字数の平均がそれぞれ３９５字、６６７字、９５５字という３つのレベ

ルの漢字系学習者７８名（中国語母語話者３４名と韓国語母語話者４４名）と非漢字系学習者５４名、

計１３２名に対し、漢字学習ストラテジー（１）について調査を行なっている。その結果から、既習

漢字数が増える（レベルが上がる）につれて、「辞書を引いて覚える」が多用されること、「書

いて覚える」から「読んで覚える」に移行することなどを報告している。

２．２ マレーシア人学習者の漢字習得に関する研究

齊藤（２００３）は、日本留学中の学習歴が異なるマレーシア人学習者の漢字習得に関する調査

を行っている（２）。齊藤はマレーシア政府が日本に派遣した学習期間が３年から８年の留学生２７３

名に対して、漢字学習ストラテジーに関する質問紙調査を行い、学習期間による学習ストラテ

ジー使用の変化を因子分析により分析している。その結果から、学習期間に関わらず、「反復

すること」と「物的リソースを使用すること」の２つのストラテジーが多く使用されているこ

と、学習期間が長くなるにつれて、基本的なストラテジーから、より「複合化・個別化した」

ストラテジーへと変化することを指摘している。

２．３ Strategy Inventory for Learning Kanji（SILK）について

Bourke（１９９６）は、非漢字系学習者の漢字学習に特化した「Strategy Inventory for Learning

Kanji」（以下、SILK）を開発した。SILKはオックスフォード（１９９０）の SILLをもとに、オー

ストラリアの学習者が漢字をどのように覚えているのかを発話思考法を用いたインタビューに

よって調査し、さらに日本語母語話者の児童の漢字学習を観察することによって作成されたも

のである（Bourke１９９６）。SILKでは５６項目のストラテジーを「漢字学習ストラテジー（Strategies

for learning Kanji）」と「学習管理ストラテジー（Strategies for managing learning）」の２つのグル

ープに分類している。「漢字学習ストラテジー」には連想、ストーリー、部首、頻度、経験、

視覚化、自己モニター、補償、連続／文脈、肉体／感情の反応、音声、筆順の１２のカテゴリー
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が含まれ、「学習管理ストラテジー」には、学習の計画、学習の評価、他者との協力という３

つのカテゴリーが含まれる（カテゴリーの日本語訳はバーク・秋山（２０１３）を参考に一部筆者

が訳を変えた（３））。表１は Bourke（１９９６：１９９‐２００）をもとに、SILKのカテゴリーと SILLの分

類との対応を示したものである。先行研究の多数が、SILLに基づいており、本研究でもこれ

らの先行研究を引用するため、両者の対応をここで示す。しかしながら、Bourke（１９９６）では、

SILKの開発過程において SILLの分類との対応を試みているものの、カテゴリーによっては

重複する項目が出るなど、矛盾が生じたため、最終的には、SILLとは異なった分類を行って

いる。

表１ SILK のカテゴリーとSILL の項目との対応

SILK 対応すると考えられる SILLの項目
（Bourke１９９６：１９９‐２００）グループ カテゴリー

漢字学習ストラテジー 連想 記憶ストラテジー
ストーリー 記憶ストラテジー
部首 記憶ストラテジー
頻度 記憶ストラテジー／認知ストラテジー
経験 記憶ストラテジー
視覚化 記憶ストラテジー

自己モニター メタ認知ストラテジー
補償 補償ストラテジー

連続／文脈 記憶ストラテジー
肉体／感情の反応 記憶ストラテジー

音声 記憶ストラテジー
筆順 記憶ストラテジー

学習管理ストラテジー 学習の計画 メタ認知ストラテジー
学習の評価 メタ認知ストラテジー
他者との協力 社会ストラテジー

SILKについては SILLとの相違点などを巡って、さまざまな議論がある（加納２００５など）

が、学習者へのインタビューや学習過程の観察から漢字学習の実際を調査し、ストラテジー項

目を抽出した研究は少なく、非常に重要な枠組みであるといえる。

SILKを参考にして行われた研究は概観したところ、それほど多くは見られなかったが、

Gamage（２００３）やマテラ（２０１３）が例として挙げられる。Gamage（２００３）は SILKをもとに、

自身の経験等を踏まえて、２０項目の質問紙を作成し、オーストラリアの大学２年生１１６名（既

習漢字が約１２０字程度）に対して調査を行っている。Gamage（２００３）は漢字系学習者と非漢字

系学習者のストラテジーの違いを調べ、非漢字系学習者は視覚に関連するストラテジーをより
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多く使用していること、どちらの学習者も「繰り返し書く」というストラテジーが有効である

と考えているということを報告している。マテラ（２０１３）は SILKに基づいて４５項目の調査項

目を選定し、チェコの日本研究専攻（学士課程）の学生１１３名に対し質問紙調査を行い、全体

として「繰り返し書いて記憶する」というストラテジーの使用頻度が最も高かったと報告して

いる。また因子分析から「イメージ・感覚想起利用」、「文脈・既有知識利用」、「他者利用」

の３つの因子が抽出されたが、「文脈・既有知識利用」の因子得点が最も高く、チェコの大学

の日本研究専攻の学習者が単漢字レベルをこえ漢字を体系的に捉えるストラテジーを使用する

傾向があると結論付けている。

上記のように、先行研究では非漢字系学習者の漢字学習ストラテジーに関する研究は行われ

ているものの、単一の母語で学習歴がほぼ同じである学習者が使用する学習ストラテジーの変

化を通時的に分析した研究はほとんど見られないため、これらの点を明らかにすることが本研

究の意義であると考える。

３．調査概要
３．１ 調査対象者

調査対象者は AAJに２０１４年５月に入学した学生１００名である（男子７０名、女子３０名）。全員

母語をマレー語とするマレー系マレーシア人で、主にアルファベットを日常的に使用している。

日本語学習歴については、１００名中７６名は AAJ入学時にひらがな、カタカナ、漢字に出会い、

ゼロから日本語を勉強し始めた者であったが、２４名は、AAJ入学前に中等教育機関等におい

て、最長で５年程度の学習歴があった。しかし、これらの学習者は入学時のインタビューでひ

らがな、カタカナの読み書きはできるが、漢字に関してはほとんど学習経験がないということ

であったため、今回の調査では他の調査対象者と同様に扱うことにした。

３．２ 調査時期

第１回の調査は２０１４年９月４日（入学から約４ヶ月）に質問紙を配付し９月９日を提出締め

切りとして回収した。調査時点での既習漢字は３１２字である。

第２回の調査は２０１５年４月１６日（入学から約１年）に質問紙を配付し４月２１日を提出締め切

りとして回収した。調査時点での既習漢字は１０４５字である。

３．３ 調査手続き

質問紙は SILK（Bourke２００６）を参考に、一部質問の内容を調査対象者の状況に合わせたも

のに差し替え、SILKと同数の５６項目（４）の質問用紙を作成した。本調査におけるカテゴリーの

内訳は、「漢字学習ストラテジー」に含まれるものが、「連想」９項目、「ストーリー」４項
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目、「部首」３項目、「頻度」２項目、「経験」２項目、「視覚化」２項目、「自己モニター」

３項目、「補償」４項目、「連続／文脈」２項目、「肉体／感情の反応」３項目、「音声」３

項目、「筆順」３項目の計４０項目であり、「学習管理ストラテジー」に含まれるものが、「学

習の計画」１１項目、「学習の評価」２項目、「他者との協力」３項目の計１６項目である。なお、

本稿では質問項目は日本語表記のものを用いるが、調査対象者に配付した質問紙は SILKの原

文に倣って、英語で書かれたものを使用した。これは調査対象者が幼少期から英語による教育

を受けており、英語の質問文を抵抗なく理解できると判断したからである。回答は各ストラテ

ジーの使用頻度を１－NEVER（ぜんぜんしない）、２－ALMOST NEVER（ほとんどしない）、

３－SOMETIMES（ときどきする）、４－QUITE OFTEN（よくする）、５－VERY OFTEN（と

てもよくする）という５段階から選択して、マークシートに記入してもらう形をとった。なお、

調査対象者の負担を考慮し、質問紙は持ち帰ってもらい、回答用紙を後日回収するという手順

をとった。

回収後、各ストラテジーの使用頻度を得点化し、データとしてまとめた。統計的処理につい

ては、第１回と第２回の調査の平均値の差ならびに、上位群と下位群の平均値の差の有意性を

見るために、項目ごとに F検定を用いて分散を調べ、その結果に応じて t検定を行った。

４．結果と考察
質問紙調査で得られたデータをもとに、４．１で全体の漢字学習ストラテジーの使用傾向を概

観した上で、４．２では研究目的１の学習期間が長くなることによるストラテジー使用状況の変

化についての結果と考察を述べ、４．３では研究目的２の成績上位者のストラテジー使用の傾向

についての結果と考察を述べる。

４．１ 漢字学習ストラテジーの使用傾向

第１回、第２回のそれぞれの調査の結果から、全体として使用頻度の高い上位１０項目のスト

ラテジーを次ページの表２‐１、２‐２に示した。

第１回の調査の上位１０項目（表２‐１）は、SILLの分類で分析すると（表１参照）、記憶ス

トラテジーが７項目（「頻度」２項目、「視覚化」２項目、「肉体／感情の反応」２項目、「連

想」１項目）、補償ストラテジーが２項目、メタ認知ストラテジーが１項目（「学習の計画」）と

なる。

第２回の調査（表２‐２）では、１０項目のうち５項目が SILLの分類による記憶ストラテジ

ーであった。前述の第１回の調査より記憶ストラテジーの数が２項目減っていることになる。

具体的には、「頭の中で漢字をイメージし、そのイメージを紙に写す」「漢字を習ったときに

本にどう書いてあったかを思い出す」（いずれも「視覚化」）の２項目が１０位圏外になり、代わ
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りに「漢字がわからないときインターネットで調べる」（「補償」）と「漢字の練習のためにスマ

ートフォンやタブレットを使う」（「学習の計画」）が入った。記憶ストラテジーの２項目に代わ

って、補償ストラテジーとメタ認知ストラテジーが入ったことになる。

表２‐１ 第１回調査時のストラテジー使用頻度 上位１０項目（全体）

順位 ストラテジー カテゴリー 頻度値（平均）
１ よく使う漢字を覚える 頻度 ４．４４
２ わからない漢字はタブレットやスマートフォンで調べる 補償 ４．４０
３ 覚えるまで何度も書く 頻度 ４．１７
４ その漢字が好きなので記憶している 肉体／感情の反応 ４．１３
５ 漢字をはっきり覚えていないときわかる人に聞く 補償 ４．０７
６ 頭の中で漢字をイメージし、そのイメージを紙に写す 視覚化 ３．９６
７ その漢字が特に難しいので記憶している 肉体／感情の反応 ３．８８
８ できるだけ漢字を使用する（授業中のノートや宿題） 学習の計画 ３．８７
９ 漢字を習ったとき本にどう書いてあったかを思い出す 視覚化 ３．７２
１０ 新出漢字と既習漢字を結びつけて連想する 連想 ３．６５

表２‐２ 第２回調査時のストラテジー使用頻度 上位１０項目（全体）

順位 ストラテジー カテゴリー 頻度値（平均）
１ わからない漢字はタブレットやスマートフォンで調べる 補償 ４．６６
２ よく使う漢字を覚える 頻度 ４．４２
３ その漢字が好きなので記憶している 肉体／感情の反応 ４．１６
４ その漢字が特に難しいので記憶している 肉体／感情の反応 ４．０４
５ 漢字をはっきり覚えていないときわかる人に聞く 補償 ３．９１
６ できるだけ漢字を使用する（授業中のノートや宿題） 学習の計画 ３．８９
７ 漢字がわからないときインターネットで調べる 補償 ３．８６
８ 新出漢字と既習漢字を結びつけて連想する 連想 ３．８５
９ 覚えるまで何度も書く 頻度 ３．８３
１０ 漢字の練習のためにスマートフォンやタブレットを使う 学習の計画 ３．７６

前述の通り、第１回、第２回の両調査で入れ替わったのは２項目のみであり、残る８項目は

両調査で１０位以内に入っている。したがって、これらは AAJにおいて、継続的に使われてい

るストラテジーと言える。両調査で１０位以内に入っている項目のうち「できるだけ漢字を使用

する（授業中のノートや宿題）」は唯一のメタ認知ストラテジーである。AAJでは、日本語学

習開始後１週間という非常に初期の段階から、日本語表記のみによる授業が行われている。ノ

ートをとる際に漢字を使用したり、宿題の答えを漢字で書いたりすることは時間と労力がかか

るが、努めて漢字を書くことで漢字習得が促進されることを学習者は認識しているのではない

かと考える。

第１回、第２回両調査で１０位以内であるほかの項目に関しては、４．２で、ストラテジーの使
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用状況の変化とともに考察する。

４．２ 学習期間が長くなることによるストラテジー使用状況の変化

次に、漢字学習の期間が長くなることによる漢字学習ストラテジーの使用状況の変化を見る

ために、第１回と第２回の調査で得られた使用頻度の平均値を比較し t検定を行なった。その

結果、有意差（有意水準 α＝０．０５＞p）が認められた項目を表３‐１、表３‐２に示した。

表３‐１ 第１回調査と第２回調査の比較①（使用頻度が上昇したストラテジー）

ストラテジー カテゴリー
第１回
頻度値
（平均）

第２回
頻度値
（平均）

差 p値

わからない漢字はタブレットやスマートフォンで調べる 補償 ４．４０ ４．６６ ０．２６ ０．０２１

漢字がわからないときインターネットで調べる 補償 ３．４８ ３．８６ ０．３８ ０．０１０

形は同じだが読みが違う漢字を結びつける 連想 ３．２２ ３．５２ ０．３０ ０．０１４

新出漢字と読みが共通の別の漢字を結びつける 連想 ３．０４ ３．５１ ０．４７ ０．０００

その漢字が嫌いなので記憶している 肉体／感情の反応 ２．６８ ３．２９ ０．６１ ０．０００

意味がよく似ている漢字をグループ化する 連想 ２．９６ ３．２１ ０．２５ ０．０４０

漢字の筆法や要素に名前をつけて唱える 音声 ２．６４ ２．９４ ０．３０ ０．０４１

同じ部首をもつ漢字をグループ化する 部首 ２．４０ ２．８４ ０．４４ ０．０００

漢字の情報を整理するために蛍光ペンを使う 学習の計画 ２．２６ ２．５９ ０．３３ ０．０２７

表３‐２ 第１回調査と第２回調査の比較②（使用頻度が低下したストラテジー）

ストラテジー カテゴリー
第１回
頻度値
（平均）

第２回
頻度値
（平均）

差 p値

覚えるまで何度も書く 頻度 ４．１７ ３．８３ －０．３４ ０．００３

頭の中で漢字をイメージし、そのイメージを紙に写す 視覚化 ３．９６ ３．７０ －０．２６ ０．０３１

漢字を学んだり練習したりするとき、他の人と行う 他者との協力 ３．３０ ２．９８ －０．３２ ０．０２５

習った漢字を覚えているか定期的にテストする 学習の評価 ３．２６ ２．９１ －０．３５ ０．００４

一週間の漢字達成目標を設定する 学習の計画 ３．１４ ２．８７ －０．２７ ０．０２８

毎日、毎週漢字を学習する時間を設ける 学習の計画 ３．２１ ２．７５ －０．４６ ０．０００

漢字をいくつ覚えたいか長期的な目標を設定する 学習の計画 ３．３７ ２．６９ －０．６８ ０．０００

知っている漢字をリストにしておく 学習の評価 ２．８６ ２．５７ －０．２９ ０．０４３

表３‐１を見ると、「わからない漢字はタブレットやスマートフォンで調べる」「漢字がわか

らないときインターネットで調べる」という「補償」の使用頻度が高くなっている。先行研究

で述べた大北（１９９５）は、辞書使用が３年目から急増すると報告しており、その理由として、

１、２年では教科書に辞書と同様の情報が載っている、教科書の漢字以外の漢字を勉強する必

要がない、部首などの知識がなく辞書が使えない、などを挙げている。つまり、学習が進むに
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つれて、辞書の必要性が高まり、同時に使用のための知識も身につくので、辞書の使用が増え

るということである。本研究でも同様のことが言えるのではないかと思われるが、「わからな

い漢字はタブレットやスマートフォンで調べる」の項目は、４．１の表２‐１、２‐２で示したと

おり、第１回、第２回の両調査で上位１０位以内に入っているため、既に学習初期の段階から、

ある程度使われていたと考えられる。紙媒体のものと異なり、タブレットやスマートフォンの

辞書機能の多くは、手書き入力などが可能で、部首などの知識がなくても使用することができ

る。従って、学習初期の段階から使用が可能である。さらに、学習のレベルが上がり、教科書

（文法や読解など）にふり仮名が少なくなり、読み方などを調べる機会が多くなったため、よ

り一層使うようになったのではないだろうか。入学後６ヶ月目からは日本語による理系科目の

授業も始まり、そこで使用される教科書等でも未知の漢字に触れる機会が多くなる。インター

ネットも含めて、これらの媒体の辞書機能を用いる必要性がますます高まったものと考える。

また、「形は同じだが読みが違う漢字を結びつける」「新出漢字と読みが共通の別の漢字を

結びつける」「意味がよく似ている漢字をグループ化する」という「連想」、「漢字の筆法や要

素に名前をつけて唱える」という「音声」、「同じ部首をもつ漢字をグループ化する」という

「部首」などの使用頻度が第２回の調査で有意に上昇している。また、「漢字の情報を整理す

るために蛍光ペンを使う」という「学習の計画」も使用頻度が上がっている。これは、学習期

間が長くなり既習漢字が増えるに従って、覚えた漢字を整理するためのストラテジーの使用が

増えていると考えられる。その要因としては、１．２で述べた「漢字復習」の授業が影響してい

るのではないかと推察される。学習者は「漢字復習」の授業で取り上げられた、漢字の複数の

読み、同音異義語、形成文字における音符、対義語や類義語などの知識を利用して漢字を整理

することで、より効率良く記憶しようとしているのではないかと考えられる。

「その漢字が嫌いなので記憶している」という「肉体／感情の反応」も第２回の調査で使用

頻度が上昇している。４．１の表２‐１、２‐２に示したように、「その漢字が好きなので記憶し

ている」は、第１回、第２回の両調査で上位１０位以内に入った継続的に用いられているストラ

テジーである。その一方で、学習期間が長くなるにつれて、画数が多く字形が複雑な漢字や、

意味が抽象的で意味的透明性が低い漢字、読み方が多様な漢字などが多くなり、学習者がその

漢字を「嫌い」と感じることも多くなっていることが考えられる。無論、学習者は「嫌い」で

あってもその漢字を覚えなければならず、意識することで記憶における負荷が大きくなり、記

憶に残りやすくなるということに、学習者も気がついているのではないかと推察される。

次に、第２回の調査で使用頻度が有意に低下している項目について考察する。表３‐２を見

ると「覚えるまで何度も書く」という項目が挙がっている。この項目は、４．１の表２‐１、２‐

２に示したように、第１回、第２回ともに上位１０位以内に入っているため、比較的継続的に用

いられてはいるが、第２回に減少の傾向を示していると言える。AAJの学習者は毎日習った
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漢字を何回も書くことが課せられているが、それにもかかわらず、第２回の調査で「覚えるま

で何度も書く」の使用頻度が低くなっている理由としては、学習期間が長くなるにつれて、単

に繰り返し書くというストラテジーから他のストラテジーに移行していることが考えられる。

先行研究でも述べたとおり、加納（１９９７）は既習漢字数の異なる３つのグループのストラテジ

ー使用について調査した結果、既習漢字数が増えるにつれ「書いて覚える」から「読んで覚え

る」へとストラテジーが移行すると述べている。本研究においても、調査対象者は漢字学習開

始当初は、漢字の形を正確に再生するために慎重にノートに写し、覚えるまで繰り返し練習す

るが、学習期間が長くなるにつれて、字形の認識や再生が容易になり、漢字熟語の読み方や意

味へと意識が向くようになったのではないかと推察される。また、多数の先行研究において、

「何度も書く」というストラテジーが最も頻度が高いと報告されているが（大北１９９５；中村

１９９７；坂野・池田２００９；マテラ２０１３など）、いずれの調査も同一の学習者を縦断的に見ている

わけではない。今回の縦断的な調査によって、「何度も書く」というストラテジーが確かに頻

度の高いストラテジーではあるが、学習段階によって変化する可能性をもっていることが明ら

かになったものと考える。

また SILKの分類では「学習管理ストラテジー」と呼ばれている「他者との協力」「学習の

評価」「学習の計画」の項目も使用頻度が低下しているものがある。この結果については、AAJ

のコースの特徴が大きく影響しているのではないかと考える。AAJでは、約２年という短期

間で日本語学習歴がほぼゼロの学習者を日本の国立大学の工学部入学レベルまでに育成するた

めに綿密なスケジュールが組まれている。漢字クイズやテストも頻繁に行われるため、学習者

は学習の評価や学習計画を自主的に行う必要性をほとんど感じなくなるのではないだろうか。

さらに、一般にマレーシアの学習者はグループでの勉強を好むが、漢字学習に関しては「他者

との協力」のストラテジーの使用頻度が低下している。この理由としては、学習者が漢字学習

に慣れ、自律学習が可能になったと考えられなくも無いが、それよりも AAJにおける中級以

降のカリキュラムの影響のほうが大きいように思われる。AAJでは日本語による理系科目の

授業の開始に伴い学習者の勉強量は激増する。学習者を観察したところ、日本語や理系科目の

勉強にかける時間は個人によって異なるが、全体的に漢字学習自体にかけられる時間が短くな

り、グループで勉強を行なう時間も取りにくくなっているではないかと推察される。

４．３ 漢字試験の成績上位者が使用しているストラテジー

次に、成績上位者と下位者のストラテジー使用の違いを見るために、第２回の調査の直前に

行われた試験の結果を用いて、調査対象者を上位群（２７％）、中位群（４６％）、下位群（２７％）

の３群（５）に分けた。使用した試験結果は２０１５年３月に行われた定期試験における「文字語彙２

（漢字）」の得点である。試験問題はセメスターⅡ（２０１４年９月下旬から２０１５年３月上旬）に学
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習した漢字に関する形成的テストで、漢字語彙の読み方を問う問題６０問と漢字語彙の表記を問

う問題３０問、計９０問の記述式の試験である。

なお、本研究では入学から１年が終了した時点で、漢字の成績上位群にいる学習者が、第１

回（入学から約４ヶ月）の時点でどのようなストラテジーを使用していたのか、第２回（入学

から約１年）においてどのように変わったのか、それは成績下位群と比較してどのように異な

るのかを見ることを目的とする。従って、表４‐１、４‐２の上位群、下位群は、第１回、第２

回、それぞれの時点での上位群、下位群ではなく、どちらも第２回の調査直前の試験結果にお

いて上位、下位であった学習者を指すものであり、それぞれ同一の学習者である。

表４‐１ 上位群と下位群のストラテジー使用頻度比較（第１回）

ストラテジー カテゴリー
上位群
頻度値
（平均）

下位群
頻度値
（平均）

差 p値

よく使う漢字を覚える 頻度 ４．８５ ４．１９ ０．６７ ０．００５

できるだけ漢字を使用する（授業中のノートや宿題） 学習の計画 ４．３３ ３．７４ ０．５９ ０．０１３

その漢字が特に難しいので記憶している 肉体／感情の反応 ４．１１ ３．４８ ０．６３ ０．０３５

書き順を暗記したのでその漢字を記憶している 筆順 ３．８９ ３．１５ ０．７４ ０．００２

漢字の１画目を思い出せば他の部分も自然に想起できる 筆順 ３．８１ ３．１９ ０．６３ ０．００９

最初に部首を覚えてから全体を覚える 部首 ３．７０ ２．８５ ０．８５ ０．００２

漢字の筆法や要素に名前をつけて唱える 音声 ３．２２ ２．３０ ０．９３ ０．００８

表４‐２ 上位群と下位群のストラテジー使用頻度比較（第２回）

ストラテジー カテゴリー
上位群
頻度値
（平均）

下位群
頻度値
（平均）

差 p値

書き順を暗記したのでその漢字を記憶している 筆順 ４．６７ ４．２６ ０．４１ ０．０４２

できるだけ漢字を使用する（授業中のノートや宿題） 学習の計画 ４．２６ ３．７０ ０．５６ ０．００５

新出漢字と既習漢字を結びつけて連想する 連想 ４．２２ ３．６７ ０．５６ ０．０２５

混乱しないように形が似ている漢字を比較する 連想 ４．００ ３．１９ ０．８１ ０．０００

混乱しやすい漢字を十分に練習する 自己モニター ４．００ ３．２６ ０．７４ ０．００３

漢字を習ったとき本にどう書いてあったかを思い出す 視覚化 ３．８９ ２．９３ ０．９６ ０．００２

その漢字が特に難しいので記憶している 肉体／感情の反応 ３．８１ ３．１９ ０．６３ ０．０３３

部首の意味と漢字を結びつける 部首 ３．５６ ２．７０ ０．８５ ０．００４

よく使う漢字を覚える 頻度 ２．９６ ２．６７ ０．３０ ０．０４５

日本語の読みと英語の言葉を結びつける 音声 ２．６３ ３．３３ －０．７０ ０．０２０

漢字がわからないとき辞書で調べる 補償 １．６７ ２．５６ －０．８９ ０．００５

表４‐１は第１回、表４‐２は第２回の調査データの使用頻度平均値について、t検定を行い、

有意差（有意水準 α＝０．０５＞p）が認められた項目をまとめたものである。表４‐１より、第１
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回の調査において、成績上位群は、「よく使う漢字を覚える」という「頻度」、「できるだけ

漢字を使用する（授業中のノートや宿題）」という「学習の計画」のストラテジーを下位群より

もより高い頻度で使用していることが明らかになった。

他に、第１回の調査時に上位群がより高い頻度で使用しているストラテジーとしては、筆順

や部首に注目したものが多い。筆順については、レクチャーで画像が提示され、筆順を唱えな

がら空書するということも行われている。また、部首など漢字の要素に関する知識の使用につ

いては４．２で考察した「漢字復習」の授業の影響が考えられるが、上位群の学習者は、授業中

に教師から与えられた情報を積極的に自己の漢字学習に取り入れて漢字を覚えているのではな

いかと考えられる。

次に、第２回の調査（表４‐２）から、上位群と下位群の差が有意に認められた項目が１１項

目あった。そのうち９項目に関しては上位群のほうが使用頻度が高かったが、２項目について

は下位群のほうが使用頻度が高いという結果となった。上位群のほうが使用頻度が高かった項

目について、第１回の結果と共通しているものは、「書き順を暗記したのでその漢字を記憶し

ている」、「できるだけ漢字を使用する（授業中のノートや宿題）」、「よく使う漢字を覚える」、

「その漢字が特に難しいので記憶している」の４項目であった。これらのストラテジーは上位

群が継続して高頻度で使用しているストラテジーであり、学習効果の高いものであると言える。

「できるだけ漢字を使用する（授業中のノートや宿題）」というストラテジーについては既に４．１

で考察した通り、AAJでは学習初期の段階から日本語表記のみによる授業が行われており、

そのことが影響しているのではないかと考えられる。実際、このストラテジーの使用頻度は、

成績下位群も３．７以上であり、決して低くはない。しかし、特に成績上位群がこのストラテジ

ーを学習初期の段階から一貫してより高い頻度で使用しているということは、努めて漢字を使

って書くことが漢字習得と関連があるということを示唆しているのではないかと考えられる。

漢字は単漢字だけでは実用性が低く、漢字を含む語を文脈の中で適切に使用することが最終的

な目標となる（徳弘２０１０）との観点から、漢字学習を語彙学習として捉える視点がある（徳弘

２０１３；加納ほか２０１０など）。語彙習得の観点から、Laufer＆Hulstijn（２００１）は、語彙習得が起

きるのはそれぞれの言語項目を学習者が深く処理したときであり、その語との関わりを深める

ことが習得の度合いを決定すると述べている。習った漢字をすぐに使うということが習慣化さ

れている学習者は、漢字を使うたびに、文脈に合った漢字を記憶の中から呼び起こして産出し、

適切かどうか判断するという深い処理が行われるため、その漢字との関わりが深まり、習得が

促されているのではないかと考えられる。

また、第１回では有意差が見られなかったが、第２回に有意差が見られた項目としては、「新

出漢字と既習漢字を結びつけて連想する」（「連想」）、「混乱しないように形が似ている漢字を

比較する」（「連想」）、「混乱しやすい漢字を十分に練習する」（「自己モニター」）、「部首の意
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味と漢字を結びつける」（「部首」）、「漢字を習ったとき本にどう書いてあったかを思い出す」

（「視覚化」）があげられる。第２回の調査時点で学習者の既習漢字は、すでに１０００字を超え（１０４５

字）、学習者は大量の漢字知識を蓄えているといえるが、上位群はその知識をさまざまなスト

ラテジーを用いて整理し、体系的に漢字を記憶しようとしているのではないかと推察される。

ここでも前述の「漢字復習」の授業の影響が表れていると考えられ、上位群は授業で提示され

る情報を継続してストラテジーとして取り入れて、漢字学習に役立てていると推察される。さ

らに、上位群は、「混乱しやすい漢字を十分に練習する」という「自己モニター」のストラテ

ジーも使用しており、自分の間違いをモニターし、自律的に学習する習慣もできていると考え

られる。

一方、「日本語の読みと英語の言葉を結びつける」、「漢字がわからないとき辞書で調べる」

という２項目の使用頻度については下位群のほうが上位群より有意に高いという結果になった。

「日本語の読みと英語の言葉を結びつける」というストラテジーについては、上位群はすでに

媒介語の助けを借りる学習法を卒業し、可能な限り日本語を使用する学習法へと移行している

ため、上位群の使用頻度が低くなっているのではないかと考えられる。また、辞書の使用に関

しては４．２でも述べたが、最近では紙媒体の辞書からスマートフォンやタブレットに移行して

おり、全体的に使用頻度が低い。しかし、下位群と上位群の使用頻度の差に関しては今回のデ

ータからだけでは十分な理由を取り出すことが困難であった。

５．おわりに
本研究では、日本留学のための予備教育課程で学ぶマレーシアの非漢字系学習者の漢字学習

ストラテジー使用傾向を調査し、学習期間が長くなることによるストラテジーの使用状況の変

化と成績上位群のストラテジー使用傾向を考察した。以下に、重要であると考える点を３点述

べる。

（１）学習期間が長くなるにつれて、「連想」や「部首」といった漢字の知識を関連付けた

り、分類したりして整理するストラテジーの使用頻度が高くなる。これらのストラテジーが使

用される背景には、AAJで行われている「漢字復習」の内容が影響している可能性がある。

また、これらのカテゴリーは、第２回の調査において、成績上位群のほうが多く使用している

ストラテジーの中にも、項目が一致するわけではないが、複数見られ、漢字習得との関係性が

示唆されたカテゴリーでもあるので、今後も注目していく必要がある。

（２）「覚えるまで何度も書く」という「頻度」のストラテジーは、多くの先行研究の結果

と同様、AAJの学習者に関しても使用頻度の高い項目であるが、縦断的に見た結果、学習期

間が長くなるにつれて、その使用頻度は下がり、その他の記憶ストラテジー（「連想」、「部首」

など）や「補償」のストラテジーに移行する可能性が高い。
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（３）「できるだけ漢字を使用する（授業中のノートや宿題）」というストラテジーは、成績

上位群が、継続して成績下位群よりも高い頻度で使用していることから、漢字習得と関連があ

ると考えられる。

６．実践への提案と今後の課題
以上のことを踏まえて、教育現場における実践への提案を述べる。

まず、既習漢字の数に応じて、漢字を部首や意味などに基づいて整理する方法を学習者に提

示することが有効であると考えられる。AAJでは「漢字復習」の授業が設けられているが、

この授業の効果を最大限引き出すためには、教師がその有効性を十分に把握し、取り上げる項

目の精査ならびに導入順序の検討を行わなければならないであろう。教師は有効な情報を的確

に提供し、学習者が自分に合った学習ストラテジーに気づき、自律的に漢字学習を進めていけ

るように授業を計画する必要があると考える。

次に、成績上位群は漢字を日常的に使用することによって習得していると考えられるため、

日々の授業や配付物の中で積極的に既習漢字を使用していくべきである。初級においては、漢

字には振り仮名をつける教師も少なくないが、既習漢字については振り仮名の使用を避け、学

習者の記憶に負荷を与えることも必要である。さらに、積極的に漢字を使用する学習者のモチ

ベーションを維持する工夫も必要であると思われる。例えば、提出物やクイズなどに漢字を使

っても、間違えた場合、減点されるとなれば学習者は安全策をとって漢字を控えるようになる

であろう。漢字テストなどを除いては、軽微な漢字の間違いは許容するといった配慮も必要で

あると考える。

本研究では、ある一時期における成績の上位群と下位群のストラテジー使用の分析にとどま

ったが、今後は成績の変化とストラテジーの使用傾向の変化との関係についても明らかにする

必要がある。成績が上昇した学習者、成績が振るわない学習者の使用しているストラテジーの

変化について通時的に分析し、その傾向を明らかにすることで、効果的な漢字学習の手がかり

を探ることができると考える。また、本研究では、Bourke（１９９６）が開発した SILKを用いて

調査を行ったが、２年弱という短期間で日本語を学ぶ AAJの学習環境は SILKが開発された

オーストラリアの学習環境とは異なっている。そのため、一部の調査項目については、対象者

の漢字学習の現状に合っていないものも見られた。今後は、調査対象者の学習環境や学習スタ

イルの視点から、漢字学習ストラテジーの項目を分析、精査し、学習者や教育機関の現状に合

うよう調査項目の修正を行う必要があると考える。
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〔注〕
（１）加納（１９９７）では「漢字学習の方法」としている。
（２）齊藤（２００３）の調査対象者は、本研究の調査対象者と同じ教育機関の出身であり、齊藤は異なる学習期
間の学習者を「縦断的な視点」（齊藤２００３）から分析しているが、本研究では、学習期間を同じくする
調査対象者に対し、漢字学習開始４ヶ月後と１年後の２回に渡って調査を行っていることから、時間の
経過による変化を分析するという点で異なる。

（３）バーク・秋山（２０１３）では、Frequencyを「度数」、Storyを「話」としているが、本稿ではよりイメージ
しやすい表現を検討し、それぞれ「頻度」、「ストーリー」とした。また、「学習管理ストラテジー」
の３項目は体言止めの表現に変えた。

（４）SILKの項目５６のうち、複数の先行研究で使用頻度が最も低かった３項目（ “I remember the kanji by the way
it feels to write it.”, “I associate the English sound with the meaning of the kanji ”,“ I write a language learning diary

where I record my progress and my feelings.”）を削除し、調査対象の学習者が日本語学習でよく用いている
スマートフォンやタブレット、インターネットの使用に関する項目（ “If I don’t know a kanji, I look it up in
a dictionary on a smartphone or tablet ”, “If I don’t know a kanji, I search it on the internet ”, “I use an application

in a smartphone or tablet to practice kanji”）に差し替えた。なお、SILKの項目の詳細は Bourke（２００６）のウ
ェブサイトを参照されたい。

（５）古典的テスト理論において弁別指数を求める際に用いられる上位群（２７％）、中位群（４６％）、下位群
（２７％）（肥田野１９７２）の数値を参考にして上位・中位・下位のグループ分けを行った。この試験の平
均得点率は７９．４％、標準偏差は１２．９で、上位群の得点率は９０％以上で平均得点率は９４．０％（標準偏差２．８）、
中位群の得点率は７０％以上９０％未満で平均得点率は８０．７％（標準偏差５．１）、下位群の得点率は３０％以上
７０％未満で平均得点率は６１．９％（標準偏差６．７）であった。
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「見る！日本語の教え方」プロジェクトの実践

福永達士・大谷つかさ・プラパー セーントーンスック

〔キーワード〕 教授法動画、教師用オンライン教材、教師支援、タイの日本語教育、中等教育

〔要 旨〕

本稿は、インターネットの動画配信サービス及び SNSを活用した「見る！日本語の教え方」プロジ
ェクトについて報告するものである。本プロジェクトは「見て、すぐにわかる」「見て、すぐに授業で
使える」をコンセプトに、タイ中等教育機関で日本語を教える教師を対象とし、２０１４年５月から２０１５年
２月にかけて、計９７本の動画配信を行なった。内容は、タイの中等教育機関で多く使用されている『あ
きこと友だち』の活動例や、クラスコントロール、Team Teachingのアイディアなど多岐にわたる。本
稿では、プロジェクトの目的と動画の開発経緯、また、主に利用者アンケートによるプロジェクト評価
にもとづき、明らかになった課題と今後の展望を述べる。

１．はじめに：プロジェクト開始の背景
１．１ オンライン教材

日本語学習者支援として、近年、オンラインの学習コンテンツが増加してきている。その数

は枚挙に遑がないが、一例を挙げると、国際交流基金日本語国際センター（以下、NC）と放

送大学が共同開発した電子書籍型教材のオンライン日本語講座「NIHONGO STARTER A1」（１）

や、国際交流基金関西国際センター（以下、KC）が開発したものとして、日本語学習サイト

の「まるごと＋（まるごとプラス）」（２）、日本語学習のためのWebページを検索できるポータ

ルサイト「NIHONGO eな」（３）や「アニメ・マンガの日本語」（４）などがある。また、そのほか

にも、語彙、文法、会話といったモジュール別に学べる東京外国語大学の「TUFS言語モジュ

ール」（５）や、読解学習の支援に特化した「リーディング チュウ太」（６）などもある。

その一方で、日本語教師支援に目を向けると、相対的にその数は極めて少ないが、例えば、

教案や教材作成のための素材やアイディアを提供する NC開発の「みんなの教材サイト」（７）や、

コースデザインや自作教材を紹介する KC開発の「KCクリップ」（８）などがある。また、現地

教師向けに特化したものとして、国際交流基金シドニー日本文化センターが開発した

「Classroom Resources」（９）では、日本語教育用リソース検索Webサイトを提供している。
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１．２ タイの中等教育レベルにおける日本語教育

国際交流基金（２０１３）の２０１２年度日本語教育機関調査によると、タイの中等教育機関で学ぶ

日本語学習者は、前回２００９年度に４２，４００名だったのが、２０１２年には８８，３２５名（タイにおける全

学習者数の６８．１％）へと大幅に増加している。そのため、現場からは教師の教授能力向上が大

きく求められており、タイ東北部、北部の中等教育機関を担当する専門家（筆者２名）も、学

校訪問を通してその課題を認識していた。しかし、タイ各地に学校があるといった地理的な事

情から、すべての学校を網羅するような定期的な教師研修の機会の提供には限度がある。また、

校務や各種学校行事が土日にも開催され、教師研修に参加したくても定期的に参加できないタ

イ人教師も多いが、学校訪問による専門家の巡回指導も１学期間に複数回実施することは物理

的に困難であるのが現状であった。さらに、２０１４年度からは、国際交流基金による日本語パー

トナーズ（以下、NP）派遣事業の開始が決定した。タイ国内の中等教育機関に派遣される NP

は、派遣期間の６か月、または１０か月の間に、タイ人日本語教師のカウンターパート（以下、

CP）とともに各種日本語教育活動への取り組みが期待されている。しかし、学校によっては

CPの日本語能力／日本語教授能力が十分でないこともあり、NPは教師ではないものの、そこ

で期待される役割は非常に大きい。具体的には、授業のアシスタントなどで Team Teachingを

行なうことが挙げられる。そのため、NPにとっても、Team Teachingやそのほかの授業活動を

CPとともに考えたり、実施したりするために、オンラインで手軽にアクセスできるリソース

があれば有益であると考えられた。

国際交流基金バンコク日本文化センター（以下、JFBKK）のWebページでは、タイで日本

語を教える教師のためのリソースとして、タイ中等教育機関で広く使用されている日本語教科

書『あきこと友だち』に準拠した『あきこと友だち Can-doハンドブック』を公開している。

また、学校によっては市販の教師用指導書やクラス活動集などを所蔵しているところもある。

しかし、学校に教師用指導書が所蔵されていたり、１．１で例として挙げたWebサイトの存在を

把握したりしていても、それらリソースが有効活用されていない現状を学校訪問の巡回指導の

際や教師研修での聞き取りなどを通して、筆者らは把握していた。その考えられる理由として

は、①タイ人教師にとって、言語的な面から日本語で書かれているものは理解しにくいこと、

②タイ人、日本人を問わず、教授経験の少なさから、活動方法について文字化されたものだけ

では、たとえ母語で教師用リソースにアクセスできても（例えば『あきこと友だち Can-doハ

ンドブック』）、活動のイメージを描くのが困難であるという２点である。また、１．１で例とし

て挙げたようなオンライン教材も、日本語の教え方や活動方法の手順はテキストによる提示で、

管見の及ぶ限り、映像によって方法が示されているものはほとんどない。そこで、タイ中等教

育機関で日本語を教える教師を対象にした、「見る！日本語の教え方」プロジェクトとして教

授法・授業アイディアの動画配信を開始することにした。主な目的としては、教師が文字情報
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希望コンテンツ 人数 ％
教材（絵カード）がある ３６ ５４．５
日本語とタイ語の両方の説明がある ３３ ５０．０
絵や写真が多い ３２ ４８．５
テストがある ３１ ４７．０
動画で説明がある ２８ ４２．４
無料 ２６ ３９．４
教材（文字カード）がある ２５ ３７．９
教科書準拠 １７ ２５．８
その他 ８ １２．１
有料 ２ ３．０

媒体 人数 ％
オンライン ４９ ７４．２
本（CD付） ４０ ６０．６
本 ３５ ５３．０
DVD １７ ２５．８
その他 ５ ７．６

表１ 開発を望む教材（複数回答） 表２ 教材媒体（複数回答）

に頼らずに、動画を見るだけで日本語や日本文化の授業活動のアイディアを得て、すぐに授業

実践できるような動画配信を行なうこととした。

２．事前調査
本プロジェクトを開始するにあたり、アンケート調査を実施した。アンケートの主な目的は、

①使用経験のある教材（学習者向け、教師向け）と、②今後、開発を望む教師用指導書や活動

集について分析するためである。アンケートは計３回、タイ東北部コンケン（２０１３年１１月）と、

タイ北部のチェンライ（２０１３年１１月）及びチェンマイ（２０１４年１月）での教師研修に参加した

日本語教師（６６名）を対象に行なった。設問項目は、日本語とタイ語を併記し、質問があった

際に、適宜、筆者が対応した。なお、回答結果に影響しないよう、本プロジェクトについては

一切言及しなかった。紙幅の都合上、ここでは、②開発を望む教師用指導書や活動集に絞り報

告する（表１、２）。

今後、どのような教師用指導書や活動集の開発を望むか（表１）については、教材（絵カー

ド、文字カード）があること、日本語とタイ語の併記、絵や写真を含み、動画の説明があるこ

とのいずれも希望するという回答が多かった。表２は、開発を望む教師用指導書や活動集の媒

体について回答してもらった結果である。これは、本プロジェクトがオンラインで動画配信し

た際に、多くの人に見てもらえるのかを確認するために行なった。他の設問では「教師用教材

をインターネットで見ることができたら、見てみたい／使ってみたいですか」という二項選択

の問いに、６６名中６５名が視聴してみたいと答えた。今回のアンケート結果は、調査人数が少な

いこともあり、タイ中等教育機関における日本語教師全体のニーズを一般化するものにはなら

ないが、これまで筆者が感じていた課題と、オンラインによる授業アイディア動画が求められ

ていることの参考資料とした。
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３．プロジェクト詳細
プロジェクト開始に当たり、プロジェクトの基本コンセプトと目的、そして、具体的な到達

目標を下記のように設定した（表３）。対象とするユーザーは、タイの中等教育機関で日本語

を教える教師、教育実習生、日本語パートナーズに限定した。

表３ プロジェクトの概要

基本コンセプト
①教授法動画を見て、すぐにわかる。
②教授法動画を見て、すぐに授業で使える。

プロジェクトの目的
タイ人日本語教師への教授法支援
研修に参加できなくても（これまでにしたことがなくても）、日本語能力が低くても、手元に教師用指導書や活
動集がなくても、インターネットを通して動画を見るだけで、授業活動のアイディアを得ることができ、すぐ
に実践でき、授業を改善できる。（もしいれば）日本語パートナーズとの協働に役立てることができる。
日本語パートナーズ／日本人日本語教師への教授法支援
日本語パートナーズとして派遣される日本人や、教授経験の浅い日本人教師が、インターネットを通して動画
を見るだけで、授業活動のアイディアを得ることができ、すぐに実践することができる。

プロジェクト到達目標
対象ユーザー タイ中等教育機関で日本語を教えるタイ人教師、タイ人教育実習生、日本語パートナーズ、

そのほか当該地域の日本人教師
期間 ２０１４年５月～２０１５年２月、毎週２回
動画本数 合計８０本＝４０週×週２回×１本／１回の配信
内容 『あきこと友だち』各課で使用可能な活動、練習のさせ方のコツ、クラスコントロールなど
URL （１）「見る！日本語の教え方」Facebookページ<https://www.facebook.com/miru.oshiekata>

（２）「見る！日本語の教え方」特設ページ<http://miru-oshiekata.blogspot.jp/?view=flipcard>

本プロジェクトのチーム体制は表４のとおりである。

表４ プロジェクトチーム体制

コアメンバー
企画・動画作成
及び動画配信

国際交流基金派遣日本語専門家・タイ東北部中等教育機関担当１名
国際交流基金派遣日本語専門家・タイ北部中等教育機関担当１名

監修／翻訳 国際交流基金バンコク日本文化センター・タイ人専任講師１名
その他協力者
翻訳 国際交流基金バンコク日本文化センター・タイ人専任講師２名
動画出演者 タイ中等教育機関のタイ人日本語教師、高校生

プロジェクトは、事前調査、動画プロトタイプの作成と試行配信を経て、JFBKKにプロジ

ェクト実施の承認を得た後、２０１４年４月に本格始動した（表５）。動画の作成・編集・配信は、

プロジェクトメンバーである派遣専門家が主に各任地で行なった。プロジェクトのコアメンバ

ー３人が一堂に会した計４回のプロジェクトミーティングでは、①動画成果物の振り返り、②

動画作成、③今後の企画の３点について話し合った。最終回は、利用者アンケートの結果をも

とにプロジェクト評価を行なった。なお、ミーティング以外にも、電話やメールなどで頻繁に
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意見交換を行なった。

表５ プロジェクト作業日程

日付 作業内容 場所 メンバー
２０１３年１１月 事前調査 コンケン、チェンライ A B
２０１４年
１月 事前調査 チェンマイ A B
２月 動画プロトタイプ作成と配信 Aの任地 A
３月 プロジェクトの企画・立案 各任地 A B

４月上旬～ プロジェクト始動
動画作成／編集／アップロード／配信／広報 各任地 A B

４月下旬 第１回プロジェクトミーティング JFBKK A B C
５月～ 毎週２回の動画配信開始 各任地 A B
７月 第２回プロジェクトミーティング JFBKK A B C
１２月 第３回プロジェクトミーティング JFBKK A B C
２０１５年
２月下旬 動画配信終了 各任地 A B

３月下旬 第４回（最終）プロジェクトミーティング
プロジェクト終了 JFBKK A B C

２０１５年５月～ 既存動画の再配信 各任地 A B

Ａ：国際交流基金派遣専門家タイ東北部中等教育機関担当、Ｂ：同タイ北部中等教育機関担当、Ｃ：JFBKKタイ人専任講師

４．「見る！日本語の教え方」配信動画の特徴
４．１ 動画作成・配信ツール

３．で述べたように、動画の作成・編集・配信は外部業者に委託することなく、プロジェクト

メンバーである派遣専門家が担当した。日々の専門家業務をこなす傍ら、週に動画２本を配信

すべく、多くの時間をかけず、また、特別な機材を使用することなく作成した。これは、今後、

多くの教師が動画作成に取り組みやすくなることも意図している。具体的な撮影機材や編集ソ

フトウェアとして、動画の素材集めには、デジタルカメラ、タブレットを使用し、編集には、

PowerPointとWindows Movie Makerを使用した。動画に挿入する画像や音楽は、自作のものや

オンラインのフリー素材を使用した。また、出演者は、プロジェクトメンバー自らや、メンバ

ーが所属する学校の教師や生徒に依頼した。動画作成後は、まず YouTubeのアカウントにア

ップロードし、動画の URLを「見る！日本語の教え方」Facebookページに貼付した。Facebook

を選んだ理由は、タイでは Facebookの普及率、使用頻度ともに高く、配信後の情報共有が容

易なためである。また、YouTubeを介したのは、Facebookアカウントを持っていなくてもア

クセスしやすいことや、キーワード検索やブックマーク機能による視聴者の確保、また、オン

ラインでのアドバイジングなどで、特定の動画のみをメールなどで紹介できることが理由とし

て挙げられる。さらに、プロジェクト終了時には、動画の一覧を参照しやすくするために、ブ

ログサイトを新たに開設した（表３「URL」）。主な配信、広報手段は、SNS（例：Facebook）、

JFBKKのWebページ、タイ人と日本人日本語教師が登録しているメーリングリスト等であっ

た。また、巡回指導時や教師研修などでも積極的に紹介し、視聴を促した。
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図１ 「見る！日本語の教え方」Facebook ページのトップ

４．２ コンテンツ

「見る！日本語の教え方」Facebookページのトップは、日本語、タイ語、英語の順にタイ

トルを記載し、視聴者の印象に残るよう、イメージキャラクター「みるくん」をデザインした

（図１）。Facebookに投稿したページには、動画タイトル（タイ語・日本語）と動画の URL

リンクを貼付し（図２）、クリックするとリンク先に移動する。動画を再生すると、「見る！

日本語の教え方」のタイトルが表示された後に、動画の簡単な説明画面が表示される（図３）。

説明画面では、動画で紹介する活動の目標とした「Can-Do」、「準備するもの」、活動の「人

数」が表示された後、本編が開始される。動画の本編では、なるべく、文字情報による説明を

省いた。なお、YouTubeの動画再生画面の下の説明書きには、動画に挿入された説明画面と

同じものをタイ語と日本語で併記した（図４）。この二言語による説明書きは、メーリングリ

ストで広報する際にも付記された。
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図２ Facebook 投稿ページ 図３ 動画の説明画面

図４ タイ語と日本語による説明書き

４．３ 動画リスト

計画当初、計８０本の動画を配信する予定であったが、結果として９７本の動画を配信した。こ

れは、この動画の認知度を上げるためにプロモーション期間を設けて、週に３本以上の配信を

行なったためである。動画は、文型練習や文字語彙の教え方などに加え、Team Teachingやク

ラスコントロールも取り上げた。配信したすべての動画リストは、稿末資料を参照されたい。

なお、表６のカテゴリーは、どのような動画を作成したか見やすくするために、配信終了後に

分類したものである。

表６ 配信動画のカテゴリー

カテゴリー 本数 カテゴリー 本数
①文型 １５ ⑨書く ６
② Team Teaching １５ ⑩クラスコントロール ５
③動詞 １０ ⑪カタカナ ２
④ひらがな ８ ⑫やりとり ２
⑤話す ８ ⑬文化 １
⑥教材 ８ ⑭聞く １
⑦ことば ７ ⑮読む １
⑧アイスブレイク ７ ⑯ポートフォリオ １

計９７本
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４．４ 動画づくりで工夫した点

動画を作成するにあたっては、タイの中等教育機関で日本語を教える教師を対象ユーザーと

したことから、次のような点を工夫した。例えば、日本語を学ぶ生徒が楽しみながら取り組め

るゲーム要素のある活動、『あきこと友だち』に準拠した活動、クラスコントロール、及び、

日本人とタイ人とで Team Teachingする際の活動案を提供した。また、すべての活動は、プロ

ジェクトメンバー自身や、プロジェクトメンバーの配属先校のタイ人教師、及び、学校訪問で

授業見学した際に当該校の教師が実践していたものに限った。あわせて、活動で提示する語彙

もタイにちなんだものを多く採用した。そのほかに、ユーザーである教師が授業活動のイメー

ジを描きやすいように、実際の授業風景や、それに近い状況で撮影した。また、授業風景が撮

影できない場合にも、PowerPointによるアニメーションを挿入するなどして、活動内容が理解

しやすいように工夫した。

編集作業で特に注意したことは、動画を見てすぐに理解できるように、なるべく文字情報に

頼らない説明の仕方を心掛けたことが挙げられる。当初、日本語とタイ語の両言語による字幕

を挿入することも案として出たが、その場合、字幕の文字情報に頼ってしまい、肝心の動画を

見なくなることが懸念された。また、既存の紙媒体のものとの差別化を図るためにも、文字情

報は最小限にとどめるようにした。そして、多くの動画は長さを１、２分ほどにし、学校にい

る間の短い空き時間でも教師が手軽に見ることができるようにした。また、原則として、１本

の動画で１つの活動アイディアを紹介することにし、基本コンセプト「動画を見て、すぐに授

業で使える」に忠実に沿うようにした。なお、プロジェクト計画時に、動画を作成するにあた

っていくつか配信内容の基準を検討したが、限定した枠組みの中ではなく、また、特定のトピ

ックや方法に収斂することなく、実験的にさまざまな動画作りを通して、そのユーザー評価を

分析することにした。

５．プロジェクト評価と課題
５．１ プロジェクトの反響

本プロジェクトで想定した対象ユーザーは、日本語学習者ではなく、タイの中等教育機関で

教える日本語教師等である。そのため当初は、アクセス数が限定的になることを予想した。し

かし、２０１４年の５月１９日に動画配信を開始してから、現在（２０１５年７月７日）にいたるまで、

表７、８に示すように、タイのみならず世界中から多くのアクセスがあった。プロジェクト全

体の視聴回数は３万回を優に超え、アクセス元地域は９１の国と地域に上った。これは、動画の

内容が受け入れられただけでなく、広報手段（Facebook、JFBKKのWebページ、タイ人と日

本人日本語教師が登録しているメーリングリスト等）が効果的だったことや、配信のプラット

フォームとして Facebookを利用したことにより、ユーザー同士によって多くの動画の URLが
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１ タイ
２ 日本
３ ベトナム
４ 大韓民国
５ 台湾
６ アメリカ合衆国
７ オーストラリア
８ インドネシア
９ ブラジル
１０ アルゼンチン

動画（YouTube）視聴回数 ３４，２８５
動画１本あたりの平均視聴回数 ３５３．４
アクセス元地域（国・地域）数 ９１

Facebookページへの「いいね！」数 ３，６５６

表７ サイトへのアクセス一覧 表８ アクセス元上位１０か国・地域

言語 人数 ％
タイ語 ６０ ５８．８
日本語 ４０ ３９．２
英語 １ １．０
その他 １ １．０

国／地域 人数 ％
タイ ９２ ９０．２
日本 ６ ５．９
その他 ４ ３．９

歳 人数 ％
～１９ ６ ５．９
２０～２９ ３７ ３６．３
３０～３９ ２７ ２６．５
４０～４９ １４ １３．７
５０～５９ １３ １２．７
６０～ ５ ４．９

表９ 母語（n＝１０２） 表１０ 居住国／地域（n＝１０２） 表１１ 年齢（n＝１０２）

シェアされたことが一因として考えられる。そして、動画配信後の教師研修や巡回指導の際に

は、タイ人、日本人の教師から、「動画を視聴している」「動画を見て、実際にやってみた」

という話を頻繁に聞くようになった。また、複数の国の日本語教師から、動画についてのコメ

ントや、動画作成方法についての問い合わせもあった。

５．２ アンケートによる評価

動画の利用実態をさらに分析すべく、利用者アンケートを実施した。調査方法は Googleフ

ォームを利用したオンラインアンケートを採用し、Facebook「見る！日本語の教え方」ページ

や、タイ人と日本人日本語教師が登録しているメーリングリストなどで広報した。設問項目は

全１６問で、日本語とタイ語を併記した。調査期間は、２０１５年２月９日～３月１日である。回答

結果を下記に示す。表で網掛けされている値が最頻値である。なお、職業（表１２）のカテゴリ

ーには、「日本語パートナーズ」を設けなかった。また、勤務機関（表１３）の回答は任意とし

たため、回答のあった７７名の結果を示す。
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職業 人数 ％
教師 ６７ ６５．７

教育実習生 ６ ５．９
大学生・大学院生 １６ １５．７

生徒 ６ ５．９
会社員 ３ ２．９
アルバイト １ １．０
無職・その他 ３ ２．９

機関 人数 ％
高等教育機関（大学など） １２ １５．６

中等教育機関（中学・高校など） ５９ ７６．６
小学校 ０ ０．０
日本語学校 ３ ３．９
塾 ０ ０．０
その他 ３ ３．９

表１２ 職業（n＝１０２） 表１３ 勤務機関（n＝７７）

頻度 人数 ％
週に２回以上 １７ １６．７
週に１回 ２３ ２２．５

月に１回から数回 ５３ ５２．０
今回が初めて ８ ７．８
全く見ていない １ １．０

きっかけ 人数 ％
「見る！日本語の教え方」Facebookページ ４３ ４２．２

友人から（Facebookなど） ３８ ３７．３
YouTube ０ ０．０

メーリングリスト １１ １０．８
検索エンジンを利用して（Googleなど） １ １．０

セミナーでの告知 ８ ７．８
その他 １ １．０

表１４ 視聴頻度（n＝１０２） 表１５ 動画を知ったきっかけ（n＝１０２）

回答者の母語は、６割がタイ語で、４割が日本語であり（表９）、その居住国／地域は９割

がタイであった（表１０）。年齢層は２０～５０代に広く分布しているが、２０～３０代の利用が多く、

併せて６割ほどであった（表１１）。職業は教師が圧倒的に多く、教育実習生とあわせると７割

になり（表１２）、また、日本語を教えている機関については、約８割が中等教育機関であった

（表１３）。以上の結果から、プロジェクトで想定した対象ユーザーと結果がある程度合致して

いることがわかる。次に、「見る！日本語の教え方」全般に関する結果（表１４、１５）について

下記に示す。

動画は基本的に週２回の配信だったが、表１４の回答を見ると「月に１回から数回」とした回

答が半数を占め、週に１回以上としたのは全体の４割だった。また、動画を知ったきっかけは、

Facebookを通して知ったのが最も多かった。次に、５段階評価の利用満足度を表１６に示す。

なお、表１６で「実際に授業で使っているか」については、回答を任意としたため、回答のあっ

た８２名の結果を示す。そのほかの項目は、１０２名の回答結果を示す。
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質問項目 １ ２ ３ ４ ５ 平均

内容（１．不満足～５．満足） ０ ０ ７ ３５ ６０ ４．５２
動画の説明のわかりやすさ（１．不満足～５．満足） ０ ０ ６ ３１ ６５ ４．５８
実際に授業で使っているか（１．全然使わない～５．よく使う） ３ １０ ２１ ２８ ２０ ３．６３
役に立っているか（１．全然役立たない～５．とても役立つ） １ １ ５ ３４ ６１ ４．５０
更新頻度（１．不満足～５．満足） ０ １ １１ ３４ ５６ ４．４２

表１６ 「見る！日本語の教え方」利用満足度

内容、動画の説明の分かりやすさ、更新頻度については、「５．満足」を選択した回答者が最

も多かった。また、動画が役立つとした回答（４と５）は９割にのぼった。一方で、その動画

を見た上で、実際に授業実践につなげているかについては、４を選んだ回答者数が最頻値であ

るものの、平均値は３点台後半にとどまった。

オンラインアンケートの最後には、自由記述の欄を設けた。その自由記述では、①配信動画

で特に印象に残っているものと、②配信動画への意見と今後の要望を書いてもらった。①の記

述は、文字、Team Teaching、アイスブレーキング、教科書に準拠した活動と多岐にわたり、

特定の動画のみに回答が集まることはなかった。②では、「インターネットで見られるから便

利」「実際に使える」「簡単でわかりやすい／理解しやすい」「実際の様子が見られてよかった」

「新しいアイディアが得られた」といった好意的な意見が多数あった。また、「これからも続

けてほしい」「細かい項目でのアイディアがほしい」といった要望や、「自分の生徒には合わ

ないときがあった（レベル・人数など）」という回答が少数ではあるが見られた。

５．３ プロジェクトの過程で感じた課題

多くのユーザーに動画を視聴してもらえた一方で、プロジェクトの過程で感じた課題がいく

つかあった。主なものは、①映像化の難しさ、②視聴者ニーズの把握の難しさ、③動画作成者

の意図とユーザー（教師）の解釈の齟齬の３点である。

①については、使用機材によるものや、動画作成の専門ではないプロジェクトメンバーのス

キルの限界だと考えられる。また、活動を撮影する段階において、本来の授業の臨場感がなく

なってしまうことも多々あった。その結果、机上の案を映像化できなかったり、撮影を試みた

ものの、途中で作成や編集を断念したりした数は少なくない。

②のニーズ把握の難しさについては、作成時によいものができたと思った動画の反響（動画

の再生回数、Facebookでシェアされた回数）がよくなかったり、受け入れられるか自信のな

かった動画が、再生回数が短期間に大きく伸びたりし、何が求められているのか読めなかった

点である。しかし、工夫した点で既述したように、多様な動画作成の試みを行なったことが、

より多くのユーザー獲得に繋がったとも言える。
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③は活動が複雑化するほどこの傾向は強かった。動画配信期間に、常時行なったユーザー（教

師）への聞き取りによると、講義形式の授業しかしたことがない教師にとっては、動画で提示

された活動意図が不明だったり、動画を観た教師が紹介されたアイディアを授業で実践した際

に、教材に記載のある日本語をタイ語に必要以上に翻訳したりするケースがあるようだった。

これら課題は、今後の動画作成において、十分に考慮すべき点だと思われる。

５．４ 今後の課題と展望

本プロジェクトを通して、タイ各地の中等教育機関で日本語を教えている、多様なバックグ

ラウンドを持つより多くの日本語教師への支援が行なえたと考えている。また、プロジェクト

立案時に目的とした「タイ人日本語教師への教授法支援」と「日本語パートナーズ／日本人日

本語教師への教授法支援」が、これまで課題となっていた教師研修や巡回指導における限界を

超え、多くの教師、特にタイ人教師に対する効果的な支援ができたことは大きな成果と言える。

それに加え、タイ国外の幅広い国と地域の日本語教師支援ができたことは ICTを活用した結

果であろう。

動画の有用性という点からは、たとえ教師が実践したことが無い授業活動でも、動画を見る

だけで活動のイメージを得やすいといった提供素材の効果を確認することができた。しかし、

５．３で述べたように、通常の授業活動は教師と学習者のインタラクションに基づくダイナミッ

クな変化の中で行なわれるため、動画によっては、撮影のためだけに「設定された」教室環境

で、本来の授業実践に含まれるダイナミックさが失われてしまうことが確認された。その失わ

れたダイナミックさをどのように克服すべきかは、検討課題である。また、紙媒体の教師用指

導書やクラス活動集と比べると、活動意図や手順などの情報量が制限されることもあった。そ

のため、紙媒体のリソースと動画の相互補完的な提供素材の可能性も模索したい。

アンケート結果からも課題が明らかになった。それは、動画への満足度も高く、役立つとし

た回答は全体の９割だったにも関わらず、授業で実践しているとした回答は７割にとどまった

点である。この差異は、今後、聞き取り調査などで原因を究明する必要がある。また、今回は

プロジェクトメンバーのみによる動画作成と配信を行なったが、今後、より多くの教師が自ら

の実践やアイディアを投稿できるような動画投稿サイトや、より現地化に特化するのであれば、

タイ人教師による、タイ人教師の目線にもとづいた動画作成も考えられるであろう。
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〔注〕
（１）国際交流基金日本語国際センター・放送大学「NIHONGO STARTER A1」
<http://nsa1.chilobook.net> ２０１５年１０月３１日参照

（２）国際交流基金関西国際センター「まるごと＋（まるごとプラス）」
<http://www.marugoto.org> ２０１５年１０月３１日参照

（３）国際交流基金関西国際センター「NIHONGO eな」
<http://nihongo-e-na.com> ２０１５年１０月３１日参照

（４）国際交流基金関西国際センター「アニメ・マンガの日本語」
<http://anime-manga.jp> ２０１５年１０月３１日参照

（５）東京外国語大学「TUFS言語モジュール《日本語》」
<http://www.coelang.tufs.ac.jp/mt/ja/>２０１５年１０月３１日参照

（６）川村よし子・北村達也「リーディング チュウ太」
<http://language.tiu.ac.jp> ２０１５年１０月３１日参照

（７）国際交流基金日本語国際センター「みんなの教材サイト」
<https://minnanokyozai.jp> ２０１５年１０月３１日参照

（８）国際交流基金関西国際センター「KCクリップ」
<http://jfkc.jp/clip/> ２０１５年１０月３１日参照

（９）国際交流基金シドニー日本文化センター「Classroom Resources」
<http://jpfsyd-classroomresources.com> ２０１５年１０月３１日参照

〔参考文献〕

国際交流基金バンコク日本文化センター（２００４）『日本語 あきこと友だち』、タイ紀伊國屋書店
国際交流基金バンコク日本文化センター（２０１１）『あきこと友だち Can-doハンドブック』、国際交流基金

バンコク日本文化センター
国際交流基金（２０１３）『海外の日本語教育の現状 ２０１２年度日本語教育機関調査より』、くろしお出版

「見る！日本語の教え方」プロジェクトの実践
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稿
末
資
料

配
信
日

タ
イ
ト
ル

カ
テ
ゴ
リ
ー

あ
き
こ
※

C
an
-D
o（
表
網
掛
け
は
教
師
の
目
標
）

２０
１４

／５
／１
９
５０
音
表
タ
イ
ム
ト
ラ
イ
ア
ル

ひ
ら
が
な

ひ
ら
が
な
を
読
む
こ
と
が
で
き
る
、５
０音
表
を
速
く
完
成
す
る
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／５
／１
９
数
字
で
集
ま
ろ
う

ア
イ
ス
ブ
レ
イ
ク

数
字
を
聞
い
て
理
解
で
き
る

２０
１４

／５
／２
０
ひ
ら
が
な
カ
ル
タ

ひ
ら
が
な

ひ
ら
が
な
の
音
を
聞
き
わ
け
る
こ
と
が
で
き
る
、ひ
ら
が
な
を
読
む
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／５
／２
０
動
詞
活
用
タ
イ
ム
ト
ラ
イ
ア
ル

動
詞

動
詞
の
活
用
形
を
正
し
く
、速
く
言
う
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／５
／２
０
な
か
ま
を
見
つ
け
よ
う
！

こ
と
ば

１
こ
と
ば
を
グ
ル
ー
プ
／カ
テ
ゴ
リ
ー
に
わ
け
る
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／５
／２
５
カ
ー
ド
め
く
り（
動
詞
の
活
用
形
）

動
詞

動
詞
の
活
用
形
を
正
し
く
言
う
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／５
／２
５
組
み
合
わ
せ
ゲ
ー
ム

ひ
ら
が
な

ひ
ら
が
な
を
読
む
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／５
／２
５
日
に
ち
並
べ

こ
と
ば

１～
３１
日
の
言
い
方
が
理
解
で
き
る

２０
１４

／５
／２
８
ひ
ら
が
な
と
ロ
ー
マ
字
の
表
を
使
っ
た
練
習

ひ
ら
が
な

ひ
ら
が
な
を
読
む
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／５
／２
８
こ
と
ば
カ
ル
タ

ひ
ら
が
な

ひ
ら
が
な
の
音（
こ
と
ば
）を
聞
き
わ
け
る
こ
と
が
で
き
る
、ひ
ら
が
な
を
読
む
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／５
／２
８
な
か
ま
ハ
ズ
レ
を
見
つ
け
よ
う
！

こ
と
ば

１
こ
と
ば
を
グ
ル
ー
プ
／カ
テ
ゴ
リ
ー
に
わ
け
る
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／５
／２
８
グ
ル
ー
プ
分
け

動
詞

動
詞
を
１～
３グ
ル
ー
プ
に
分
け
る
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／６
／２

早
く
言
っ
た
も
の
勝
ち

動
詞

動
詞（
ま
す
形
・
辞
書
形
）を
正
し
く
、速
く
言
う
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／６
／２

た
く
さ
ん
め
い
し
を
あ
つ
め
よ
う
！

や
り
と
り

２
簡
単
な
自
己
紹
介
を
す
る
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／６
／４

い
ろ
い
ろ
な
Q
A
を
や
っ
て
み
よ
う

ク
ラ
ス
コ
ン
ト
ロ
ー
ル

Q
A
の
や
り
方
が
工
夫
で
き
る

２０
１４

／６
／９

５０
音
表
パ
ズ
ル

ひ
ら
が
な

ひ
ら
が
な
を
読
む
こ
と
が
で
き
る
、５
０音
表
を
完
成
す
る
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／６
／９

自
己
紹
介
ル
ー
レ
ッ
ト

や
り
と
り

２
簡
単
な
自
己
紹
介
を
す
る
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／６
／１
１
つ
く
え
の
な
ら
べ
方
を
工
夫
し
て
み
よ
う
！

ク
ラ
ス
コ
ン
ト
ロ
ー
ル

活
動
に
あ
っ
た
机
の
な
ら
べ
方
を
考
え
る
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／６
／１
６
誰
が
い
ま
せ
ん
か

こ
と
ば

２
新
し
い
こ
と
ば
を
正
し
い
発
音
で
言
う
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／６
／１
６
背
文
字
あ
て
ゲ
ー
ム

ひ
ら
が
な

ひ
ら
が
な
を
読
む
こ
と
が
で
き
る
、ひ
ら
が
な
を
書
く
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／６
／１
８
フ
ラ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
を
う
ま
く
使
お
う
！

ク
ラ
ス
コ
ン
ト
ロ
ー
ル

フ
ラ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
を
効
果
的
に
使
う
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／６
／２
３
イ
ル
ア
ル
エ
を
作
れ

文
型

３
存
在
文
を
聞
い
て
理
解
す
る
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／６
／２
５
声
を
出
し
て
読
ん
で
み
よ
う
！

ク
ラ
ス
コ
ン
ト
ロ
ー
ル

い
ろ
い
ろ
な
読
み
方
を
知
っ
て
、楽
し
く
練
習
で
き
る

２０
１４

／６
／２
７
イ
ル
ア
ル
ブ
ン
を
作
れ

文
型

３
存
在
文
を
言
う
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／６
／３
０
動
詞
の
活
用
を
書
き
ま
く
れ
！

動
詞

動
詞
の
活
用
形
を
正
し
く
書
く
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／７
／２

か
わ
い
い
お
し
り
が
見
え
て
る
よ

カ
タ
カ
ナ

隠
さ
れ
て
い
る
文
字
が
何
か
わ
か
る

２０
１４

／７
／４

数
字
で
集
ま
ろ
う
ve
r．２

ア
イ
ス
ブ
レ
イ
ク

言
葉
を
聞
い
て
、文
字
の
数
が
理
解
で
き
る

２０
１４

／７
／７

幸
せ
の
青
い
鳥
は
ど
こ
？

文
型

３
も
の
が
あ
る
場
所
を
言
う
こ
と
が
で
き
る
、ひ
と

／ペ
ッ
ト
が
い
る
場
所
を
言
う
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／７
／９

私
は
ど
こ
？

ア
イ
ス
ブ
レ
イ
ク

自
分
の
名
前
と
相
手
の
名
前
を
読
む
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／７
／１
１
み
ん
な
を
ま
と
め
て
紹
介
し
ち
ゃ
お
う

ア
イ
ス
ブ
レ
イ
ク

友
だ
ち
を
か
ん
た
ん
に
紹
介
す
る
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／７
／１
４
お
ぼ
え
て
い
ま
す
か

文
型

３
部
屋
に
あ
る
も
の
を
言
う
こ
と
が
で
き
る
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２０
１４

／７
／１
６
こ
れ
は
何
�

カ
タ
カ
ナ

カ
タ
カ
ナ
を
読
ん
で
、カ
タ
カ
ナ
が
示
す
も
の
が
何
か
わ
か
る

２０
１４

／７
／１
８
誕
生
日
順
に
並
ぼ
う

ア
イ
ス
ブ
レ
イ
ク

誕
生
日
を
尋
ね
る
こ
と
が
で
き
る
、誕
生
日
を
言
う
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／７
／２
１
カ
レ
ン
ダ
ー
す
ご
ろ
く

こ
と
ば

１～
３１
日
を
言
う
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／７
／２
３
私
は
校
長

文
型

２３
「
て
は
い
け
な
い
」「
て
も
い
い
」「
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」を
使
っ
て
ル
ー
ル
を
言
う
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／７
／２
８
何
が
好
き

文
型

４
好
き
な
も
の
を
言
う
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／７
／３
０
動
詞
活
用
タ
イ
ム
ト
ラ
イ
ア
ル（
ve
r．２
）

動
詞

動
詞
の
活
用（
肯
定
・
否
定
・
過
去
・
過
去
否
定
）を
正
し
く
、速
く
言
う
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／８
／４

２１
を
言
っ
た
ら
ダ
メ

こ
と
ば

４
数
字（
１～
２１
）を
言
う
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／８
／６

ど
う
し
た
ん
で
す
か
？

文
型

２３
理
由
を
す
い
そ
く
し
て
言
う
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／８
／１
１
早
く
言
っ
た
も
の
勝
ち（
ve
r．２
）

動
詞

動
詞（
普
通
形
）を
正
し
く
、速
く
言
う
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／８
／１
３
ど
う
し
た
ん
で
す
か
？（
V
er
．２
）

文
型

２３
理
由
を
推
測
し
て
言
う
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／８
／１
８
何
時
に
何
を
し
ま
す
か

文
型

６
自
分
の
一
日
に
つ
い
て
、簡
単
に
説
明
す
る
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／８
／２
０
ど
の
フ
ラ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
が
い
い
？

ク
ラ
ス
コ
ン
ト
ロ
ー
ル

目
的
に
よ
っ
て
、有
効
な
フ
ラ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
を
選
ぶ
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／８
／２
５
そ
の
バ
ラ
バ
ラ
会
話
、直
し
ま
し
ょ
。

教
材

談
話
構
成
を
意
識
し
な
が
ら
、会
話
文
を
つ
く
る
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／８
／２
７
こ
ん
な
こ
と
が
あ
っ
た
そ
う
で
す

文
型

２４
自
分
で
調
べ
た
こ
と
を
発
表
で
き
る

２０
１４

／９
／１

狙
い
は
シ
ン
シ
ュ
ツ
！

教
材

「
か
い
わ
」に
あ
る
新
出
語
彙
・
文
型
を
ス
キ
ャ
ニ
ン
グ
す
る
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／９
／３

つ
づ
き
を
か
ん
が
え
よ
う

文
型

２５
「
な
ら
」に
続
く
文
を
つ
く
る
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／９
／８

妄
想
会
話
力

教
材

絵
を
見
て
、状
況
を
類
推
し
ま
と
ま
り
の
あ
る
会
話
を
つ
く
る
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／９
／１
０
わ
た
し
た
ち
の
ロ
ボ
ッ
ト

話
す

２６
自
分
た
ち
の
ロ
ボ
ッ
ト
を
考
え
、良
い
点
を
ア
ピ
ー
ル
す
る
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／９
／１
５
急
げ
急
げ
急
げ
！
ひ
ら
が
な
ダ
ッ
シ
ュ
�

T
ea
m
T
ea
ch
in
g

ひ
ら
が
な
を
読
ん
で
、そ
の
字
が
あ
る
言
葉
を
言
う
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／９
／１
７
使
い
方
を
説
明
し
よ
う

話
す

２６
実
際
に
あ
る
も
の
の
使
い
方
を
説
明
で
き
る

２０
１４

／９
／２
２
毎
日
の
授
業
で
コ
レ
だ
け
は
日
本
語
で
！

T
ea
m
T
ea
ch
in
g

授
業
で
よ
く
使
う
教
室
用
語
を
聞
い
て
理
解
で
き
る

２０
１４

／９
／２
４
ど
の
音
を
言
っ
た
の
�

T
ea
m
T
ea
ch
in
g

近
い
音
を
聞
き
わ
け
る
、言
う
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／９
／２
９
ク
ラ
ス
を
ふ
た
つ
に
分
け
て
同
時
コ
ー
ラ
ス

T
ea
m
T
ea
ch
in
g

T
ea
m
T
ea
ch
in
g
で
、コ
ー
ラ
ス
の
さ
せ
方

２０
１４

／１
０／
１
大
き
な
声
で
オ
ー
�

ア
イ
ス
ブ
レ
イ
ク

声
を
出
し
て
元
気
な
雰
囲
気
に
で
き
る

２０
１４

／１
０／
６
先
生
に
コ
レ
だ
け
は
日
本
語
で
！

T
ea
m
T
ea
ch
in
g

書
き
方・
読
み
方・
意
味
を
日
本
語
で
尋
ね
る
こ
と
が
で
き
る
、答
え
を
聞
い
て
理
解
で
き
る

２０
１４

／１
０／
８
急
げ
！
急
げ
！
ひ
ら
が
な
マ
ッ
チ
ン
グ
リ
レ
ー

T
ea
m
T
ea
ch
in
g

ひ
ら
が
な
の
形
を
覚
え
、文
字
を
正
し
く
認
識
で
き
る

２０
１４

／１
０／
１３
覚
え
る
ま
で
オ
ワ
レ
ナ
イ

T
ea
m
T
ea
ch
in
g

言
葉
や
表
現
を
覚
え
て
、正
し
く
発
音
で
き
る

２０
１４

／１
０／
１５
１回
は
先
生
と
話
し
ち
ゃ
お
う

T
ea
m
T
ea
ch
in
g

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
活
動
時
に
教
師
に
も
答
え
を
聞
く
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／１
０／
２０
ご
い
り
ん
く
ゲ
ー
ム

T
ea
m
T
ea
ch
in
g

前
の
人
が
書
い
た
言
葉
の
最
後
の
字
を
使
い
、そ
の
字
が
含
ま
れ
る
言
葉
を
書
く
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／１
０／
２２
先
生
と
両
思
い
？

T
ea
m
T
ea
ch
in
g

教
師
が
発
音
し
た
言
葉
を
正
し
く
聞
き
取
る
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／１
０／
２７
先
生
２人
で
２倍
速

T
ea
m
T
ea
ch
in
g

文
字
カ
ー
ド
／絵
カ
ー
ド
を
見
て
、言
葉
や
表
現
を
正
し
く
発
音
で
き
る

２０
１４

／１
０／
２９
リ
ー
ダ
ー
は
全
員
！
み
ん
な
で
読
め
ば
怖
く
な
い

読
む

２７
グ
ル
ー
プ
で
協
力
し
て
読
み
、内
容
を
理
解
で
き
る

２０
１４

／１
１／
３
Fa
ce
bo
ok
だ
っ
て
、も
う
日
本
語
で
書
い
ち
ゃ
う
ん
で
す
！

書
く

９
自
分
の
し
た
こ
と
と
、そ
の
簡
単
な
感
想
を
Fa
ce
bo
ok
に
書
く
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／１
１／
５
活
用
形
を
早
く
言
っ
て
、カ
ー
ド
を
出
し
て
、も
ら
お
う
！

動
詞

２７
教
師
が
言
っ
た
言
葉
の
活
用
形
を
す
ぐ
に
言
え
る

「見る！日本語の教え方」プロジェクトの実践
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２０
１４

／１
１／
１０
い
ろ
い
ろ
な
文
型
練
習（
１o
f２
）

文
型

①
繰
り
返
し
／反
復
練
習
②
代
入
練
習
③
変
換
練
習
④
結
合
練
習
⑤
完
成
練
習

２０
１４

／１
１／
１２
ど
れ
だ
け
お
ぼ
え
て
い
る
か
な
�

こ
と
ば

そ
の
カ
テ
ゴ
リ
ー
に
入
る
言
葉
が
言
え
る

２０
１４

／１
１／
１７
い
ろ
い
ろ
な
文
型
練
習（
２o
f２
）

文
型

⑥
拡
大
／付
加
練
習
⑦
応
答
練
習
―指
示
付
き
Q
A
⑧
応
答
練
習
―個
人
Q
A
⑨
翻
訳
練
習

２０
１４

／１
１／
１９
４コ
マ
ま
ん
が
を
作
ろ
う
！

書
く

１１
場
面
に
あ
っ
た
４コ
マ
ま
ん
が
が
作
れ
る

２０
１４

／１
１／
２４

ち
ょ
こ
ち
ょ
こ
っ
と
変
え
る
だ
け
で
、ほ
ら
こ
ん
な
に
い
い
練
習
問
題
に
。

教
材

教
科
書
の
練
習
問
題
を
作
り
か
え
る
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／１
１／
２６
ど
ん
な
気
持
ち
？

T
ea
m
T
ea
ch
in
g

場
面
を
考
え
て
、会
話
の
練
習
が
で
き
る

２０
１４

／１
２／
１

ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ：
「
ア
レ
ど
こ
行
っ
た
？
」な
ん
て
、も
う
言
わ
せ
な
い
。
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ

ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
の
作
り
方
が
分
か
る

２０
１４

／１
２／
３
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
す
る
の
は
有
名
人
！

文
型

３０
尊
敬
語
を
使
っ
て
聞
く
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／１
２／
８
多
言
語
教
室
ル
ー
ル

書
く

２３
教
室
の
ル
ー
ル
を
書
く
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／１
２／
１０
ど
う
し
て
�
ど
う
し
て
�

文
化

お
互
い
の
国
の
イ
メ
ー
ジ
マ
ッ
プ
か
ら
自
分
の
相
手
国
の
イ
メ
ー
ジ
、相
手
か
ら
見

た
？
自
国
の
文
化
を
可
視
化
し
、考
え
る
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／１
２／
１５
こ
の
一
枚
の
写
真
に
、あ
な
た
な
ら
、ど
ん
な
コ
ト
バ
を
の
せ
ま
す
か

教
材

写
真
に
つ
い
て
、簡
単
に
説
明
す
る
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／１
２／
１７
聞
い
て
か
け
る
！
わ
か
っ
て
書
け
る
！

書
く

聞
い
た
こ
と
を
理
解
し
、絵
と
文
を
か
け
る

２０
１４

／１
２／
２２
三
人
寄
れ
ば
文
殊
の
知
恵

書
く

１７
友
だ
ち
の
悩
み
に
、ア
ド
バ
イ
ス
す
る
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／１
２／
２４
お
ぼ
え
て
書
い
ち
ゃ
お
う
！

書
く

見
た
も
の
を
日
本
語
で
書
く
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／１
２／
２９
カ
ル
タ

動
詞

動
詞（
辞
書
形
）を
聞
い
て
、理
解
す
る
こ
と
が
で
き
る

２０
１４

／１
２／
３１
神
経
衰
弱

ひ
ら
が
な

ひ
ら
が
な
を
読
む
こ
と
が
で
き
る

２０
１５

／１
／５

本
物
の
メ
ニ
ュ
ー
を
使
っ
て
、学
習
者
の
や
る
気
ア
ッ
プ
！

教
材

食
べ
物
に
使
わ
れ
る
カ
タ
カ
ナ
言
葉
が
わ
か
る
、な
ど

２０
１５

／１
／７

日
本
人
と
い
っ
し
ょ
！

T
ea
m
T
ea
ch
in
g

気
持
ち
を
考
え
な
が
ら
発
音
で
き
る

２０
１５

／１
／１
２
私
の
…
好
き
な
人
を
紹
介
し
ま
す
っ
！

話
す

１３
人
の
外
見
や
性
格
に
つ
い
て
簡
単
に
説
明
す
る
こ
と
が
で
き
る

２０
１５

／１
／１
４
先
生
の
目

T
ea
m
T
ea
ch
in
g

机
間
巡
視
し
な
が
ら
生
徒
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
こ
と
が
で
き
る

２０
１５

／１
／１
９
路
線
図
を
攻
略
せ
よ
！

教
材

駅
の
漢
字
を
読
む
こ
と
が
で
き
る
／駅
の
乗
り
換
え
を
説
明
す
る
こ
と
が
で
き
る
等

２０
１５

／１
／２
１
あ
の
グ
ル
ー
プ
の
言
っ
た
言
葉
は
？

ア
イ
ス
ブ
レ
イ
ク

他
の
グ
ル
ー
プ
が
言
っ
た
言
葉
が
わ
か
る

２０
１５

／１
／２
６
G
oo
gl
e
M
ap
だ
っ
て
教
材
に

教
材

１２
地
図
を
使
っ
て
、目
的
地
へ
の
行
き
方
の
説
明
を
聞
く
／説
明
を
す
る
こ
と
が
で
き
る

２０
１５

／１
／２
８
自
己
紹
介
の
花

話
す

キ
ー
ワ
ー
ド
を
使
っ
て
自
己
紹
介
が
で
き
る

２０
１５

／２
／２

地
図
力
！

聞
く

１２
道
順
の
説
明
を
聞
い
て
、地
図
を
書
く
こ
と
が
で
き
る

２０
１５

／２
／４

先
生
あ
の
ね

話
す

授
業
外
で
も
先
生
に
質
問
す
る
こ
と
が
で
き
る

２０
１５

／２
／９

町
で
見
つ
け
た
日
本
語

話
す

２０
自
分
の
町
で
見
つ
け
た
日
本
語
を
ま
と
ま
り
の
あ
る
文
章
で
紹
介
す
る
こ
と
が
で
き
る

２０
１５

／２
／１
１
食
べ
る
？
飲
む
？

文
型

名
詞
を
聞
い
て
、動
詞
を
選
ぶ
こ
と
が
で
き
る

２０
１５

／２
／１
６
学
校
の
き
そ
く

話
す

２３
自
分
の
学
校
の
き
そ
く
に
つ
い
て
、ま
と
ま
り
の
あ
る
文
章
で
、動
画
で
紹
介
す
る
こ
と
が
で
き
る

２０
１５

／２
／１
８
次
は
私

話
す

マ
イ
ン
ド
マ
ッ
プ
を
書
き
な
が
ら
自
分
の
こ
と
を
話
せ
る

２０
１５

／２
／２
３
日
本
語
で
ほ
め
ま
せ
ん
か
？

T
ea
m
T
ea
ch
in
g

日
本
語
で
ほ
め
ら
れ
て
、理
解
す
る
こ
と
が
で
き
る

２０
１５

／２
／２
５
ど
ち
ら
か
え
ら
ん
で
！

動
詞

自
動
詞
、他
動
詞
が
わ
か
る

※
タ
イ
中
等
教
育
機
関
で
使
用
さ
れ
て
い
る
日
本
語
教
科
書
『
あ
き
こ
と
友
だ
ち
』
に
対
応
す
る
課

国際交流基金日本語教育紀要 第１２号（２０１６年）
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２１世紀型スキル育成を目指した学習者体験型教師研修
―タイ人中等教育教師の気づきと学び―

中尾有岐

〔キーワード〕 ２１世紀型スキル、教師の役割、協働、考える力、プロジェクト型学習

〔要 旨〕

タイの中等教育では、これからのグローバル社会で必要とされる「２１世紀型スキル」の育成が期待さ
れている。それは現場でも認識されているものの、その必要性や日本語教育への取り入れ方については
疑問を持ったままの教師も少なくない。そこで、タイ教育省と国際交流基金バンコク日本文化センター
主催の「教師キャンプ」では、参加者である教師が、学習者としてプロジェクト型学習を体験した上で、
教師の立場に戻って活動をふりかえり、２１世紀型スキルの必要性と、それをどのように日本語教育へ取
り入れるかについて考える機会を設けた。参加者のアンケート、レポート、インタビュー結果から、「２１
世紀型スキル」や「教師の役割」などの重要性に気づき、日本語の授業でもそれらの能力を育成すべき
だと考えるようになったことがわかった。

１．はじめに
タイでは２０１５年末（予定）のアセアン経済共同体（１）発足に向け、アセアン内での物品やサー

ビス、投資分野の自由化が進んでおり、教育面においても外国語が重視されてきている。タイ

の中等教育では、２０１０年に教育水準向上を目指し、「World-Class Standard School（以下、WCSS）」

という方針が導入され、日本語学習者数も８８，３２５人と、２００９年度に比べ３倍以上増加した（２）（国

際交流基金２０１３）。科学、情報技術の進歩によって急速な変化を遂げる現代のグローバル社会

で必要とされるのは、暗記した知識の量や公式を使って問題を解く力ではなく、あふれる情報

の中から知を獲得する力、見極める力、それを自分の頭で考え、活かす力である。そして、他

者と関わり合いながら問題解決を目指す協働力や創造力も求められる。こうした力は「２１世紀

型スキル（３）」と呼ばれる。タイ中等教育の２００８年基礎教育コアカリキュラムには、「学習者が

身につける必要がある重要な能力として、①コミュニケーション能力、②思考力、③問題解決

能力、④生活スキル応用能力、⑤技術応用能力の５項目（国際交流基金日本語国際センター

２０１５）」があげられている。これらは２１世紀型スキルに通じるものである（４）。このように、タイ

教育省は２１世紀型スキルを育成する必要性を提唱しており、外国語科目の教師に対しては、そ

れを目指したカリキュラムの目標と学習課程を深く理解し、学習に役立つ教材や技術を工夫し

て効果的に取り入れることを求めている。現場でも、こうした流れは把握されており、２１世紀

国際交流基金日本語教育紀要
第１２号（２０１６年） 〔実践報告〕
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①テーマ、 
課題の設定 

②計画 
・準備 

③調査 
・研究 

④制作 ⑤発表 ⑥まとめ 
（ポートフォリオ、 
レポートなど） 

図１ プロジェクト型学習の進め方（参考：當作・中野（２０１３）、鈴木（２０１２））

型スキルも認識され始めているものの、日本語の授業への取り入れ方、その可能性、また、日

本語学習と同時に育成可能なのかといった疑問は残っており、「教師主導」、「文型中心」の

教え方を続ける教師も少なくない。２１世紀型スキルは、会話や漢字の指導法のような教授テク

ニックではないため、講義を聞き、それがなぜ重要なのか、どのように授業に取り入れればよ

いのかということを、自身の現場と結びつけて理解するのは容易なことではない。しかし、学

習者として体験すれば、その重要性に自ら気づき、行動へと繋がる可能性が高まるのではない

だろうか。２１世紀型スキルを教育現場へ取り入れる手法の一つとしては、プロジェクト型学習

（Project Based Learning；以下、PBL）が考えられる。PBLとは、学習者中心、内容重視の学

習法で、社会活動を教室内外で行うものである。学習者は主体的に課題を発見し、深い思考、

観察を行い、情報を収集し、わかりやすくまとめ、発表するという過程（図１）を通して、仲

間と問題を解決する力を育てていく。

當作・中野（２０１３）であげられている各活動を通し育まれる能力や資質の例を表１にまとめる。

表１ PBL の活動と育つ能力・資質
活動 能力、資質

学習者を実際に言語を使う環境に置き、コミュニケーションのための言語を使う 言語
準備のため、ペアやグループで作業する 協働力
計画を立てる、順序良く段取りを考える、意見交渉をする、自分の意見をはっきり述べる 高度の思考能力
グループ内で自分の仕事を責任をもって仕上げ、時間管理をして締め切りを守る 自律的な学習者
情報を収集、整理、それをどのように提示するかなどを考える 情報のリテラシー

こうした力を育むには教師の関わり方も大切な要素であるとし、教師は、「教える」という

立場ではなく、「推進、助言、相談役」としてサポートする立場に立つことが重要とされている。

以上を踏まえ、国際交流基金バンコク日本文化センター（以下、JFBKK）では、タイ教育

省との主催で、「日本語教育集中研修会２０１５「プロジェクト型学習」日本語教師キャンプ（以

下、「教師キャンプ（５）」）」を実施した。タイ初の試みとなる「教師キャンプ」では、教師が学

習者として PBLでデザインされた活動を体験する場と、教師視点でふりかえり、考える場を

設け、２１世紀型スキルの重要性と共に、その取り入れ方や教師の役割に対する理解を深めるこ

とを目指した。本稿では、「教師キャンプ」の実施内容を報告し、参加者が提出したアンケー

トとレポート、インタビュー結果から彼らの気づきと学びを分析する。

国際交流基金日本語教育紀要 第１２号（２０１６年）
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２．「教師キャンプ」実施に至る経緯
これまで、タイ中等教育では「教

師対象」のキャンプは実施されて

いないが、図２のように「学習者

対象」のキャンプは、「学校・地

域」、「全国」、「国際」の各規模

で実施されている。「学校・地域」では、２～３日間程度のキャンプが中等教育機関のタイ人

教師によって、年に１回程度実施されている。内容は「浴衣の着付け」「盆踊り」「風呂敷」と

いった日本文化や日本語を使ったゲームやクイズを、ブースに分かれ、体験させるというもの

である。２０１３年にはタイ国外からも参加者を募った「第１回国際日本語キャンプ（４日間）」、

２０１４年には全国規模の「第１回日本語インテンシブキャンプ（７日間）」が実施された。この２

回は主に国際交流基金日本語専門家（以下、日本語専門家）が講師を務め、「社会・異文化体

験」、「自発的な考え、行動を促進」、「学校で学んだ日本語学習の実践」、「自身の日本語能

力への気づき、モチベーション向上」が目的とされた。前者は「おみやげ」、後者は「輝け！

にほんごじん―多文化共生のために私たちができること―」というテーマで、目標達成に向け

て、グループワーク、インタビュー、ポスター発表などが行われた。引率教師はファシリテー

ターとして生徒グループに入り、生徒のフォローや観察を通して、「学校・地域」規模で行っ

ているものとは異なるキャンプの形式を知る機会を得た。２０１４年の「第１回日本語インテンシ

ブキャンプ」では、コミュニケーション能力向上を主目的としたデザインをしており、活動後

の教師ミーティングでは、翌日の活動内容確認に加え、教授法についての講義や、学校・地域

キャンプや授業への取り入れ方を考えるグループワークなども実施された。

そして、２０１５年には「第２回国際日本語キャンプ（以下、国際キャンプ２０１５）（５日間）」の

実施が決まり、生徒が２１世紀型スキルを身に付けるだけではなく、タイ人教師が２１世紀型スキ

ルの重要性とその育成を目指す教師の役割を理解し、ファシリテーターを務めること、さらに

授業への取り入れ方を理解し、自校での実践へ繋げることを目標とした。そのため、教師がよ

り深く理解し、目標を達成できるよう、教師自身が学習者として体験をする「教師キャンプ」

を、「国際キャンプ２０１５」の１か月前に実施することとなった。

３．「教師キャンプ」実施内容
３．１ 「教師キャンプ」概要

「教師キャンプ」実施概要は表２の通りである。講師は、JFBKKの日本語専門家、タイ人

専任講師、中等教育機関タイ人教師２名の計４名が務めた。中等教育機関タイ人教師２名は、

２０１２年～２０１４年の３回に渡り「にほんご人フォーラム（以下、JSフォーラム）（６）」と呼ばれる

図２ タイ中等教育における学習者対象のキャンプ
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合宿研修に参加し、そこで２１世紀型スキルの育成を目指した外国語教育について学び、自校で

の実施を想定した活動案も作成した。２０１４年度に活動案を作成する際、彼らは PBLによる授

業案を取り入れることとした。同年、その活動案を含め JSフォーラムでの学びについて報告

を受けたタイ教育省関係者から、この活動案をもとにしたキャンプ実施の要望があったことで、

２０１５年度のキャンプのテーマ、内容が決定した。また、この２名を講師としたことは、中等教

育機関の教師自身が企画・運営から実施まで関わることが、今後の中等教育機関におけるリー

ダー育成に繋がるという期待もあった。彼らは JSフォーラムからの帰国後、教師キャンプを

担当する他の２名の講師とともに、同活動案の学校での実施方法の検討、学校での実施、その

後、生徒の成果物やフィードバック、教師自身のふりかえりを確認しあいながら、「教師キャ

ンプ」で実施できるものへと内容を固めていった。

表２ 「教師キャンプ」実際概要
日程 ２０１５年４月２日～７日 （２日登録、３日キャンプ開始）
会場 タイ ナコンパトム県のホテル
参加者 中等教育機関の日本語教師９８名（タイ中等教育公務員日本語教員養成研修（７）１期生４７名、日本

語教育推進センター校（８）の代表者５１名） ［１グループ５‐６人×１８グループ］
参加条件 ①タイの中等教育機関で日本語を教えている、②日本語の専攻科目のある学校のタイ人教員、

③日本語能力試験N４相当以上の能力を有する
講師 ４名：中等教育機関のタイ人教師２名、JFBKKタイ人専任講師１名、日本語専門家１名
サポート講師 ６名：JFBKK講師（地方派遣、タイ人講師、元専門家） ［２人で６グループをサポート］
目的 ａ）参加者がPBLを体験し、知識を得る

ｂ）参加者が学校・地域での授業やキャンプ実施方法のヒントを得る
ｃ）参加者が「国際キャンプ２０１５」でのファシリテーターの役割を理解する
ｄ）講師のタイ人教師が、「JSフォーラム」で学んだPBLアプローチを他の教師に共有する
ｅ）講師のタイ人教師がキャンプの企画、運営を体験する（今後のリーダー育成）
ｆ）「JSフォーラム２０１５」（次年度）の参加教師を選抜する

活動案は「国際キャンプ２０１５」の生徒を対象に考えられており、「教師キャンプ」では参加

教師が学習者として PBLの活動を体験した。さらに、「教師キャンプ」から選抜した教師２５

名を、「国際キャンプ２０１５」に参加させ、同じ内容（９）をファシリテーターとして再び体験でき

るようにした。異なる視点で二度体験することで理解が深まり、また生徒の様子を観察し、生

徒の成長を見ることでさらに効果が実感できると考えた。講師も「教師キャンプ」と同じ講師

が務め、同キャンプでの反省点を「国際キャンプ２０１５」に活かすなど、よりよいキャンプを提

供できることも期待した。

３．２ 実施内容

（１）テーマとその設定理由

キャンプのテーマは、講師のタイ人教師２名が考えた「Love Care Share : 社会に目を向けよ

う！今、私たちがすべきことを考えよう！」とした。生徒に自分ばかりではなく、もっと社会

に関心を持たせることを目標としており、原案は「障碍者」について調べ、考えを深めるもの
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であった。しかし、事前課題の調査やインタビュー、キャンプでの実施可能性を考慮し、調べ

る対象を「お年寄り」に変更した。参加者の周りに必ずいる人であるため想像しやすく、参加

者自身の将来の姿でもあるため、自分に関わる問題として捉えやすいという利点もあった。

（２）事前課題

参加者には「お年寄り」の意識づけと日本語の予習を目的に、事前課題を課した（表３）。

記入しやすいようワークシートを作成し、事前に提出させた。キャンプ中、表３中のⅠ①～③

は課題の目的を全体で確認し、Ⅱ①～③は活動に取り入れ、情報共有などを行った。

表３ 事前課題の内容とその目的
内容 育成される２１世紀型スキル

Ⅰ．社会に
どんな人が
いるか知る

①一日に出会った人の、自分との関係（または職業）を書く
②この１週間で、誰に何を助けてもらったか書く
③自分は誰のために何を助ける（手伝う）ことができるか書く

社会に関心を持つ、普段の生
活を振り返る

Ⅱ．高齢者
について調
べる

①お年寄りに便利なものやサービスの写真を撮って貼りつけ、そ
れは何か、どうして便利かなどをワークシートに書く

お年寄りに便利なものを推測、
写真を撮り情報を伝える

②タイのお年寄りについて（人口、誰と住んでいるか、どこに多
いか、働いているかなどと自分で考えた質問）インターネット
などで調べ、ワークシートに書く（１０）

必要な情報を探す

③周りにいるお年寄りにタイ語でインタビューし（年齢、誰と住
んでいるか、趣味、困っていることなどと自分で考えた質問）、
その結果を日本語でワークシートに書く

世代を超えた人とのコミュニ
ケーション、情報収集

（３）活動日程と目的

教師キャンプでは PBL活動の学習者体験に加え、教師の立場から PBLや２１世紀型スキルに

ついて考える「教師ふりかえり」という時間を設けた。日程を表４、活動目的を表５に示す。

表４ 「教師キャンプ」日程（ は「教師ふりかえり」）

日程 内容

１日目
４／３（金）

１．アイスブレーキング
２．お年寄りクイズ
３．事前課題Ⅱ①の共有、発表（便利なものやサービスの写真と情報をシェア）
４．事前課題Ⅱ③の共有、発表（問題のグルーピング）

２日目
４／４（土）

５．お年寄り体験（関節などに新聞紙やテープを巻き、動きを制限した上で、日常動作をする）
６．「お年寄りが困ること」をグループで再考
７．日本の高齢者向けのものについてのクイズ
８．日本の高齢者向けサービスのビデオ鑑賞
９．グループで最終発表準備→途中で経過発表 課題「お年寄りに便利なものやサービスを考える」
１０．【教師ふりかえり】２日間体験して気づいたことの共有、２１世紀型スキルとPBLとの関係

３日目
４／５（日） １１．グループで最終発表準備の続き

４日目
４／６（月）

１２．グループ最終発表
１３．グループで発表したものやサービスについてレポート作成
１４．懇親会

５日目
４／７（火）

１５．【教師ふりかえり】ふりかえりシート共有、２１世紀型スキルとの関係、
PBLへの日本語の取り入れ方、学校での取り入れ方など

１６．講師のタイ人教師２名より、各自の授業での実践報告
１７．PBL の一部の授業への取り入れ方、国際キャンプ２０１５に向けての改善の話し合い
JSフォーラム参加希望者への課題説明、アンケート、閉会式、参加証明書授与

毎日 活動後、「ふりかえりシート」記入
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表５ 活動の目的
活動 目的

２．お年寄りクイズ ①「事前課題Ⅱ②」で調べた自国のお年寄りについての情報共有、②世界のお年寄り事情
の知識を得る、③お年寄りの問題を意識する

３．事前課題Ⅱ①
共有、発表

①どのような「お年寄りに便利なもの」があるか知る、②発表のポイントを知る、③発表
の日本語を言えるようにする、④自分の考えを伝える、⑤評価シートに慣れる

４．事前課題Ⅱ③
共有、発表

①お年寄りが困っていることを知る、②互いに質問しあい考えを深める、③発表に慣れる、
④発表を聞き、考えを深める

５．お年寄り体験
６．グループで再考

①お年寄りにとって何が難しいのか、どのような気持ちになるのかに気づく、②グループ
で共有し、「お年寄りの問題」についての理解を深める

７．クイズ
８．ビデオ鑑賞

①日本の高齢者事情を知る、②オリジナルのものやサービスを考えるヒントを得る、③「お
年寄りの問題」についての理解を深める

９．、１１．最終発表準備 ①これまでの情報と考えを整理する、②オリジナルのものやサービスを創造する

１２．最終発表
①他者にわかりやすく伝える、②グループで協力して発表する、③他のグループの発表か
ら、アイデアを得る、④日本語で発表する自信をつける、⑤日本語、発表方法の内省、今
後の日本語学習の動機づけ

１３．レポート作成 ①情報・アイデアの整理、まとめ、②記録として残す、③達成感を得る

表５「３．事前課題Ⅱ①共有、発表」では、講師が参加者に向け発表例を見せ、発表のポイ

ント（態度、話し方など）と「発表の日本語」を全体で練習した後、まずグループ内で練習し

た表現を使って共有しあい、その後、グループメンバーの事前課題シートを模造紙に貼り付け、

それを見せながら他グループに発表した。聞き手となったグループは評価シート（資料１）を

使って評価し、そのシートを発表者に渡した。「４．事前課題Ⅱ③の共有、発表」では、事前

課題のインタビューからわかった「お年寄りが困っている」ことを付箋に書き出し、グループ

内で共有し、グルーピングした。「発表の日本語」を練習した後、他グループに向け発表した。

「９．最終発表準備」では、考えがある程度まとまった時点で、Ａ４用紙にアイデアを書き、

それを机の上に並べ、他グループに見せながら発表した。グルーピングとアイデア共有の２回

は、聞き手は評価シートを使わず、発表をよく聞き、新たに得たアイデアをメモさせた。発表

者は質問されたことをメモしておき、その後、グループで改善案を考えさせた。「１２．最終発

表」では、グループごとに発表し、聞き手は評価シート（資料２）を使って評価した。発表後、

グループ内で他グループのよい点、改善点を話し合った後、発表者へ評価シートを渡した。次

に、同じシートを使って自己評価した後、グループで話し合い、内省を深めた。

（４）日本語

PBLの中に日本語学習を取り入れる際、日本語の目標 Can-doを設定し、その目的を明確に

した。目標設定は「国際キャンプ２０１５」に参加する生徒を想定し、JF日本語教育スタンダー

ドの活動 Can-doからキャンプの活動に合ったものを選び出し、作成した（表６）。１つの Can

-doに対し、生徒向けに日本語で簡潔にまとめた「生徒用 Can-do」と、今後自分で活動をデザ

インする可能性のある教師向けにタイ語で具体的に記述した「教師用 Can-do」を作成し、「教

師キャンプ」では両方を提示した。グループワーク（１日目、２日目、３日目「B」）、や発表

（１日目、４日目「A」）のような類似した活動は、同じ Can-doで示した。
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表６ 日本語の目標Can-do（（ ）は参照した JF Can-do のレベルとカテゴリー）
目標Can-do

教師用Can-do（参加者にはタイ語で提示） 生徒用Can-do

１
日
目

Ａ．ときどきメモを見れば、町でみつけたお年寄りに便利なものやサービスに
ついて、短い簡単な発表をすることができる。また、事実確認などの簡単
な質問に対応することができる。 （A２ 講演やプレゼンテーション）

Pre-task で、調 べ た こ
とを発表しよう！

Ｂ．発表の準備をすすめるために、短い簡単な言葉で確認や指示をしたり、受
けたりすることができる。 （A２ 共同作業）

グループワークのとき、
日本語で話そう！

２
日
目

Ｃ．異文化体験の出来事について、短い簡単な言葉で友人に語ることができる。
（A２ 経験や物語を語る）

お年寄り体験の感想を
話そう！

Ｂと同様 Bと同様

３
日
目

Ｄ．発表の準備として、グループで考えた、お年寄りに便利なものやサービス
について、どんなものか、使い方や、コメントなどを短い簡単な文で書く
ことができる。 （A２ 作文を書く）

発表のスクリプトやポ
スターを日本語で書こ
う！

Ｂと同様 Bと同様

４
日
目

Ａと同様 日本語で発表しよう！
Ｅ．グループで考えたお年寄りの問題や、オリジナルのものやシステムについ
て写真で示しながら紹介する文を短い簡単な言葉で書くことができる。

（A２ 作文を書く）
日本語でレポートを書
こう！

また、キャンプで使う日本語は全てを明示的に教えようとはせずに、「①明示的に示し練習（定

着を目指す）、②文型例のみ示す、③使う機会を作る」の３段階に分けて取り入れた。①では

「発表の日本語」に焦点をあて、発表のポイントを理解し、フレーズ（はじめの挨拶、内容、

終わりの挨拶）を使って自信を持って発表することを目標とし、計４回の発表を行った（表７）。

表７ 発表概要

１回目 ２回目 ３回目 ４回目

テーマ 「町にあったお年寄りに
便利な物やサービス」

「お年寄りが困ってい
ること」グルーピング

「お年寄りのための物や
サービス」オリジナル案

「お年寄りのための便利
な物やサービス」最終発
表

内容

①どんなもの ①カテゴリーの数 ①困っていること ①困っていること
②どこにある ②カテゴリー ②どんな人 ②どんな人
③使い方 どんな人 ③どんな気持ち ③どんな気持ち
④どうして便利

�
�
�
��

どんな気持ち
�
�
�
��

④どんなもの ④どんなもの
どんな問題 ⑤使い方 ⑤使い方

⑥どうして便利 ⑥どうして便利

発表で使う表現は重なりを多くし、表現の定着を狙った。３回目以降は、表現の提示はせず、

それまでの発表を元に各自で考えさせた。「②文型例のみ示す」に関しては、活動中に使う語彙

や簡単な表現の語彙リストを配付し、それを使ったり、辞書を引いたり、お互いに質問しあっ

たりしながら話すことを期待した。また、「③使う機会を作る」は、できるだけグループメン

バーと日本語で話し合う場を設けた。参加者はタイ人のみであるが、さまざまな国の生徒が集

まる「国際キャンプ２０１５」における生徒の気持ちを理解するため、日本語を使うよう指示した。

（５）２１世紀型スキル

Partnership for 21centrury skills（Trilling and Fadel 2012）を参考に、各活動における２１世紀型

スキルの目標を Can-doで提示した（表８）。日本語の Can-do目標同様、「国際キャンプ２０１５」

の生徒向けに日本語で簡潔にまとめた「生徒用 Can-do」と、活動デザインをする可能性のあ
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る教師向けに具体的な記述を示した「教師用 Can-do」の２種類を作成し、提示した。

表８ ２１世紀型スキルの目標Can-do（（ ）は参照した２１世紀型スキルのカテゴリー）
教師用Can-do（参加者にはタイ語で提示） 生徒用Can-do

１
日
目

Ａ．友達をつくることができる （Communication）はじめて会った人と話そう！
Ｂ．グループに協力して、発表の準備をすることができる

（Collaboration）グループに協力しよう！

２
日
目

Ｃ．体験を通してお年寄りの視点から考え、お年寄りの困っていること
を再考する （Critical thinking）

お年寄りの困っていることをよ
く考えよう！

Ｂと同様 Bと同様

３
日
目

Ｄ．オリジナルの「お年寄りに便利なものやサービス」を考える
（Creative thinking）

オリジナルのものやサービスを
考えよう！

Ｂと同様 Bと同様

４
日
目

Ｅ．キャンプで体験したこと、学んだことを文章にまとめる作業を通し
てふりかえる （Creative thinking）

これまで学んだことを、ふりか
えろう！

Ｂと同様 Bと同様

教育心理学者ブルームの認知思考モデルを修正した六段階の分類「Remember→Understand

→Apply→Analyze→Evaluate /Create」では、左から右に行くにつれて高度な思考活動となると

されている（近松２０１１）。キャンプでも段階を踏んで思考が深まるよう、「事実を調べ、理解

→分析→創造」という流れを意識した。また、「協働」による気づきを促すため、グループで

の話し合いや、協力して行う時間を多く取り入れるようにした。

（６）ポートフォリオ

ポートフォリオとして、活動で使うシートを綴じたリングファイルを配付した。また、シー

トの他に、「目標」と「ふりかえりシート（表：生徒用、裏：教師視点）」（図３）も挿入した（１１）。

図３ 目標とふりかえりシート
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「目標」と「生徒用ふりかえり」には、表６の「日本語の目標 Can-do」と表８の「２１世紀

型スキルの目標 Can-do」の生徒用 Can-do（①生徒用）が、「教師視点ふりかえり」には教師

用 Can-do（②教師視点）が書かれている。「目標」には、目標 Can-do以外に、自分が「今日

一番がんばること（③一番）」をチェックする欄も設けた（図３の矢印は対応する Can-doを表

す）。毎日、活動前に「目標」を見ながらその日の目標を確認し、活動終了後、「生徒用ふり

かえり」で目標 Can-doと今日一番がんばることができたかどうかをチェックし、生徒の立場

から体験した感想を記述する。その後、教師の立場に戻って、裏面「教師視点ふりかえり」の

教師用 Can-doを確認し、自分の生徒ならどうか、自分が教えるならどうするかといった感想

を記述させた。

（７）教師ふりかえり

２日目の活動後と５日目には、PBLの学習デザインや２１世紀型スキルの育成のしかた、そ

うした活動への日本語の取り入れ方を、教師の立場に戻って考える時間を設けた。２日目の「教

師ふりかえり」では、それまでの活動と普段の授業の違いを考えさせた後、今回のキャンプの

目的、PBLの流れ、２１世紀型スキルとは何か、PBLの中でどういった力が伸ばせるかについ

て、概要を説明した。５日目には、４日間の生徒用・教師視点ふりかえりシートに書いたこと

を元に、「生徒としてどんな力（日本語と日本語以外）が伸びたと思うか」「教師として、ど

んなことが勉強になったか」を各自内省後、グループで話し合わせた。その後、２１世紀型スキ

ルを復習し、キャンプの活動の中に２１世紀型スキルや日本語がどう組み込まれていたかを考え

させた。また、日本語の目標や評価を考える際に参考にした JF日本語教育スタンダードを紹

介し、キャンプの活動はどの Can-doが当てはまるかを考えさせた。次にグループになり、地

域のキャンプを PBLでデザインするとしたら、どんなテーマでできそうか、どんなところを

取り入れたいかについて話し合わせた。話し合いは活発に行われ、「洪水」「１村１品運動」「時

間を守る」「制服」など様々なアイデアが出てきた。その後、授業への取り入れ方を考えさせ

るため、講師のタイ人教師２名が、「教師キャンプ」前に実施した授業実践の報告をし、最後

に、２１世紀型スキルを育成するために、通常の授業でどのようなことができるかについて、例

をあげた上で、考える時間を設けた（１２）。

４．参加教師の「気づき」と「学び」
キャンプ最終日のアンケートと、終了後に課したレポート、そしてキャンプ参加後に地域キ

ャンプを実施した教師のインタビューから、参加教師の気づきと学びを分析する。

４．１ アンケート結果からみる「気づき」と「学び」

表９は、アンケート結果を、「とてもそう思う」４点、「まあそう思う」３点、「あまりそ

う思わない」２点、「全然そう思わない」１点とし、平均した結果である。全体の満足度は高
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図４ レポート分析カテゴリーとその文の数

く、自分の授業やキャンプに役

立つと感じた者が多いことがわ

かる。コメントには、「研修中

は講義だけでなく、自分でやっ

てみる活動もあり、よく理解で

きた」「生徒の視点で見ることができ、キャンプの運営のし方も分かった」「ずっと前からこの

ような活動をしてみたかったが、活動のデザインや流れが考えられなかった。しかし、このキ

ャンプに参加して、全体的なイメージが見られ、いいアイデアをもらった。現場に戻ったら、

すぐ使おうと思う」のように、キャンプで一連の流れを学習者として体験してから「教師ふり

かえり」をしたことで、理論だけではなく授業の流れ、運営の仕方が具体的にわかったという

意見が多かった。さらに具体的な気づきと学びをレポートの分析から考察する。

４．２ レポートからみる「気づき」と「学び」

「教師キャンプ」では、最終日に「①気づいたこと②学んだこと③授業に取り入れたいこと

の３点をＡ４一枚程度にまとめる（自由形式、日本語またはタイ語）」というレポートを課した。

キャンプ終了後、提出された５６名のレポートの①②から参加者の気づきと学びを分析した。

分析方法は、記述から①②③を３つに分け、①と②の各項目の中で、何について言及してい

るかという視点でカテゴリーに分けた（図４）。１文の中に複数の視点が混ざっているものは、

複数のカテゴリーに入れ、カウントした。「①気づいたこと」は全１９６文、１６カテゴリー、「②

学んだこと」は全２３７文、１５カテゴリーであった。図４の上位１～７の記述例を表１０に示す。

最も記述数が多かったのは、「１．教師の役割」「２．協働」である。「１．教師の役割」につ

いては、主に「教師は教えるのではなく、サポートする」「生徒に考えさせる質問をする」「学

習者中心」という記述が多かった。参加者自身が創造力が豊かになったり（a）、分析的に考え

項目 平均値
１．全体の満足度 ３．８４
２．キャンプの内容は自分の授業やキャンプに役立つか ３．９１
３．国際キャンプでのファシリテーターの役割がわかったか ３．６１
４．いろいろな地域の先生とネットワークが広がったか ３．５０

表９ アンケート結果
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られたり（b）、学びたいという気持ちになったり（c）、心強く感じたり（d）したことによっ

て、学習者の気持ちを理解している。それと同時に、質問のし方、動機づけ、励ましといった

教師の発言、態度を観察していたことがわかる。こうした気づきや学びは、活動のデザイン、

講師の全体への質問の出し方による部分もあると思われるが、担当のグループ（２人で６グル

ープ）の活動を見回っていたサポート講師（JFBKK講師６名）の支援による部分も大きく、

「サポート講師が参加者の活動を助けてくれて、自由に考えたり、意見交換したりすることが

できた」といった気づきも見られた。今回のキャンプでは、参加者同士の協働による学びを重

視しており、計画段階では、サポート講師には、進行の確認や日本語のサポートなどの質問が

あれば対応する役割を求めていた。しかし、実際には考えが滞っているグループに対し、考え

させるような質問をするなど、各サポート講師が考えながら実施しており、それが結果として

ファシリテーターとは何か、教師の役割とは何かを考えるきっかけとなったようである。

表１０ レポートによる「気づき」と「学び」の記述例
項目 記述例

１．
教師の役割

ａ．教師は直接指導ではなく、サポートする役割だったので、生徒は自由に考えることができた。
ｂ．生徒に分析的に考えさせるための質問のし方を学んだ。
ｃ．質問をすることによって、学習者がそれに対する好奇心を持ち、学ぶ動機になる。
ｄ．アイデアを出したとき、教師に励ましてもらえたり、サポートしてもらえたりして心強かった。

２．
協働

ｅ．グループ内のコミュニケーションのし方とチームワークを学んだ。
ｆ．グループ活動では生徒が自分で考え、お互いの意見を認め合ったり、協力したりするトレーニン
グになるので、将来、生徒の生活の中でこのようなスキルが役に立つと思う。

ｇ．グループ内からグループ間までお互いに知識を共有することで、自分の視野も広がった。
ｈ．メンバーの得意なことで役割分担をし、トラブルが避けられ、短時間でタスクが達成できた。
ｉ．自分の意見を述べながらも人の意見を聞くことで、一人でやるより新しい創造性が生まれる。
ｊ．学習者が自分なりの作業のプロセスに気づき、同時に他の人の働き方も観察できると思う。

３．
日本語

ｋ．日本語を使って、自分の意見を言ったり、発表したりすることができるようになった。
ｌ．日本語の４技能「聞く・話す・書く・読む」を使った。
ｍ．ブレーンストーミングは日本語のコミュニケーション能力を向上させる活動だと思う。
ｎ．教師はいつも日本語で学生と接して、学生が日本語を使うようにする。

４．
PBL

ｏ.PBL の理論的なことを習ったことがあっても、実際に行ったことがなかったから、PBLの進め方
や必要性がわからなかったが、このキャンプを通し PBLという活動への理解が深まった。

ｐ.PBL の作業はもっと複雑で偉大なことだと思っていたが、実は思っていたほど難しくなかった。
ｑ．今回のキャンプで、自分の授業のための知識や教えるテクニックをたくさんもらった。

５．
考える力

ｒ．このような活動を通し、将来何か問題があったとき、自分で解決する能力が身につく。
ｓ．分析的・創造的な考え方のトレーニングになった。
ｔ．今回のキャンプで学んだことは、生徒が自分で考えてやることが大切ということ。

６．
発表

ｕ．発表の練習を繰り返すことによって、発表の力が上達し、自信も増す。
ｖ．簡単な発表のプロセスについて学べたので、生徒が日本語を使って発表できるようになる。

７．
２１世紀型スキル

ｗ．２１世紀型スキルの理論を学んだことがあったが、今回は今までで最も理解が深まった。
ｘ．今まで教師として２１世紀型スキルを重視していなかったが、このキャンプではPBL活動を活かし
て２１世紀型スキルが取り入れられていたので、その意味が分かるようになった。

ｙ．２１世紀型スキルの重要性を学び、学習者に２１世紀型スキルを意識させる活動を考えるべきであり、
現代社会を生きるためのスキルを身に付けさせるべきだと思った。

２１世紀型スキルの一つである「２．協働」については、協働することで身につくスキルに関

する記述（e．f．）や、一人ではなく協働することによるメリットに関する記述（g．h．i．）が多

かった。さらには、協働が自分を見つめなおす機会にもなることを示唆するもの（j）もあっ
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た。同じ２１世紀型スキルの「５．考える力」では、身につくスキルへの言及（r）の他に、今回

の活動が思考力を鍛えるトレーニングになったという記述（s）や、「生徒が自分で考える」と

いうことの重要性に気づいたという記述（t）も見られた。講師やグループメンバー同士の質

問などから考えを深める経験を経て、「考える力」を育むことの大切さを認識するに至っている。

そして、「７．２１世紀型スキル」全体に関する記述から、以前から２１世紀型スキルを知って

はいたが、その必要性を認識していなかったことが改めてわかった。それが、このキャンプを

体験したことによって、理解が深まり（w）、その重要性に気づき（x）、さらには、学習者に

身に付けさせるべき（y）という認識にまで至っている。「４．PBL」でも、今回の活動を通し

て認識が変わったことが窺えた（o）。実践への可能性を見出している記述（p）や、授業への

取り入れ方がわかった（q）といった記述も多く見られた。

「３．日本語」については、「日本語を使う環境」を心掛けた結果が表れている。PBLの活

動であっても、日本語能力の伸び（k）や、４技能全てが使えること（l）、グループでの話し

合いが日本語のコミュニケーション力向上につながること（m）に気づいたという記述があっ

た。さらに、教師の日本語使用が、「日本語を使う環境」を作る要因の一つであると気づいた

ことを示す記述もあった（n）。明示的に日本語を示した「６．発表」については、「発表スタ

イル」「発表の日本語」「いい発表とは」に関する記述が多く、繰り返すことで表現が定着し、

自信がついたこと（u）や、簡単なパターンが示され、自分の生徒でもできる（v）と気づいた

という記述が見られた。発表方法に関しては、授業に取り入れたいという記述が特に多かった。

それぞれの記述からも学習者として体験したからこその気づきや学びが読み取れるが、「初

めて生徒になったつもりで体験し、グループワークを行った生徒の気持ちや改善点が分かっ

た」といった学習者として体験したことによる学びを具体的に示す記述も見られた。

今回は分析対象とはしなかったが、レポート「③授業に取り入れたいこと」には上述以外の

気づきや学びも表れていた。「お年寄り体験など、自分で体験して学ぶ活動を取り入れる」と

いった、お年寄り体験による気づきや学びも大きかったようで、生徒にもさせたいという記述

も多かった。このことからも目的は異なるが体験の重要性が表れている。もう一つは「社会へ

の関心」である。具体的な一連の活動案の中には、「社会の中で生活するためには、子供に一

般のマナーを育成することが必要だ。早い段階でマナー教育すると、よりよい社会になる。」「ロ

ールプレイや体験を通して、生徒に現在の社会問題を意識させることを取り入れようと思う」

といった社会に関心を持つことを期待した案、その重要性を述べる記述が数多く見られた。

４．３ インタビューからみる「気づき」と「学び」

「教師キャンプ」と「国際キャンプ２０１５」の参加後、地域キャンプで PBLのデザインを取

り入れて実践した教師もいる。その中から３名の教師に、JFBKKタイ人専任講師がタイ語で
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インタビューを行った。項目とその回答を簡潔にまとめたものを、表１１にまとめる。

表１１ 「教師キャンプ」参加者に対するインタビュー結果
Q１ Q２ Q３

キャンプ参加前は、これまでのキ
ャンプの形式（ブースでの文化体
験）に満足していたか。

キャンプに参加して、PBLを取り入
れてみようと思ったのはなぜか。

これまでPBLについて聞いたことが
あるか。ある場合、今回のキャンプ
と何が違ったか。

教
師
A

昔は、リラックスできるので、ブ
ースでもよいと思っていた。「こ
の活動の目的は何か」と疑問に思
ったことがあったが、変えようと
までは思わなかった。

ただ、日本語だけでなく、社会のこ
とを考えるようになったから。国際
キャンプに出て、考え方や日本語が
ずいぶん成長した生徒の様子を見て、
さらにやりたくなった。

修士コースであったが、理論だけだ
ったので、興味があるがやり方がわ
からなかった。今回は、センター校
や自分の学校のキャンプ、授業でも
やってみたいと思った。

教
師
B

ブースの形式に満足していた。ア
ンケートの生徒の満足度も高く、
変える必要はないと思っていた。
ただ、日本文化を教えるための道
具（浴衣など）がない学校にとっ
ては、日本文化に触れる機会とな
るため、こういった活動も引き続
き取り入れたい。

生徒が自分で考えることができるの
で、生徒の将来に役立つと思い、ま
た、自分の生徒でもできそうだと思
ったから。（中略）センター校のキ
ャンプに取り入れた理由は、１つ目
は参加していない先生にもシェアし
たい、２つ目は難しくないので、生
徒が楽しくでき、積極的に参加でき
ることである。

キャンプ前に、英語のセミナーで聞
いたことがあったが、やってみよう
とは思わなかった。いいと思ったが、
理論ばかりでやり方がわからなかっ
た。

教
師
C

前のキャンプのやり方に満足して
いた。理由は知識がなかったから。
キャンプの目的もわからなかった
し、いいキャンプを作るためにど
うすればいいのかという知識もな
かった。

国際キャンプで、生徒が活動に参加
しているのを見て、とてもいいと思
ったから。生徒は、積極的に活動に
参加し、考えたりグループの友だち
と協力したりして成長した。それだ
けではなく、日本語も上達した。

JFのセミナーでPBLについて聞いた
が、やり方がわからないから、やっ
てみようとは思わなかった。しかし、
今回参加してやってみようと思った。
２１世紀型スキルは必要だから。今まで
のキャンプでは、２１世紀型スキルを生
徒に身に付けさせることができない。

Q１より、ブースでの文化体験形式のキャンプには、全員が満足しており変える必要はない

と感じていたことが窺える。Q２からは、意識が変化した理由が見られる。「生徒が自分で考

える」「友だちと協力」することで成長した、「社会のことを考えるようになった」という回

答から、「教師キャンプ」で日本語だけではない成長を感じ、さらに、「国際キャンプ２０１５」

で生徒の成長を見たことが、必要性を感じる要因になったと言える。また、Q３より、３人と

もキャンプ参加前に PBLについて聞いたことはあったが、やり方がわからず、やろうとは思

わなかったことがわかった。今回、実際に体験したことで、実施への手がかりと自信を得たと

言える。

インタビューの中で、教師 Bと Cは既に授業でも一部を取り入れていたことがわかった。

教師 Bは、「以前は、教科書の文型の練習部分を教えれば、最後のグループワーク、発表な

どの応用練習はいらないと思っていた。キャンプに参加して、授業のやり方が変わった。」と

述べており、「教師キャンプ」での体験が、「キャンプ」に限らず、授業での「教師の役割」、

「活動のしかた」に対する意識にまで影響の及ぶものであったことがわかった。

５．まとめ
以上、「教師キャンプ」の実施概要、及び参加者が何に気づき、何を学んだと感じたかにつ

いての報告を行った。「教師キャンプ」で学習者として体験したことで、「PBLの活動デザ
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イン」「授業への取り入れ方」といったことに加え、「教師の役割」や「２１世紀型スキル」の

必要性に対する理解も深まり、授業に取り入れたいという意識へと変わったことがわかった。

インタビュー結果からは、「教師キャンプ」を経て、「やってみよう」という気持ちや自信が

増したこと、キャンプだけではなく授業にも変化があったことがわかった。

地域キャンプを実施した関係者からは、実際にやってみると講師が何をするのかよくわから

ない、それぞれの活動の目的があいまいだったといった報告も受けた。反省や後悔も生じると

は思うが、まず「やってみたい」と思い、実際に実施したことが大きな一歩だと言える。今回

のキャンプが２１世紀型スキルの必要性を感じ、すぐに授業に取り入れるというすばやい行動に

繋がるものであったことは大きな成果であると言えるだろう。一度経験すれば、次は一歩進ん

だ視点で観察ができ、新たな気づきや学びが起こると思われる。今後はそうした教師のフォロ

ーや、まだ参加していない教師に対するフォローについても考えていきたい。

〔謝辞〕

共に講師を務め、「教師キャンプ」の企画、運営、実施にご尽力いただいた Duangchai Chongthanakorn
氏、Thirat Lomsri氏、そして本稿の執筆にあたり、ご協力、ご助言もいただいた Prapa Sangthongsuk氏に、
この場を借りて、心より感謝を申し上げます。

〔注〕
（１）ASEAN（東南アジア諸国連合）加盟１０か国（タイ、マレーシア、シンガポール、ミャンマー、カンボジ
ア、ベトナム、フィリピン、インドネシア、ブルネイ、ラオス）は、アセアン経済共同体（Asean Economic
Community）を創設し、地域的、国家的、物理的、制度的及び人的連携を強化することにより、経済成
長、開発格差の縮小及び連結性の改善を目指している。

（２）「WORLD-CLASS STANDARD SCHOOL」導入により、文科系だけではなく、理数系も含めた全クラス
で英語以外の第二外国語の履修が可能となったことが、履修者拡大の要因と考えられている。

（３）２００２年にアメリカで設立された「２１世紀型スキルのためのパートナーシップ（P２１）」で提唱されている
「２１世紀型スキル」の知識、資質、スキルは次の４つである。（１）主要教科の知識（3RS : Rights,
Responsibility, Respect）と２１世紀を生きるために重要な話題分野の内容、（２）学習スキルとイノベーシ
ョンスキル（4Cs : Communication, Collaboration, Critical thinking, Creativity）、（３）情報・メディア・テ
クノロジースキル、（４）人生とキャリアスキル

（４）タイ教育省は、『２１世紀型スキル育成ガイドライン（http://106.0.176.61/useb/Century21.pdf）』において、
２１世紀型スキルの必要性、その育成を目指す授業設計ガイドライン、プロジェクト型学習、評価法につ
いて説明している。

（５）本稿で用いる「キャンプ」とは、ホテルや学校に泊まりがけで行う合宿研修のことである。
（６）「にほんご人フォーラム」は国際交流基金とかめのり財団主催の１０年間にわたるプロジェクトで、ASEAN
各国と日本のつながりをより深め、２１世紀型スキルを育成すること、さらに、外国語教育としての日本語
教育モデルを創造して実施し、若い世代の相互理解の促進とグローバル人材を育成することが目指され
ている。タイ人教師２名は、日本で実施された２０１２年の準備事業、２０１３年、２０１４年の本事業に参加した。
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（７）「タイ中等教育公務員日本語教員養成研修」とは、中等教育機関の第二外国語教師の不足を補うために
２０１３年から２０１８年までの６年間で６００名（日本語は２００名）の教師を養成するタイ教育省の研修である。
日本語専門研修は JFBKKと国際交流基金日本語国際センターが担当している。

（８）「日本語教育推進センター校」とは、各地域の日本語の教授・学習の中心校である。各センターは地理
的な位置に応じておよそ５～１０以上のメンバー校に対応している。今回は、全２８校あるセンター校に、
メンバー校の教師を含めた中から、２名の参加者が選抜された。

（９）両キャンプは大きな流れや目的は同じであるが、一部各キャンプの特性に考慮した活動が含まれるため、
順序や活動方法が異なる点もある。

（１０）生徒対象の「国際キャンプ２０１５」の事前課題は、タイ以外の生徒は、自国のお年寄りについて調べさせ、
キャンプ内で情報共有することで各国のお年寄り事情を知ることができるようにした。

（１１）目標と生徒用ふりかえりは、「国際キャンプ２０１５」での使用を想定し作成した。生徒へ提示するものと、
教師が理解しておくべき内容の違いに気づくことも期待し、「教師キャンプ」では両方を提示した。

（１２）講師を務めたタイ人教師２名は、通常の授業時間を利用して PBLを実践したが、PBLの一連の活動全
てを通常の授業時間内に行うのはカリキュラムや時間を考えると難しい学校も多い。今回は、PBLの一
連の活動全ての授業への取り入れ方ではなく、通常の授業内で２１世紀型スキルを育成するためには、ど
のような工夫ができるか、教科書の学習目標に合わせてどのようなグループワークや発表ができるかな
どを、体験した活動を参考にして考え、話し合わせた。

〔参考文献〕

国際交流基金（２０１３）『海外の日本語教育の現状 ２０１２年度日本語教育機関調査より』くろしお出版
国際交流基金日本語国際センター（２０１５）『２１世紀の人材育成を目指す東南アジア５か国の中等教育にお

ける日本語教育―各国教育文書から見える教育のパラダイムシフト―』国際交流基金日本語国際セン
ター

鈴木敏恵（２０１２）『課題解決力と論理的思考力が身につくプロジェクト学習の基本と手法』教育出版
近松暢子（２０１１）「ツールを超えた思考プロセスとしての日本語へ：コンテントベースにおける批判的・

創造的思考活動の可能性」『Journal CAJLE』Vol. 12 カナダ日本語教育振興会
當作靖彦・中野佳代子（２０１３）『外国語学習のめやす 高等学校の中国語と韓国語教育からの提言』公益

財団法人 国際文化フォーラム（TJF）
Trilling, B. and Fadel, C.(2012) .21st Century Skills : Learning for Life in Our Times. Jossey-Bass

２１世紀型スキル育成を目指した学習者体験型教師研修
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〔資料２〕最終発表 評価シート

〔資料１〕発表１（事前課題）評価シート
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モンゴルにおける初中等教育機関向け
日本語教科書の開発

―プロフィシェンシー重視と自律学習支援への取り組み―

片桐準二・スレン ドルゴル・ダワー オユンゲレル・
中西令子・浮田久美子・牧久美子

〔キーワード〕 モンゴル、教科書、プロフィシェンシー、自律学習、スタンダード

〔要 旨〕

モンゴルでは初中等段階の日本語学習者が全体の約７割を占めるに至っているが、初中等教育全体で
統一したシラバスや教材がない。そこでモンゴル日本語教師会は「初中等教育機関向け日本語教科書作
成プロジェクト」を実施し、モンゴル日本語教育スタンダードと共に教科書シリーズ『にほんご でき
るモン』を開発することとした。同スタンダードの理念は（１）社会の中で自分の考えを自由に表現し、
相互理解するのに必要な外国語能力の育成、（２）子供たちが自分自身の力で学習を進めていく能力の
育成であり、教科書にはプロフィシェンシー重視と自律学習支援の２つの特徴がある。新教科書を使用
する教師とのやり取りから教科書が改善でき、学習者自身も話す能力の向上を感じているという報告を
聞くが、一方で、教師には「書くことが学習である」という従来からのビリーフがあり、教科書が変わ
っても新しい教え方にならない等の課題が残っている。

１．教科書開発の背景と教科書作成プロジェクト概要
１．１ 教育文化科学省『外国語教育スタンダード』発表がもたらした影響

モンゴル国教育文化科学省（以下、教育省）は２００５年に初中等教育における外国語教育の指

針とする『外国語教育スタンダード』（以下、教育省スタンダード）を発表した。これは２００７

年度から初中等教育において英語が第１必修外国語になる（１）にあたって、教育方針を明らかに

するために出されたものであった。その方針とは、言語をコミュニケーションの手段と考え、

文法を中心とせず、実際に使うことを通して帰納的に教えるというものである（モンゴル国教

育文化科学省２００５：６‐８）。モンゴルの教育制度は６・３・３の１２年制（２）であり、基本的に初

中等が一貫校になっている。初中等段階における日本語教育は各学校の自由裁量で実施が決め

られており、日本語は選択または選択必修などの第２外国語となっている。その日本語教育に

関して、全国で統一したカリキュラムやシラバス、教材・教科書はなく、教育省スタンダード

も法的拘束力を持つものではなかった。

国際交流基金日本語教育紀要
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しかし、この教育省スタンダードの発表を機に日本語教育においても一定のスタンダードが

必要であるという議論が起きた。それは、ドルゴル他（２００９：１０３）によると、背景として国

際交流基金が実施した２００６年の日本語教育機関調査の結果、２００３年に比べて日本語学習者が急

増し、特に初中等教育における増加が著しいことが分かった（３）が、それにもかかわらず初中等

段階における日本語教育には「統一性や一貫性のあるシラバスやガイドライン」がないという

問題意識がモンゴル日本語教師会（以下、教師会）（４）会員の間にあったからであった。

ところが、文法シラバスで学び、教えてきた教師たちにとってその基本方針を具体化するこ

とは困難であり、同書に書かれている文章自体も難解であった。そこで、２００８年９月から教師

会の一組織である日本語教育研究会（５）のワーキンググループ（６）が中心となって、日本語教育版

のスタンダードを作るべくヨーロッパ共通言語参照枠（以下、CEFR）や北米日本語学会等の

活動を参考にしながら勉強会を行うこととなった（ドルゴル他２００９：１０２‐１０３）。

１．２ 教師会による「モンゴル日本語教育スタンダード」および教材の作成開始

２０１０年に『JF日本語教育スタンダード２０１０』（以下、JFS）が国際交流基金（２０１０a）等で発

表されたことから、教師会はこれを参考にしたモンゴル日本語教育スタンダードを作ろうと

２０１２年度に「モンゴル日本語教育スタンダードプロジェクト」（７）を実施した。このプロジェク

トでは教育省スタンダードの基本方針を踏まえ、JFSを参考にして「～することができる」と

いう形で目標とする能力の記述文（以下、Can-do）を作成し、協力校２校で実践授業が行われ

た。しかし、実践教師の教育省スタンダードおよび JFSについての理解が不十分であり、教材

作成をその現場教師だけで行うのは難しい等の課題が認識されることとなった。

また、当時は既存の教科書を利用して実践を行うことも検討されていたため、筆者ら（８）は初

中等教育機関で使用されている教科書について訪問調査を行った。その結果、『みんなの日本

語初級』（スリーエーネットワーク）、『ひろこさんのたのしいにほんご』（凡人社）、『日本語

中級読解入門』（アルク）などの日本で出版されたもののほか、現地で作成された『わくわく

日本語』（青年海外協力隊作成）、『できるよ』（モンゴル日本語教師会）などが使用されてい

ることが分かった。日本で出版されたものについては、モンゴルの小中学生にとって場面や状

況の把握が難しいという問題があった。そして、現地で作成された２つの教科書はいずれもモ

ンゴルの場面・状況を反映した例文や会話文があるものの文型シラバスで作られており、これ

に合わせて現場教師が目標 Can-doを作ると、例えば「イ形容詞を覚える」というような目標

となってしまい、コミュニケーション中心を目指す授業とならないという問題があった。

その後、教師会は２０１３年度にこの２０１２年度のプロジェクトを引き継ぐ形で「モンゴル日本語

教育スタンダード拡大プロジェクト」（９）を実施した。このプロジェクトの目的は、実践校を１０

校程度（１０）に増やすこと、勉強会を行って教育省スタンダードおよび JFSについての理解を深め
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たうえで「モンゴル日本語教育スタンダード」の大枠を決定すること、実践校から集まった教

師が全員で協力して教材を作成すること、さらに、その教材をまとめる形で翌年以降に教科書

作成をすることであった。

そして、「モンゴル日本語教育スタンダード」について次のような大枠が決まった。まず、

基本理念として、教育省スタンダードに目的として記載のある「社会の中で自分の考えを自由

に表現し、相互理解をする」ための外国語教育（教育省２００５：７）と、JFSのポートフォリオ、

CEFRのヨーロッパ言語ポートフォリオに共通する考え方である自律した学習者（国際交流基

金２００９：７０‐７１，国際交流基金２０１０a：２２）の育成を掲げることにした。そして、CEFRと JFS

を参考にして Can-doによる目標の提示と自己評価を取り入れ、教育省スタンダードの基本方

針（教育省２００５：６‐８）を踏まえてコミュニケーション能力の育成を重視するとともに、学

習者が自ら考えて発見する帰納的な学習の指導を盛り込むことにした。教材作成では JFSを参

考にしたトピック・シラバスを採用し、トピックごとにモンゴルの学習環境の中で必要となる

コミュニケーションを想定した Can-doを作成していくことにした。そして、「モンゴル日本

語教育スタンダード」はこの教材作成が終わった時にそこで作られた Can-doをまとめること

で完成した形とすることにした。

以上の方針に従い、まず、作成する教材の対象と分量を決めるために参加メンバーのうちの

１３校がそれぞれの所属機関の状況を報告する形でカリキュラムについての調査（１１）を実施した。

そして、トピックの選定とそれに合わせた Can-doリストの作成が行われた。しかし、この２０１３

年度のプロジェクトでは教材が最後まで完成しておらず、後述する２０１４年度のプロジェクトに

引き継がれたため、「モンゴル日本語教育スタンダード」も未完成のまま引き継がれている（１２）。

なお、この年度のプロジェクト実施中に国際交流基金から２０１２年度の日本語教育機関調査の

結果が発表された（国際交流基金２０１３）。モンゴルの日本語学習者は８１５９人で、内訳は初等教

育１３６６人（１６．７％）、中等教育４４２３人（５４．２％）、高等教育２００２人（２４．５％）、学校教育以外３６８

人（４．５％）であった。これにより７１．０％の学習者が初中等教育の３１機関において日本語を学

んでいることが分かり、モンゴルにおける初中等段階の日本語教育支援の重要性が再認識され

た。

次節では、２０１３年度に作られた教材を修正したり追加したりして教科書としてまとめる２０１４

年度の「初中等日本語教育スタンダード教科書作成プロジェクト」（以下、教科書作成プロジ

ェクト）（１３）について述べる。

１．３ 教科書作成プロジェクト概要

１．３．１ 教科書の開発体制

本プロジェクトに関係した機関は、前年度から引き続きモンゴル国立大学、モンゴル・日本

モンゴルにおける初中等教育機関向け日本語教科書の開発
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人材開発センター、ウランバートル市教育局であり、それぞれに教師会から協力要請を行って

いる。そして、ウランバートル市教育局（１４）には、日本語教育を行っている初中等教育機関への

参加呼びかけをしてもらい、実践協力校として参加を希望した学校に教師会から改めて協力要

請を行った。２０１４年度はこれらの関係機関に加え、初中等教育の教員養成を行っているモンゴ

ル国立教育大学にも協力要請をして参加してもらった。

活動メンバーはいずれも教師会所属で、大学教員４名（モンゴル国立大学とモンゴル国立教

育大学からそれぞれ２名ずつ）、モンゴル・日本人材開発センターの国際交流基金派遣日本語

上級専門家（以下、日本語専門家）１名、初中等教育１０機関の日本語教員（以下、初中等教員）

１８名（内、モンゴル人１４名、日本人４名）で構成された。このメンバーの内の大学教員２名と

日本語専門家および初中等教員の内の日本人教員３名の合計６名（本稿執筆者）が教師会有志

としてプロジェクト開始時から全体の企画・運営を行い、勉強会と実践支援会議（いずれも次

頁の図２に活動内容を記載）を開催した。また、この６名が編集委員となって教科書全体に関

わる執筆・編集作業も行った。そして、初中等教員には勉強会と実践支援会議に参加してもら

い、教科書の元となる教材の試用版の作成と各所属学校での授業実践をしてもらった。

以上、教師会有志が主導する本プロジェクトの企画・運営体制と参加機関の関わりの全体像

を教科書開発体制として図１にまとめた。

１．３．２ 教科書の対象学年と大枠の設定

２０１４年度のこのプロジェクトでは、まず初めに教科書の対象学年と教材の分量およびトピッ

クについて次のように決めた。対象学年については、拘束力はないものの２０１４年に教育省から

図１ 教科書作成プロジェクトにおける教科書開発体制
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第２外国語教育の開始学年を５年生とするとの方針が発表されたため、このプロジェクトの教

科書においても対象を概ね５年生、６年生（それぞれ日本の小学校５年生、６年生）、７年生

（日本の中学校１年生）程度にすることとし、教科書名にはレベル１、２、３という表現を使

うことにした。ただし、実際にどの学年で使うかは各学校の日本語教員の判断に委ねることと

し、どの学年でも使えるような内容となるよう、例えば登場人物の学年を１学年だけにしない

などの工夫をする。教材の分量については、週３コマで年間３２週分、合計９６コマ分の教材とす

ることにし、トピックも各レベルとも１０トピックに修正することにした（１５）。

１．３．３ 教科書作成の作業工程

１．２に述べたとおり、教科書作成作業は、２０１２年度の「モンゴル日本語教育スタンダードプ

ロジェクト」から２０１３年度の「モンゴル日本語教育スタンダード拡大プロジェクト」へ、そし

て２０１４年度の「教科書作成プロジェクト」へと展開する形で進められてきた。図２は２０１３年度

以降の工程を示したものである。

２０１３年度のプロジェクトで上述の通り「モンゴル日本語教育スタンダード」の大枠、トピッ

ク・シラバスによる教材作成が決まっていた。トピックの選定にあたっては、JFSのトピック

を参考に、初中等教員から出してもらったものをその時の中心メンバー（２０１４年度の編集委員）

で當作・中野（２０１２）も参考にしながらまとめて決定した（１６）。

そして、課の構成について、中心メンバーから提案されたプロトタイプを使って参加メンバ

ー皆で教師役・学習者役をする模擬授業を行いながら議論の上決定した。トピックと課の構成

が決まった後、３年間分（教科書レベル１～３相当分）の Can-doを作成した。

図２ 教科書作成の作業工程
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その後、各実践校の初中等教員は作られた Can-doに合わせて自分の担当している授業で必

要な教材から順番に教材試用版を作成し、実践支援会議で検討して修正をして、実際にそれを

使った授業を行い、授業後に再び同会議で教材の問題点や授業の様子について報告した。

２０１４年度には、２０１３年度に作成した教材を、実践支援会議での報告やメンバーによる議論の

内容を踏まえて編集委員が加筆・修正してまとめる作業を行った。この際、全体の構成と課の

構成を再検討し、各課の導入部分への加筆修正（１７）と、２０１３年度の教材にはなかった漢字を学ぶ

課と復習の課の追加（１８）をすることになり、教材が作成されていなかった部分と合わせてこうし

た追加部分も編集委員で新たに執筆しながら教科書全体を編集した。なお、教科書には「教師

用」と「学習者用」があり、教師向けに書かれた教科書の目的や使い方の説明、解答、会話の

課の導入部分の問いかけ例（後述）などを記載した「教師用」をまず作成し、その後にそうし

た部分を削除した「学習者用」を作成した。

２．教科書の理念と特徴
２．１ 理念

上述の「モンゴル日本語教育スタンダード」に掲げた２つの理念を次のような表現に修正し

て教科書の理念とした。

（１）社会の中で自分の考えを自由に表現し、相互理解するのに必要な外国語能力を育成する。

（２）子供たちが自分自身の力で学習を進めていく能力を育成する。

この理念にもとづく教科書の特徴を以下に述べる。

２．２ 教科書の特徴

２．２．１ プロフィシェンシー重視への取り組み

プロフィシェンシーとは American Council on the Teaching of Foreign Languages（ACTFL）の

Oral Proficiency Interview（OPI）の考え方から日本語教育の現場に持ち込まれて使われるよう

になった言葉であり（鎌田他２００９：i）、現実生活における効果的で適切な言語運用能力のこと

を表している（鎌田２００９：８‐９）。上記の教科書の理念（１）にある「社会の中で自分の考え

を自由に表現」する能力は、まさにこのプロフィシェンシーに当たると筆者らは考えた。

牧野（２００８：１９）はプロフィシェンシーを「ある技能が求めるタスクの中で今どんなことが

『できるか』という『できること』の束で示す熟達度」のことであると述べている。そして、

嶋田（２０１０：４‐５）はプロフィシェンシー重視の教育において留意すべき点の１つとして、

同じテーマでレベルの異なる発話例を紹介し、縦軸で考えることの重要性を指摘している。

ACTFL-OPIで話題をらせん状に進行させてレベルを上げていく方法（ACTFL１９９９：６２）があ

るが、これはその考え方によるものである。
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この教科書ではこうしたプロフィシェンシーを重視しており、次の３つの特徴がある。

（１）教科書のレベルごとの状況設定：モンゴルの小中学生が実際に経験する可能性のある状

況を設定することで、プロフィシェンシーを伸ばすようにした。具体的には作成する教科書の

レベルごとの状況を次のように設定し、登場人物もこれに合わせた。まず、レベル１では、モ

ンゴルの学校が主な舞台で日本人教師がモンゴルの学校を訪問する。レベル２でもモンゴルの

学校が主な舞台であるが、今度は日本の子供たちがモンゴルの学校を訪問する。レベル３では、

日本の学校が主な舞台となりモンゴルの子供たちが日本の学校を訪問する。

（２）同じトピックでらせん状に発展するトピックシラバス：例えばレベル１では「私」をト

ピックとして自分自身について取り上げ、レベル２では「私と家族」として自分の家族につい

て取り上げ、レベル３では「私と身近な人」として友だちについての話題としている（次頁の

表１参照）。すなわち、自分から始まり、レベルが上がるに従い、それが自分を中心にした人々

へと話題が広がるようになっているのである。その他のトピックについても同様で、同じトピ

ックを各レベルに設け、レベルが上がるに従って内容が広がるようにしている。

（３）全ての課での目標 Can-doの提示：各課のはじめにその課の目標となる Can-doを記した。

２．２．２ 自律学習支援の仕組み

教科書の理念の２つ目を「子供たちが自分自身の力で学習を進めていく能力を育成する」と

しているが、これは換言すれば自律した学習者の育成ということになる。CEFRでは「言語学

習を生涯にわたるものと考え」、「言語学習者は、社会における言語使用者として、生涯を通

じて言語を使用し、学んでいく主体的存在と見なされる」とされている（国際交流基金２００９：

７１）。この教科書作成においても子どもたちに生涯にわたって自律した学習ができるような習

慣を身に付けてもらうために次の４点を組み込んでいる。

（１）自分で課題を考える：各課の導入部分にイラストを配置し、その下に「絵を見て話しま

しょう」という設問を設けている。これによって学習者はその課で何を学ぶのか、どんな状況

でどんな会話をするのか、教師の発問による助けを得ながら、自分自身でその課の課題を考え

る。その後、直後に配置されている目標 Can-doを教師と共に読んでその課の目標を確認する。

（２）自分で問題を解決する：「考えましょう」のセクションを設け、教師の説明を受ける前

にそこに書かれたヒントを手がかりに学習者が自分で文法や語彙・表現の使い方の規則を考え

られるようにしている。こうした帰納的な学習により自分で問題を解決する習慣を身に付ける。

（３）学習を振り返る：学習者自身によって言語面と内容面での振り返りが行えるような「振

り返りましょう」のセクションを設けている。学習者は言語面での振り返りで自分の学習の成

果を確認し、内容面での振り返りで学習したトピックについて、より広くまたは深く考える習

慣を身に付ける。例えば、朝食がトピックの課（レベル１ユニット４の１課）では、自分やク
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ラスメートが「どんな朝ごはんを食べるか」を学習するが、内容面での振り返りではモンゴル

の一般的な朝食や昔と今の朝食を比較するような質問が設けられている。

（４）自己評価をする：課の終わりに初めに確認した目標 Can-doと同じ Can-doを提示し、こ

れを使って学習者自身が達成度を評価する。自律した学習では自身の能力を自身で把握するこ

とが重要であるが、各課で自己評価を体験することで自己の能力を把握する習慣を身に付ける。

３．教科書の構成
３．１ 全体構成

トピック・シラバスによる書き込み式の教科書として、以下の８冊シリーズを作成している。

このうち、２０１５年８月までに各レベルの『下』以外は完成している。

●『にほんご できるモン ひらがな』『にほんご できるモン カタカナ』

●『にほんご できるモン レベル１上』『にほんご できるモン レベル１下』

●『にほんご できるモン レベル２上』『にほんご できるモン レベル２下』

●『にほんご できるモン レベル３上』『にほんご できるモン レベル３下』

『ひらがな』『カタカナ』

は『レベル１』の準備段階

用であり、ひらがな・カタ

カナの読み書きのほか、単

語、あいさつ、数字、簡単

な表現を含む。『レベル１』

からはひらがな・カタカナ

の読み書きができる学習者

用となる。『レベル１』『レ

ベル２』は JFSのＡ１程度、

『レベル３』はＡ１～Ａ２程度のレベルに相当する。レベル１～３とも１０ユニットから成り、

１ユニットで１トピックを扱う。以下、本稿ではこのレベル１～３の教科書について述べる。

３．２ ユニットの構成とCan-do

各ユニットは、６課で構成されており、初めの１課～３課が「聞く・話す・会話」、４課が

「読む・書く」、５課が「漢字」（１９）、６課が「復習」である。このうち、４課は１課～３課で

出てきた内容をまとめた文章を読み書きするようになっている。また、５課は１課～３課の会

話で出てきた文や表現を漢字交じりで書き直したものを読み書きするようになっている。

ユニット レベル１ レベル２ レベル３
１ 私 私と家族 私と身近な人
２ 学校（１） 学校 学校
３ 生活 町と住まい 生活
４ 食事 生活 余暇
５ 家族 余暇 住まい
６ 学校（２） 食事 人とのつきあい
７ 余暇 人とのつきあい 食事
８ 服装 身体と健康 交通と旅行
９ 買い物 交通と旅行 買い物
１０ 人とのつきあい 行事 自然

表１ 各レベルのトピック
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目標 Can-doは「聞く・話す・会話」の課では課によって多少異なるが各ユニットのトピッ

クについて話す各課の内容に合わせて「～聞くことができる」「～話すことができる」「～会話

ができる」のいずれかになっている。そして、「読む・書く」の課では各ユニットのトピック

に合わせて「～について書かれた文を読むことができる・書くことができる」となっており、

「漢字」の課でもトピックの内容に合わせて「～についての漢字交じりの文を読むことができ

る・書くことができる」となっている。

学習時間に関しては、モンゴルの学校で一般的な１コマ４０分の授業で、各課を２～３コマ程

度で進めるように作っている。１ユニットが１０～１４コマで、各レベル上下巻を終えるのに１００

～１４０コマ程度を想定している（２０）。

表２ １ユニット内の課の構成と所要授業コマ数

課 学習技能 推奨する授業コマ数 かかる時間
１ 聞く・話す・会話 ２～３コマ ８０～１２０分
２ 聞く・話す・会話 ２～３コマ ８０～１２０分
３ 聞く・話す・会話 ２～３コマ ８０～１２０分
４ 読む・書く ２コマ ８０分
５ 漢字 １コマ ４０分
６ 復習 １～２コマ ４０～８０分

合計 １０～１４コマ ４００～５６０分
（モンゴル日本語教師会編２０１５『にほんご できるモン１上 教師用』p．１８より転載）

３．３ 第２言語習得のメカニズムと各課の構成

国際交流基金（２０１０b：１３）は第２言語習得のメカニズムについて、学習者がまず、ある状

況の中で聞いたり読んだりすることで目標言語の「インプット」を受け、その中から自分の第

２言語の発達段階にあった「理解できるインプット」を取り入れ、それをもとに中間言語知識

（運用力）を構築すると述べている。そして、その中間言語知識（運用力）を使って「アウト

プット」が生成されるが、この際、相手に理解されなかったり修正されたりすることで、自分

のアウトプットの誤りや不十分さに気がつき、これが再び中間言語知識の構築に寄与するとし

ている。小柳（２００４：１４４‐１４５）等では第２言語習得のメカニズムにおけるインプットから中

間言語構築までの過程について、インプットの中のある言語形式に注意を向ける「気づき」が

あり、その気づいた言語形式の意味理解と仮説検証のインテイクを経て中間言語の構築に至る

とされている。さらに、国際交流基金（２０１０b：１４‐１５）は言語教授により意識的な文法学習を

することで言語知識が得られ、それが「インプット」を「理解できるインプット」とする際の

「気づき」に貢献することが述べられている。

本教科書ではこうした第２言語習得の過程を参考に課の構成を決定した。すなわち、「イン
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プット」「気づき」「理解できるインプット」「アウトプット」の順に各練習項目を配列した。

「気づき」については小山（２００７：xi）を参考に１～３課の文法規則を学ぶ部分と、５課の漢

字の字形や音、使い方を学ぶ部分で、学習者が例を参考に自分で規則を発見するような「考え

ましょう」を取り入れた。以下、表３、表４、表５に課の構成をまとめた。なお、本稿末に［資

料］として「聞く・話す・会話」の課の例を付した。

表３ 「聞く・話す・会話」の課の構成

セクション 内容 第２言語習得の
過程

（１）絵を見て話し
ましょう

課の導入部分である。イラストを見て、教師の問いかけに答えながら、その課
で学ぶ会話とその状況をイメージする。教師向けの教科書には問いかけの例と
して、例えば、朝ごはんのイラストのある課では「あなたは毎日朝ごはんを食
べますか。何を食べますか。日本人の先生にそうやって聞かれたら、何と答え
ますか。また、反対に、日本人の先生にも聞きたいです。どうやって聞いたら
いいでしょうか。モンゴル語だったら どんな会話をしますか。」（レベル１ユ
ニット４の１課）のように書かれている。

（２）目標 Can-do その課の目標が Can-doの形で書かれているので、これを読んで目標を確認す
る。

（３）聞きましょう その課の状況設定の中で必要な語彙のイラストを見ながら CDを聞く。発音練
習はせずに、１回だけではなく何度も聞き意味を確認する。

インプット

（４）言いましょう 上の「聞きましょう」と同じ CDを聞いて発音練習をする。イラストで意味を
確認した語彙を発音するので、理解できるインプットとアウトプットの練習と
なる。

理解できるイン
プット、アウト
プット

（５）聞いて、答え
ましょう

会話 CDを聞いて、内容に関しての選択問題に答え、会話の場面や状況を把握
する。

インプット

（６）考えましょう その課で学ぶ文法・文型、語彙・表現の使い方の規則について、ヒントとなる
例文や文型の表示を参考にしながら、自分で考えて、穴埋めや変形などをしな
がら学ぶ。

気づき

（７）聞いて、答え
ましょう

会話 CDを聞いて、内容に関しての問題に答える。上の「聞いて、答えましょ
う」よりもやや長い会話を聞き、語または文で解答する。上の「聞いて、答え
ましょう」では内容の聞き取りのみに注意したが、ここでは「考えましょう」
で学んだ文型等にも注意しながら聞くことで、より正確な聞き取りをする。

理解できるイン
プット

（８）話しましょう その課で学ぶ会話の例が書かれている。モデル会話として練習する。この会話
例を練習した後、導入のところでモンゴル語で考えた会話とこの会話例の違い
について考え、自分なりにその課の課題に対する答えを見つける。そして、導
入で考えた会話を日本語で発表する。

アウトプット

（９）友達に聞きま
しょう

その課で学んだ語彙・文型・会話例を参考にペアやグループでタスクをしなが
ら会話練習をする。友達との会話練習によりお互いにフィードバックを得て自
分の規則についての理解や発音を修正する機会を得る。

アウトプット

（１０）振り返りまし
ょう

話せるようになったことを書く言語面での振り返りと、その課で扱ったトピッ
クについて考える内容面での振り返りがある。いずれも記載された質問に回答
することで振り返る。

（１１）今日の Can-do 課のはじめに提示された目標 Can-doが再掲されているので、これを使って自
己評価をする。３つの白い星印を達成度にしたがって黒く塗りつぶす。自己評
価欄は学習が終わった日と後日復習をした時の２回できるように２つある。
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表４ 「読む・書く」の課の構成

セクション 内容 第２言語習得の
過程

（１）絵を見て話し
ましょう

課の導入部分である。イラストを見て、教師の問いかけに答えながら、その課
で読み・書きをする内容をイメージする。

（２）目標 Can-do その課の目標が Can-doの形で書かれているので、これを読んで目標を確認す
る。

（３）読みましょう そのユニットの１～３課で学んだ語彙・文型等を用いた同じトピックで書かれ
た文章を読む。

インプット

（４）考えましょう 上の「読みましょう」で読んだ内容について、質問に答える。この質問に答え
る過程で「読みましょう」の内容を確実な理解となるようにする。

理解できるイン
プット

（５）書きましょう そのユニットのトピックで作文をする。その後、その作文を友達と交換して読
み合うことでフィードバックを得る。

アウトプット

（６）振り返りまし
ょう

そのユニットのトピックで作文を書いた感想を書いたり、クラス内でのアンケ
ート調査や壁新聞作りなどの協働学習となる活動をしたりすることで振り返る。
また、そのユニットで学んだことをもう一度ここで自身の言葉でまとめ、今後
さらにどんなことを学びたいかを記しておく。

（７）今日の Can-do 「聞く・話す・会話」の課と同様、課のはじめに提示された目標 Can-doが再
掲されているので、これを使って自己評価をする。

表５ 「漢字」の課の構成

セクション 内容 第２言語習得の
過程

（１）イラスト 漢字とその漢字が表す内容のイラストを見て、その課で学ぶ漢字とその大体の
意味を推測する。

インプット

（２）目標 Can-do その課の目標が Can-doの形で書かれているので、これを読んで目標を確認す
る。

（３）考えましょう 漢字とその漢字が表す内容のイラストを線で結ぶ問題があり、解きながら漢字
の意味を考える。イラストは冒頭のイラストと同じ場合もあるが、異なる場合
もある。

気づき

（４）読み方を確認
しましょう

漢字とその読みが提示されており、上の「考えましょう」で意味を理解した漢
字の読み方を確認する。

理解できるイン
プット

（５）考えましょう 漢字の字形や音、使い方などの問題を解くことで、その課で学ぶ漢字について
の理解を深める。

気づき

（６）書きましょう 四角いマスの中に正しい字形で漢字を書く練習をする。 アウトプット

（７）読みましょう、
書きましょう

その課で学ぶ漢字の入った例文を読んだり、例文の漢字が入る部分がブランク
になっているところに記載された読みに従って漢字を書く練習をしたりする。
例文はそのユニットのトピックに合わせた内容になっている。

アウトプット

（８）今日の Can-do 「聞く・話す・会話」の課と同様、課のはじめに提示された目標 Can-doが再
掲されているので、これを使って自己評価をする。

（９）練習しましょ
う

上記の（８）までが１コマの授業用であり、（９）は宿題または他の時間に余
裕があるときにする課題である。漢字を使ってそのユニットで学んだ内容を書
き、他者と交換したり、掲示したりして読み合う活動をし、フィードバックも
得る。

アウトプット

３．４ 実践現場からのフィードバックをもとにした改善

図１に記した実践支援会議では現場教師からの様々な報告が行われ、教材・教科書作成のフ
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ィードバックとなった。そのフィードバックをもとに改善した点の例を以下４点挙げる。

（１）導入部分のイラストの使い方：現場教師の中にはこのイラストをどう使うか分からず、

イラストを使っての話し合いをしていない場合があった。そこでイラストの下に「絵を見て話

しましょう」の欄を設けて、教師用教科書には子供たちへの発問の例を記した。

（２）学習者になじみのない事柄：作成時に小中学生にも分かりやすい語彙やイラストを考え

て選んでいても、実際には分かりにくかったということがあった。例えば、親の仕事の課での

導入の「銀行員」のイラスト（ドルや円の記号がついていた）が、何を意味しているかなかな

か分からなかった。そこで服装から明らかに職業が分かる

警察官のイラスト（図３）に変えた。

（３）聞き取り問題の解答方法：各ユニットの１～３課の

「聞いて、答えましょう」の聞き取り問題の解答は日本語

で書くようになっていたが、書くのが遅い学習者がいると、

書く練習となってしまうことがあった。そこで、これを改

め、各課の前半の「聞いて、答えましょう」では選択肢を

記し、チェックするだけで答えられるようにした。

（４）自己評価の基準：自己評価の欄に図４のような評価

基準を記した。

４．教育現場の変化と課題
実践現場からのフィードバックで学習者の反応について次のような報告があった。

（１）導入の「絵を見て話しましょう」をすることで、生徒が身近なことでも普段あまり考え

ていなかったことに疑問を持って考えるようになった。

（２）「話しましょう」でこれまであまり授業に参加せずに遊んでいた生徒が会話を練習する

ようになった。また、話す機会が増え、積極的に参加するようにもなった。さらに、場面や状

況設定が自分たちにあっているため、会話例の練習でも自分が日本人と本当に話しているよう

な感覚で会話ができ、日本語力も上達したように感じているようだ。

（３）「振り返りましょう」をすることで生徒がその課のトピックについてより広く考えるよ

うになった。

教師自身の変化については、次のような報告があった。

（４）「考えましょう」を実施する中で、教師が一方的に教えるのではなく、生徒が考えるの

を待ち、複数の生徒に考えたことを発表させ、生徒同士が互いに学び合うチャンスを与えるこ

とができるようになった。

今後の課題としては、教科書作成以上に教科書をどう使うかの問題がある。勉強会や実践支

図３ 変更したイラスト

図４ 自己評価の基準
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援会議で繰り返し、第２言語習得のメカニズム、プロフィシェンシーと自律学習支援の考え方

について共通認識を図ってきてはいるものの、実際の現場では上述のように変化した教師がい

る一方で、従来の指導法に戻ってしまう教師も少なくない。これに教師たち自身が気づいてい

ないことも多い。特に問題が多いのが教師が持つ「書くことが学習である」というビリーフで

ある。これは従来のモンゴルで重視された指導法であり、例えば、導入で「今日の学習では一

週間の生活を話します」と言っているのに、まず月曜日から金曜日までの曜日名を書く練習を

させたり、場面理解・内容理解の目的で行うリスニング問題をディクテーションさせたりとい

う報告があった。今後は新しい教科書を使った教え方の研修会を開いてこうした問題を解決し

ていかなければならない。

５．まとめ
本稿では、モンゴル日本語教師会による「初中等日本語教育スタンダード教科書作成プロジ

ェクト」について、プロジェクトの背景と概要、教科書の特徴としてプロフィシェンシー重視

への取り組みと自律学習支援の仕組み、そして、教科書の構成などの概要と実践現場からのフ

ィードバックをもとにした改善点を紹介した。さらに、本教科書を使うことにより生じた学習

者と教師の変化について報告し、最後の課題で、教科書が変わっても教師が変わらなければ、

従来の教え方と何も変わらないということを述べた。教師会は今後この教科書シリーズの普及

に努めることとしているが、教師研修を合わせて実施し、新しいスタンダードについてのさら

なる理解促進と教師のビリーフ変容を促すような取り組みが必要である。

〔注〕
（１）国際交流基金ホームページ「日本語教育 国・地域別情報 モンゴル（２０１４年度）」
<https://www.jpf.go.jp/j/project/japanese/survey/area/country/2014/mongolia.html> ２０１５年１１月２０日参照

（２）モンゴルでは２００８‐２００９年度より１１年制から１２年制へ移行が進められ２０１４‐２１０５年度に移行が完了してい
る。モンゴル教育省ホームページ<http://www.meds.gov.mn/frontpage> ２０１５年８月１８日参照

（３）２００３年のモンゴルの日本語学習者数は９０８０人（内、初中等は３６０１人）、２００６年は１２６２０人（内、初中等は
５３３９人）であり（国際交流基金２００５，２００８）、全体ではこの間に約１．４倍、初中等に関しては約１．５倍にな
っている。

（４）モンゴル日本語教師会は１９９３年に設立され、１９９８年１２月に法務省に登録された団体である。２０１５年時点
で１７の高等教育機関、１６の初中等教育機関、８の民間日本語教育機関に所属する５７名が会員となってい
る。活動の主な内容は、モンゴルにおける日本語教育および日本語や日本語指導法の研究支援、日本語
教育に必要な調査、「JF日本語教育スタンダード」等の参考資料の翻訳、セミナー・ワークショップの
開催および日本語能力試験、日本留学試験の実施などである。

（５）日本語教育研究会は教師会会員の中の有志が運営する会である。教育年度に合わせて９月から翌年の５
月まで月１回の研究会例会を開催している。

（６）上記の研究会例会は、２部構成となっている。通常前半の１時間で研究発表または実践報告を行い、後
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半の１時間で複数のワーキンググループに分かれて勉強会・討論・作業などを行う。
（７）国際交流基金の助成を受けて実施された。
（８）後に２０１４年度の教科書編集委員となった教師会有志のメンバー。
（９）国際交流基金の助成を受けて実施された。
（１０）実際には、２０１３年度上半期に１６機関から２２名の教員が、下半期に１１機関から１６名（内、モンゴル人１４名、
日本人２名）の教員が参加した。

（１１）調査の結果、学習開始学年（１年生（日本の小学校１年生）～７年生（日本の中学校１年生））、学習年
数（４～１０年間）、週当たりのコマ数（週２～５コマ（公立では１コマ４０分））のいずれも学校によって
様々であり、したがって、在学中の合計学習時間も４４２～１２７０コマと幅があることが分かった。そこで
対象を学習者数の多い４～６年生とし、分量としては週４コマで年間１２０コマ分の教材と考え、各学年
に１４～１５トピックを設定し、各トピックを４課で構成することにした。

（１２）本稿執筆時点においても教科書シリーズが未完のため、「モンゴル日本語教育スタンダード」の全体像
もまだ形となっていない。しかし、本教科書シリーズは２０１５年末に教育省の審査を受け、日本語教育を
実施している全ての初中等教育機関での使用許可が出ている。したがって、２０１６年度以降は本教科書シ
リーズの採用校が増えることが予想され、「モンゴル日本語教育スタンダード」はその範囲で普及する
ことになる。

（１３）国際交流基金の助成を受けて教師会主導で実施された。
（１４）２０１３年度はウランバートル市教育局所属の国際協力機構（JICA）のシニアボランティア１名もプロジェ
クトに参加した。

（１５）モンゴルの初中等学校は年間４学期制であり、合計で概ね３２週間授業が行われるが、年によって行事等
が入るなどして、学期が短縮されることも頻繁にある。現場からのフィードバックで復習やテストの時
間も必要であることが分かり、２０１３年度の計画（注１１）より分量を減らすことになった。

（１６）初中等教員は各教員の担当学年についてのみトピックを選定したので、その時の中心メンバー（２０１４年
度の編集委員）で、スパイラルに発展させていくことができるように、レベルごとの調整をしてまとめた。
その際に、JFSは社会人向けであることから、日本の高校における外国語教育の目安としてトピックや
Can-doが作られている當作・中野（２０１２）を参考にした。

（１７）２０１３年度のものの導入部分のイラストについて、実践教員がうまく使いこなせていないことが分かった
ため、イラストを大きくした上で「絵を見て話しましょう」の欄（後述）を設けるという修正を加える
ことになった。

（１８）漢字の課も復習の課も現場教師からのフィードバックの中で要望があったことから追加を決めた。
（１９）漢字は上述の通りあとで追加することになった。上巻では各ユニットの５課としたが、その後、「読む・
書く」の前に入れるべきだと判断し、下巻の編集段階から４課「漢字」、５課「読む・書く」と改めて
いる。

（２０）実際の試用現場からの報告から各課の学習時間はある程度幅を持たせて提示したほうがよいということ
になったため、このような記載となった。なお、教科書で想定している年間３２週間の授業が行われない
ところもあるので、必ずしも１学年で１レベルの教科書を使うということにはならない。
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際交流基金バンコク日本文化センター日本語教育紀要』、７、１‐１０
當作靖彦・中野佳代子（ココ出版編）（２０１２）『外国語学習のめやす２０１２ 高等学校の中国語と韓国語教育

からの提言』、国際文化フォーラム
ドルゴル S．・オユンゲレル D．・阿知波加世子・金ヶ江洋子（２００９）「第１グループ（スタンダード・グ

ループ）活動報告」、モンゴル日本語教師会日本語教育研究会編『日本語のひろば』、１、１０２‐１１６
牧野成一（２００８）「OPI、米国スタンダード、CEFRとプロフィシェンシー」、鎌田修他編著『プロフィシ

ェンシーを育てる―真の日本語能力をめざして―』、１８‐３９、凡人社
吉島茂他訳編（２００４）『外国語教育Ⅱ―外国語の学習、教授、評価のためのヨーロッパ共通言語参照枠―』、

朝日出版社
ACTFL（牧野成一監）（１９９９）『ACTFL-OPI試験官養成用マニュアル日本語改訂版』、ALC Press Inc.
Боловсрол,соёл,шинжлэхухааныяам 2015“Гадаадхэлнийболовсролынстандарт”（モンゴ

ル国家測定標準研究所 <http://www.estandard.gov.mn/file.php?sid=1442> ２０１５年８月１８日参照）、モンゴ
ル国教育文化科学省（モンゴル日本語教師会訳）『外国語教育スタンダード』
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［資料］モンゴル日本語教師会編『にほんご できるモン レベル１上』の例
（ユニット４第１課より「絵を見て話しましょう」「目標 Can-do」「考えましょう」「振り返りましょう」「今
日の Can-do」を含むページ）
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タスマニア州におけるアドボカシー活動の試み
-Nihongo Roadshow の事例から

千馬智子・中島豊

〔キーワード〕 アドボカシー活動、複合型事業、ネットワーキング、学習者奨励活動、他機

関との協働

〔要 旨〕

国際交流基金シドニー日本文化センターでは、従来教師研修や学習者奨励活動などの事業を行ってき
た。しかし近年は全豪日本語教育シンポジウムの実施などを契機としアドボカシーの重要性にも目を向
けており、そのパイロット事業として、タスマニア州においてアドボカシー活動を試みた。本稿では、
従来当センターが個別に行ってきた教師研修、学習者奨励活動などの事業をアドボカシーの観点から複
合型事業として発展統合した、タスマニア州における Nihongo Roadshowの概要を報告する。また、参
加した教師から得られたフィードバックの分析を通じて、本企画がもたらした効果について考察する。
さらに事業全体から得られた示唆や今回の試みによって見えてきた課題について述べる。

１．はじめに
本稿では国際交流基金シドニー日本文化センター（以下、「当センター」）が２０１５年３月に

実施したタスマニア州の学校コミュニティーにおけるアドボカシーの試みについて報告する。

これは、従来日本語教育事業の一環として、それぞれ独立して行われていた教師研修及び学習

者奨励事業などの当センターの事業を、アドボカシーの視点からとらえ直し、複合型事業とし

て Nihongo Roadshowと名付けタスマニア州各地で実施したものである。限られた時間と予算

の中での企画であったが、学習者へのポジティブな学習体験の提供（学習者奨励事業）を中心

に、保護者を対象とするアドボカシー、日本語教師ネットワークの強化（教師へのアドボカシ

ー）、学校長をはじめとする学校コミュニティーを対象とするアドボカシーが達成できた。し

かし、同時にいくつかの課題も明らかとなった。

以下、本件事業の実施に至る経緯を紹介したのち、企画全体像を詳述する。次いで、参加し

た教師からのフィードバックを分析し、この企画から得られた成果、課題及び今後の展望につ

いての考察を行う。
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２．背景
２．１ 実施に至る経緯

当センターは、各州の教育省日本語教育担当者、日本語教育アドバイザー、日本語教師会代

表者、初中等教育に関連の深い大学関係者、主要カウンターパート等を招聘し、オーストラリ

アの日本語教育の現状について意見交換を行う Advisory Committee Meeting（ACM）を毎年開

催している。当センターの実施する日本語教育事業の在り方についての提言を得るとともに、

当地日本語教育界の主要関係者のためのネットワーキングの場としても定着している。

２０１３年の ACMにおいて、タスマニア州日本語教師会（Japanese Teachers Network in Tasmania :

JATNET）の代表より、タスマニア州では、学習者が日本人や日本文化と直接触れ合う機会が

限られているため教室内での日本語学習活動が実際に意味のある活動になりにくいと感じてい

る教師が多く、当センターが日本文化紹介などの機会を提供することが望まれるとして、タス

マニア州における日本語教育活性化への協力要請が寄せられた。シドニーやメルボルンといっ

た日本人が多く居住し、街を歩けばいたるところで日本食レストランなどが散見される大都市

とは異なり、州都ホバートであっても日本との繋がりを実感する機会が圧倒的に欠如している

ため、結果として日本語を学習することの意義が感じられない（lack of sense of relevance of

learning）という状況があるとのことであった。

当センターにおいても、頻繁に教師研修等で日本語教育関係者らとの接触の機会がある大都

市に比べ関係が弱いタスマニア州への支援強化の必要性を感じていたこともあったため、この

提案を奇貨とし、タスマニア州における学習者奨励事業を計画することとなった。なお、タス

マニア州はオーストラリアの人口２３，５８１，０００人のうち２．１８％である５１５，０００人を擁しており

（２０１４年国勢調査（１））、オーストラリアの全日本語学習者（２９６，６７２人）の１．２６％である７，６７７

人がいる（国際交流基金２０１３）。

２．２ 企画段階

通常当センターが行っている学習者奨励事業は、弁論大会、Video Matsuri等のコンペティ

ションや日本映画祭の一部としての日本語学習者向け映画上映会など年１回の定例イベントが

中心となっている。今回は協力要請を受けての企画ということで学習者奨励活動の内容を一か

ら検討する必要があったため、当センター日本語教育担当プログラム・コーディネーター（２）

（以下、「コーディネーター」）が現地に出張し、教師の要望、利用可能施設の状況、及び現地

の協力体制等を調査することとなった。

JATNET中心メンバーとの意見交換を踏まえ、本件事業では学習者が参加可能な巡回型の日

本紹介をすることとなり、その中核にクイズ大会を据えることとなった。効率や予算などを勘

案し、２つの小規模チームに分かれてタスマニアの主要都市を手分けして巡回する形を採用す
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ることとした。各チームは日本語専門家と英語ネイティブで日本語に堪能なコーディネーター

の２名１組とした。現場での実際のコーディネーション業務はもちろんであるが、特に日本語

能力の高くない大人数の若年学習者を相手にイベントを進行する必要があることから、英語ネ

イティブの参加は必須と考えた。また、タスマニアはオーストラリアの他の地域に比べても欧

米系の住民が多いため、日本語を自由に操る欧米系オーストラリア人をロールモデルとして目

にすることで、決して日本語は自分たちにとって手の届かないようなものではないと子供たち

に感じてもらいたいという意図もあった。

上述のように本企画は、学習者奨励活動を中心とする企画として始まった。しかし事業を計

画する過程で、多額の予算と人員を投入するに相応しい、より充実した内容とするべきではな

いかとの議論が持ち上がり、その結果アドボカシー活動を主眼とした複合型事業へと発展する

こととなった。この背景としては、２０１２年に行われた第１回全豪日本語教育シンポジウム

（NSJLE）（３）に於いてアドボカシーの重要性が再確認されたこと（詳しくは、シンポジウム論

集にある Tohsaku, 2014 ; Spence-Brown et al, 2014を参照のこと。）に加え、近年オーストラリ

アにおいて校長や政府レベルの意思決定者を対象とした中国招聘事業の実施やアシスタント派

遣などの中国語プロモーション強化が顕著なことによる危機感などがある。

アドボカシーの視点導入に伴い、学校長・保護者への説明会及び教師同士のネットワーク強

化を目的としたアドボカシーを担う第３のチームを編成し、筆者ら（日本語上級専門家及び日

本語教育担当派遣職員）に加えて、メルボルン日本語教育センター（MCJLE）所長 Anne de Kretser

氏にも協力を仰ぎ、３名でアドボカシーを担当することになった。MCJLEは日本語教育の雄

モナシュ大学の一組織としてビクトリア州、南オーストラリア州、タスマニア州の３州におけ

る日本語教育支援を行っており、前述した NSJLEの共催団体でもある。de Kretser氏と筆者ら

は、頻繁な意見交換を通じて日本語教育支援についての方向性を常に共有しており、かねてよ

り Tohsaku（２０１４）の提唱するアドボカシーの３つの重要な柱、１．Be visionary teachers、２．Add

value to our Japanese language teaching、３．Constantly raise our visibility in the communityを具現化

するようなアドボカシー活動を、特に遠隔地において共同実施したいとの構想を温めていた。

同氏は現在注目を集めている全豪統一カリキュラム（Australian Curriculum（４））についても造詣

が深く、全豪各州に招かれて教師研修を行っている著名な教育者（元学校教員）である。同氏

のタスマニアでの日本語教育事情への深い知見及び知名度を得ることで、今回の企画は一層強

化されることとなった。

タスマニア州におけるアドボカシー活動の試み
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３．企画概要
３．１ 全体スケジュール

上述の通り、本件事業は従来当センターが個別に行ってきた事業をアドボカシーの観点から

複合型事業として発展統合し、それぞれのイベントの有機的結び付きによる相乗効果を狙った

ものである。各イベントとは上に述べた学習者奨励事業としてのクイズ大会に加え、教師ネッ

トワーキング（教師研修的要素を含む）、学習者と保護者のための映画上映会、また校長との

面談の４つである。本節では企画の詳細を個別に記し、次節では複合型企画としての評価を考

察する。なお、３組による主要各都市の巡回スケジュールは表１の通り。

表１ Nihongo Roadshow巡回スケジュール

クイズチーム A／Hobart担当 クイズチーム B／北西部担当 アドボカシーチーム

１０日（火） 初等用クイズ大会 Y３‐６
（１０：００‐１４：００）

Hobart
小学校校長対象説明会（１１：００‐１１：３０）

初等用映画上映（１８：４５‐２１：００） 保護者対象説明会（１８：３０‐１８：４５）

１１日（水）

初等用クイズ大会 Y３‐６
（１０：００‐１４：００）

Launceston
中等用クイズ大会（９：３０‐１２：００）
ホスト校用セッション（１４：００‐１５：３０）

Launceston
教師ネットワーキング（１６：３０‐１８：００）
（ホスト校校長参加）

初等中等用映画上映（１８：４５‐２１：００） 保護者対象説明会（１８：３０‐１８：４５）

１２日（木）

中等用クイズ大会 Y７‐１２
（１０：００‐１４：００）

Devonport
初等用クイズ大会（１０：００‐１４：００）

Devonport
校長対象説明会（１１：００‐１１：３０）
教師ネットワーキング（１６：３０‐１８：００）

初等中等用映画上映（１８：４５‐２１：００） 保護者対象説明会（１８：３０‐１８：４５）

１３日（金） 中等用クイズ大会 Y７‐１２
（１０：００‐１４：００）

Burnie
中等用クイズ大会（１０：００‐１２：３０）

Hobart
教師ネットワーキング（１６：３０‐１８：００）

中等用映画上映（１８：４５‐２１：００） 保護者対象説明会（１８：３０‐１８：４５）

３．２ 学習者奨励活動

学習者奨励活動の内容として、当初はより学習重視型の活動を想定していたが、現地教師か

らの要望も踏まえた上で、以下の理由から最終的にクイズ大会とした。まず、学習者が集中し

やすく、競争的要素があるために盛り上がりやすいこと、また大人数に対応でき、かつ時間調

整が容易であること、さらに日本語教育の専門家ではないコーディネーターにも担当できるこ

とである。

問題作成に当たっては、Intercultural Language Learning（５）（以下 ILL）及び全豪統一カリキュ

ラムを意識した。ILLの理念を具現化するためには、学習対象言語の文化背景や社会事情を知

るだけではなく、自らの言語および文化や社会事情について考察する（ジョナック他 ２００８）

ことができるような内容となるよう、学習者が楽しみながら①「日本及び日本語についての知
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識を得る」、②「タスマニアと日本のつながりを意識する」、③「文脈の中で意味のある日本語

を聞く」の３点をクイズ大会の目的に据えた。また、全豪統一カリキュラムの理念を実現する

ためには、同カリキュラムが General Capabilities（６）として目標に掲げる７つの柱のうち２つを

カバーすることを目指した。ひとつは Personal and social capabilityで、学校の垣根を越えた協

働を通じて参加者が日本語学習者としての自分についての理解を深めることがそれに該当し、

もうひとつは Intercultural understandingで、前述の ILLの理念とも共通するものである。

クイズはすべて四択で、パワーポイントを使用し、できるだけ映像や動画を用いて視覚的な

サポートが得られるようにした。正解確認の後には解説スライドを見せ、学習効果を生むデザ

インとした。学習者の日本語能力などを考慮し、進行は主に英語で行い、クイズの問題文の表

示も英語を基本としたが、日本語での発話を多用することを心掛けた。また、クイズの合間に

はけん玉リレーや人気テレビアニメ「妖怪ウォッチ」より「ようかい体操第一（７）」などの体を

使うアクティビティー等も織り交ぜた。

クイズ大会はチーム制とし、回答はチームメンバーの合議で出すルールを設定した。現地教

師からは自分の生徒を一括して監視することができなくなるなどの不安の声もきかれたものの、

最終的には当センターの意向通り各チームは複数の学校の学習者からなる混成とした。これは、

他校の日本語学習者と交わることにより自分が日本語学習コミュニティーの一員であり、自分

の周囲にも日本語学習者がいることを参加者に意識してもらうことを狙ったものであったが、

この試みは成功だった。

クイズは４都市で計８セッション行い、２９校から６０２人が参加した。できるだけ多くの学校

に参加してもらうために１校からの参加者数を１５人までと制限したため、学校によってはクラ

ス全員が参加できず、教師が学外に引率しにくい状況が発生した。次回への課題である。しか

し、結果として、参加した生徒が参加できなかった生徒にいかに楽しかったかを伝えることと

なり、ニュースが短時間で広がるという予想外の効果が生まれた。

なお、クイズ大会実施直後に実施したアンケートでは全参加生徒６０２人中５４６人（９０．７％）か

らの回答が得られた。「全体として、今日のイベントを楽しめたか（Overall, did you enjoy

today？）」という質問には、４段階（４が「とても楽しめた」、１が「とてもつまらなかった」）

評価で、３６９人（６７．６％）が４、１５５人（２８．４％）が３をつけ、合計で５２４人（９６．０％）が好意

的にとらえており、学習者奨励活動として成功であったと考えられる。

３．３ アドボカシー活動

３．３．１ 保護者へのアドボカシー

初中等教育段階においては生徒が選択科目を決める際の保護者の影響が大きく、保護者に外

国語学習への理解がないと高学年まで学習を継続することは難しい。保護者に日本語教育の有

タスマニア州におけるアドボカシー活動の試み
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要性を理解してもらうことが重要であるが、保護者を対象としたアドボカシーといっても、単

に日本語学習の重要性を訴える説明会を実施するだけでは多くの参加は望めないと想定された

ことから、映画上映会という形をとることになった。つまり、子供向け上映会を企画した上で

そこに保護者も招待し、映画開始の前に１５分～２０分程度の保護者向けのプレゼンテーションを

実施することとした。映画上映会場はクイズ大会ホスト校内の施設での無料上映とし、対象学

齢に応じて初等用と中等用の２作品を用意した。

プレゼンテーションは「なぜ日本語を勉強するのか」とのテーマのもと、日本語はオースト

ラリアで最も学習されている外国語であること、日本は安全な国であり教育旅行先として最適

であること、外国語を学習することによってリテラシー能力が深まると同時に異文化理解能力

が養われること、同じような履歴なら外国語ができる方が雇用されるチャンスが増えること、

また外国語を学習する際に身に付けたストラテジーが大学やそれ以降の学習に生涯にわたって

プラスの効果を与えることなどについて de Kretser氏が説明した。

しかし実際には当方の意図に反し、保護者は会場まで子供を送った後そのまま帰ってしまう

ケースが散見された。これは上映会の広報を一任した現地オーガナイザーである各都市の取り

まとめ役日本語教師に企画者側の意図が十分伝わっていなかったことが原因と考えられる。そ

れぞれのイベントの関連性や目的について明確に文書化し、現地オーガナイザーだけでなく参

加校の日本語教師にも配布し、企画側だけではなく受手側も事業コンセプトに対して同様の理

解を持ってもらうことが必要であった。次回からは、より多くの保護者に参加してもらえるよ

う現地オーガナイザーとの意思疎通を徹底し、事前広報をしっかりすることが課題である。

３．３．２ 日本語教師へのアドボカシー

日本語教師を対象にしたアドボカシー活動として、教師が集う場を３都市で設定した。この

目的はネットワーキングの機会の提供にとどまらず、クイズ大会のフィードバックを教師同士

で共有すること、それを通じ日本語教育のもつ価値を再認識してもらうこと、また教師にアド

ボカシー活動の必要性を認識してもらうことにより将来的には教師ひとりひとりがアドボカシ

ー活動の実践者となれるよう意識を高めてもらうことにあった。

終業後は業務関係の活動をしたがらない教師も多く人数を集めるのが困難であることが想定

されていたため、気軽に参加してもらえるように早めの１６：３０からの開始、かつ短時間で終わ

らせることにし、広報の際も名称を「ネットワーキング・ドリンク」として参加したくなる要

素を増やした。また、リラックスしたムードでざっくばらんに話をしてもらうため梅酒やオー

ストラリアで作られている日本酒などを持ち込み雰囲気づくりを行った。なお、当地では金曜

日の放課後などに教員同士学校内でグラスを傾けつつ親睦を深めることが一般的であるため、

学校内でのアルコール提供に特段の違和感はない。
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ネットワーキングの内容は、２部構成でインフォメーションセッション及び懇談セッション

とした。前半は、当センター及びMCJLEより情報提供を行った。当センターからは国際交流

基金の助成プログラムや学習者向けイベント、及び当センターが開発した Classroom Resources

サイト（８）の使い方などを紹介し、次いで de Kretser氏よりMCJLEの提供する各種プログラム

及び、Australian Curriculumに関する説明の後、上述の保護者用プレゼンテーションを引用し

つつアドボカシーの考え方とその重要性を共有した。その後は懇談となったが、熱心な教師か

らは多くの質問が挙げられ、活発な質疑応答の時間となるケースもあった。帰り際には、貴重

な仕事後の時間を割いて集まってくれた参加者への手土産として、総領事館及び日本政府観光

局（JNTO）から提供を受けたポスターや日本地図などを配布した。

参加者数はローンセストン７名（うち１人はホスト校校長）、ホバート１５名であったが、平

日の夕方の実施であったこと、またタスマニア州における日本語教師の数（２０１２年日本語教育

機関調査で７８名）を考えると、この人数（全体の２８．２％）が集まったことはある程度の成果と

考えている。同じ街で日本語を教えている教師同士であっても、ほとんど顔を合わせることが

ないとのことで、このような機会に自身の持つネットワーキングを再確認できたことへの喜び

の声が寄せられた。同じような悩みを抱えて日々授業行っている教師は少なくないと思われる

ため、気軽に相談できる近くの同僚を再発見できるという意味においても、この類のネットワ

ーキングの機会の提供は当センターがより積極的に貢献していける分野ではないかと思う。

なお、結果として集まったのは中等教育段階の教師が多かった。初等教育段階の教師と当セ

ンターの、また教師同士のネットワーク促進・強化が今後の課題である。

３．３．３ 校長へのアドボカシー

校長の権限が大きいオーストラリアにおいては学校で日本語教育が継続されるか否かは校長

の裁量ひとつで決まることがよくある。そのため、校長へ日本（語）の魅力をアピールしてい

くことは最も直接的なアドボカシー活動と言える。

クイズ会場を提供してくれたホスト校の校長のみではなく、近隣校の校長にホスト校に集ま

ってもらいクイズ大会を見学してもらった上で懇談会を行うというのが当初の計画であったが、

最終的にはホスト校の校長にのみ話を聞いてもらう結果となった（ただし、これも全ホスト校で

実施できたわけではない）。この理由は、あらかじめ予想していたこととはいえ、校長はかなり忙

しくなかなか時間を割いてもらうことが難しいことに加え、連絡の時期が直前となってしまっ

たことによるものと考えている。今回は学習者奨励活動を見学してもらうという名目を掲げて

複数の校長をホスト校に招待するという目論見であったが、結果的に成功しなかった。仮に連

絡を前広にしたとしても、校長に集まってもらうのはかなりハードルの高いことである。複数

の校長に一度に会う機会をどのように設けるか、次回へ向けて検討課題を残す結果となった。
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数少ない校長との面談の機会では、当センター及びMCJLEの活動と提供可能な助成および

教師研修のプログラムについて説明した。また、オーストラリアの日本語教育は長い歴史があ

り、日本語教師は概して質が高い上に層も厚く、日本語にはカリキュラムに合致した教科書や

教材も数多く揃っているため安定しており、学習者にとって継続して学びやすい環境が整って

いることを強調した。事実オーストラリアにおいて日本語は最も学ばれている外国語であり、

他言語に比して高学年まで継続する生徒も多く（de Kretser & Spence-Brown, 2010）、しっかり

と学校教育に根を下ろしている（Lo Bianco, 2009）。また、その学校の日本語教師についても、

いかに熱心に活動している素晴らしい教師であるか第三者である我々から意識的に伝えるよう

に心がけた。

しかしながら、オーストラリアの学校長は経営者としての役割が濃く、具体的な支援パッケ

ージを示さないと魅力的に映らないという懸念がある。実際、中国等からは助手派遣や教材寄

贈、訪中機会の提供などの申し出があるとのことであり、今後校長にアピールする機会の創出

に成功した場合に、日本（語）としてどのような具体的なメリットを提示できるか、国際交流

基金全体としても検討が急務であると思われる。

なお、今回は期待したほど多くの校長と直接は面談ができなかったこともあり、イベント終

了後、面談しなかった校長も含めクイズ大会に参加したすべての学校の校長に対し、いかにそ

の学校の生徒が熱心で優秀であったか、いかに素晴らしい日本語教師に恵まれているか、また、

このようなイベントへの参加を承認した学校長の教育的イニシアティブに感謝するという内容

のアドボカシー目的のレターを発送した。

４．フィードバック
アドボカシーの効果はすぐに表れるものではなく、また学校長や保護者等の対象者から直接

アンケートを取ることが難しい。そのためここでは学習者、学校長、保護者と直に接する立場

にある引率した日本語教師を対象に約３ヶ月後に実施したフィードバックの分析を通じて、本

企画がもたらした効果について考察を試みる。実施方法は Googleフォームを利用したオンラ

イン形式で無記名とし、全２７人に依頼し１２人より回答を得た（回答率４４．４％）。

４．１ 学習態度の変化

１つ目の質問、「（イベントに参加した後）学習者の日本語学習に対する態度に変化がありま

したか？（Have you notice any changes in your students’attitude towards Japanese learning? Please

provide details.）」との問には１人を除き、全ての回答者から肯定的なコメントがあった。生徒

の日本語学習意欲が高まったという内容が最も多かったが、中でも１‐１、１‐２、１‐３に見ら

れるような、日本語学習がより「リアル」なものになった、タスマニアと日本の関係について
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学習者が興味を持つようになったという回答に注目したい。これは、JATNETから報告があっ

た「タスマニアでは学習者が日本人、また日本文化と直接触れ合う機会が限られているため、

教室内での日本語学習活動が実際に意味のある活動になりにくい」と感じている教師に対して、

解決の一方策を示すことができたのではないかと考えている。

また、他の学校との交流が学習動機を高めることになったという回答（１‐４）については、

当初現地の日本語教師の多くが複数校による混合チームを作ることに極めて否定的であったこ

とを考えると、結果として当センターの意図したところ（学校間対抗となることの回避、及び

他校の学習者との交流を通じた日本語学習のコミュニティーの一員であることの自覚）を理解

してもらうことができたと言ってよい。

さらに、学習者による波及効果についてのコメントも寄せられた。実施直後にも聞かれたこ

とだが、参加した生徒が参加しなかった生徒に今回の企画がいかに素晴らしい体験であったか

を語る場面が学校内で多々見られるということである（１‐５）。半日程度のイベントであって

も、学習者にインパクトのある学習機会を提供できれば相当な波及効果が期待できるという手

応えを感じた。

表２ 「学習者の日本語学習に対する態度に変化がありましたか？」への回答

● Opened their eyes more to Japanese language and culture. It has made learning Japanese much more‘real’(1-1)
● Students were interested in Tasmanian connection with Japan. Positive attitudes were reinforced. (1-2)
● Much more appreciative of hearing and responding to Japanese instructions in the classroom, after seeing Japanese
people giving genuine instructions. (1-3)

● Generally they feel very comfortable practicing vocab as they know they are all learning at a similar level (to other
schools). Motivated to learn more. (1-4)

● 参加できた子供たちは、日本語のレッスンがより楽しいようです。また、自信をもって自分たちの体験
をクラスメイト達に話しています。(1-5)

４．２ 教師の変化

２つ目の質問は、「日本語の教え方について、または教室内での実践についてあなたの考え

方に変化はありましたか（Have there been any changes in your thinking regarding Japanese teaching

or in your classroom practices? ）」というもので、このイベントの教師研修的側面に焦点を当てた

ものである。まず、クイズを使った学習を自分でも教室活動に取り入れたという直接的な回答

があった（２‐１）。教室活動を豊かにすることが可能となった一例と言える。また、クイズの

テーマのひとつとして取り上げた「日本とタスマニアのつながり」との関連では、自分の教室

でも日本とタスマニア、そして日本とオーストラリアの関係について積極的に発信していきた

いというコメントが見られた（２‐２、２‐３）。こういった教師の気づきがもたらす授業活動の

充実は、学習者にとって学習対象と自身の関係性が明確になることにつながるため、日本語学

習がより具体的で意味のあるものと感じることができるようになるのではないか。
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次の２‐３及び２‐４の例では、自身の教室活動でも日本語（での発話）を多く取り入れるき

っかけとなったとの回答があった。参加者のほとんどがＮ５に満たない日本語力であっても意

味のあるコンテクストで日本語に触れてもらえるように、クイズの進行にあたっては日本語で

の挨拶や指示を多く取り入れたが、それが評価されたと言える。

クイズ大会は一義的には教師研修として企画したものではないが、クイズ大会の進行を担当

した日本語専門家がどのように日本語を織り交ぜながら学習者を活動に引き込むか、そしてそ

れに学習者がどのように反応するかを具に観察してもらうことにより、教師研修としての効果

が得られたと考えられる。また、引率した日本語教師にとっては他校の学生の日本語力を知る

機会ともなり得たと思う。

表３ 「日本語の教え方について、または教室内での実践についてあなたの考え方に
変化はありましたか」への回答

● I learnt a lot about how to present a quiz. I did some quizzes - kids loved the competitive aspect of the Roadshow.
(2-1)

● I’m trying to include more Japanese pop culture and am making clearer to students the Tasmania−Japan relationships
that exist. (2-2)

● Has made me use simple instructions and increased my level of Japanese usage in the classroom. (2-3)
● I really liked the way simple greetings and instructions were spoken in Japanese and my students were so excited to
understand this language. I have continued to use this vocab in the classroom. I plan to mention more about
connections between Australia and Japan. (2-4)

４．３ 学校コミュニティーへの影響

次の質問では、アドボカシーの観点から、学校や学習者の家族の態度に何か変化があったか

（Have there been any changes in the attitude of the school community and students’families?）を問う

た。この設問に対しては、「No」や「もう少し長期的に観察してみないことにはなんとも言

えない」といった回答もいくつかあったが、全体としては肯定的な回答が寄せられた。

家庭へのアピールの役に立った例として３‐１では学校のニューズレターに今回のクイズ大

会の記事を載せたとのことである。また、３‐１、３‐２では、自分の子供が今回のイベントに

参加できてよかったとのコメントを保護者が教師に伝えてくるケースが報告された。さらに、

３‐３では校長から労いの言葉がかけられるなど、学校長レベルでも今回の企画が認知された

ことが窺えるものがあった。また、３‐４の学校では、Roadshowを年間行事に組み込みたいと

いう意向が出ているとのことで、このイベントが当該学校コミュニティーにとって有益であっ

たと評価されたものと考えられる。これが一過性のもので終わらず、学校内で日本語教育の価

値が再認識されることが期待されるが、そのためには、何人かの教師が回答で指摘したように、

さらに中長期的な視点にたってのフォローアップが必要であろう。
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表４ 「学校や学習者の家族の態度に何か変化があったか」への回答

● I published an article in the school newsletter and several parents came up to me to comment on how much their
child loved the learning experience of the Roadshow. (3-1)

● Individually, some parents said how happy they were for their children to attend. (3-2)
● I put together a newsletter article for 2 schools in which each child wrote a comment. They were brilliant! The
principal of the school commented on what a wonderful day the kids had had and complimented me on the article.

(3-3)
● The school community is very keen for the Japanese roadshow to be annual event that can be offered to students.

(3-4)

４．４ その他のコメント

最後に、その他のコメントや感想を質問した（Please give us any further comments and

impressions of the day．）。回答には次回に向けての示唆を含む貴重な意見が寄せられた。まず、

次回は高学年（Y１１‐１２（９））も参加させたいというもの（４‐１）や、もっとクイズを少なくし

てけん玉のような体を動かすアクティビティーを多くしてほしい（４‐２）など、対象レベル

や構成に関わる要望があった。

また、複数校の生徒からなる混成チームとしたことについては好意的な声が多かった（４‐

２、４‐３）。最初は戸惑っていた参加者が時間の経過とともに打ち解け、互いの知識を持ち寄

って課題を遂行できたことは、学習者と引率した日本語教師の双方にとって良い刺激となった

ことと思う。特に学習者にとっては日本語を学んでいる仲間が自分の教師や学校の外にもおり、

学習者自身が広い意味での日本語学習コミュニティーの一員であるという自覚が得られたので

はないかと考えられる。さらに、ネットワーキングに参加できなかった教師にとっては、他の

教師とクイズ会場で顔を合わせ近況を報告しあうだけでも十分に意義があったようで、他の日

本語教師と会えたことを評価点として挙げた教師もあった（４‐５）。

表５ 「その他のコメントや感想」への回答

● Next time I would like to bring my seniors along as well. (4-1)
● In general, it was great. However, there could perhaps be a few less quizzes and a few more hands-on get-up-and-do
activities like the kendama challenge in the latter part of the day as children became a bit restless waiting for their
‘turn’ in the quiz. (4-2)

● The students were able to ‘show off’ their knowledge and by mixing with students from other schools were able to
bounce ideas from each other. (4-3)

● Students loved the day − tentative at first when they were split up and put into groups with unknown children, but by
the end of the day, they were so excited about the day and meeting new people. (4-4)

● It was good as a teacher to have the opportunity to network with other Japanese teachers in the area. (4-5)

５．複合型事業としての考察
ここまでは本企画を個別にみてきたが、本節では複合型事業としての側面に注目して総括し、

成果と課題を考察したのち、今後の展望を述べる。
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５．１ 成果と課題

一番大きな成果としては、同時にいくつかのイベントを行うことでそれぞれの事業が有機的

に作用しあい、相乗効果が生まれたことが挙げられる。まず、本件事業の中核である学習者奨

励事業の成功による①「学習者へのポジティブな学習体験の提供」があるが、これを前提とし

て、②保護者へのアドボカシー、③教師へのアドボカシー、④校長へのアドボカシーが達成で

きたと考えている。

つまり、②については、学習者がそれぞれの家庭で日本語学習の楽しさや今回のイベント

（①）への期待を語っていることが大きな要素であると考える。実際に、アドボカシーチーム

が開催地のカフェで朝食をとっている際に、「うちの子供が日本語のクイズ大会に参加すると

いうのでここ数日張り切って勉強している。こんなに熱心に調べものをしている姿は今まで見

たことがない」と店員と客がカウンター越しに話している場面に出くわした。これはデボンポ

ートという特に小さな田舎町での出来事であるので過剰な一般化は避けねばならないが、こう

した子供の姿を見てもらうことは保護者にとって日本語学習をサポートする動機になりうるし、

保護者同士のネットワークを通じても子供が経験するポジティブな日本語学習体験の期待や記

憶が拡散していくことが予想できる。その話を聞いた保護者仲間が「そんなに熱心に楽しんで

勉強してくれるのなら、自分の子供にも日本語を学習させようか」という気になればアドボカ

シーとして大きな成果といえるだろう。また、子供が楽しんで学習する姿はそれを応援するた

めに保護者が映画上映会などのイベントに足を運んでくれる機会に繋がるものと思う。

③については①のために企画した複数校参加のクイズ大会という非日常の要素が作用して、

教師が放課後に集まることとなったとも考えられる。自身の生徒の学習体験や、生徒からのフ

ィードバックを他校の日本語教師とシェアしたいという気持ちもそこには含まれているのでは

ないか。その結果、JATNETという教師会を擁してはいるが、強いリーダーシップを発揮する

存在がいない同州において、ネットワーク強化にわずかながらとはいえ貢献できたと言えると

思う。

最後に④の校長へのアドボカシーであるが、上述したように今回は成功したとは言えないも

のの、イベントをホストしてくれた学校の校長はクイズ大会を覗きに来たり、個別に面談時間

を設定してくれたり、ネットワーキング・ドリンクに参加してくれたりと、①があったがゆえ

にアクセス可能となったと思われるケースがあった。学校長としては、学校内で起こっている

ことを把握しておきたいと考えるのは当然であるし、自身の学校が複数校によるイベントの会

場になっていることは保護者や学校コミュニティーへのセールスポイントとなる。

上記のことから、ポジティブな日本語学習体験を学習者に提供すること（①）そのものも十

分有効なアドボカシー活動となりうるという示唆が得られた。さらに②～④についていえば、

学習者奨励活動を中心に据えて各種アドボカシー活動を行うことにより、アドボカシー活動の
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みを単独で実施する場合には望めない相乗効果が生じ、アドボカシー効果が強化されるという

結果が観察された。校長や保護者のみを対象とした説明会の実施よりも、学習者を巻き込んだ

形を取ったほうが、学校コミュニティーへのアクセスが容易であり、かつ日本語教育が提供で

きるものを直接目で見て体験してもらえる分、効果的であった。

しかしながら、複合型企画であるが故の困難も多かった。まず、企画運営にかかる負担が大

きかった。当然ながら、連絡先が多く、連絡回数も相当量になる。また、上述した映画上映会

に保護者を巻き込むことに失敗した例に顕著なように、関係する人員も多くなるため、すべて

の関係者が目的や内容について理解を同じくできていなかったのは大きな反省点である。新企

画ということもあり、当センター内の関係者でさえイベントの最終形について同じ絵を描けて

いない面もあった。改善点としてはイベントの最終形及び意図や目的などを文書化し、企画運

営に関わる関係者全員と共有することである。

また、今回は地元紙に１件記事として取り上げられたが、次回からはより戦略的にマスコミ

露出を目的としたプレスリリースの発出などを行うことにより、さらにアドボカシー効果が高

まると予想される。

５．２ 今後の展望

本節では今後の展望について考えたい。まず、現地化の問題がある。すでに今回の企画の評

判を耳にした他州からも同形態の事業実施につき要請が寄せられており、タスマニア州だけを

対象として当センターがこのような形で関わり続けることは人員的にも予算的にも現実的では

ない。将来的にはこのような企画も現地の日本語教師会が主導し、当センターは主催ではなく

協力機関となる方向で進んでいくことが望ましいと考える。まずタスマニアについては２０１５年

７月末に JATNET主催の日本語教師研修会に出講し、クイズの構成、内容、また作成の意図

などを説明し、それぞれの教師が各自クイズを増やしていけるよう道筋をつけた。今後、他州

にも今回の企画で得られた知見を共有していきたい。また、各地の教師が、自分たちでも授業

等で活用できるように、クイズ問題の共有化を進めている。方法としては、先述の Classroom

Resourcesサイトにタスマニアで使用したクイズの一部を改訂したものをアップロードした（１０）。

今後更に問題を追加していく予定である。

また、学習者はもちろんのこと、校長や保護者と常に対面している日本語教師自身が優秀な

アドボケーターである必要があり、教師自身にその自覚を持ってもらうことが肝要であると考

えている。そのため、次の目標のひとつとして、日本語教師にアドボカシースキルについて考

えてもらう教師研修の開発に取り組んでいきたい。学校内で日本語プログラムを守っていくの

は日本語教師の力量に負うところが大きい。上述したように、クイズ大会について積極的にニ

ューズレター等で発信し、学校長や保護者に日本語プログラムをアピールすることに成功した

タスマニア州におけるアドボカシー活動の試み
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教師もいる。学校コミュニティーに「日本語プログラムを持っていてよかった」と思ってもら

うかどうかは現場の教師の意識と実践能力に掛かっている。

また、Tohsaku（２０１４：１１）によれば、有効なアドボカシーのためにはすぐに提供できる信

用に足るデータを常備しておくことが必要とされている。今後は校長や保護者にわかりやすく

提示でき、かつ学習者にとっても魅力的なアドボカシー・ツールを作成する予定である。まず

は、ロサンゼルス日本文化センターのウェブサイト SPEAK JAPAN（１１）を参考にした、オースト

ラリア向けアドボカシーサイト及びそれに付随した配布物などの作成を考えている。これは当

センターがイベントを実施するときに使うだけではなく、教師自身が学校内外でアドボカシー

活動を行うことをサポートすることにも貢献できると考えている。

また、今回はMCJLEとの協働により成果を上げたが、外部機関との協力関係も今後より一

層追及していくべきであると思われる。一例であるが、在外公館のプレゼンス（学校長へのア

クセスが容易になる）や、JNTOと組んで保護者や教員向けに教育旅行のプロモーションを実

施するなども可能であろう。特に後者については、日本を含む海外への教育旅行が一般的な当

地にあって、訪日旅行のし易さは学校にとって日本語の学び易さのひとつとして理解されると

考えられる。すなわち、「日本語教育」の重要性を強調するだけではなく、「日本」自体の魅

力を総合的に伝える工夫が必要だと思われる。オーストラリアでは日本の英語教育とは異なり、

外国語は高校卒業にあたっての必修科目でもなければ大学入試に必要な科目でもないため、ご

く限られた数の生徒のみが外国語を高学年まで継続して学習しているのが実情である（全１２年

生の１２．８％。アジア言語に限ると５．８％（１２））。このような中では、まず外国語教育の有用性をア

ピールした上で、他言語と比べてなぜ日本語を選択することがメリットとなりうるのか、すな

わち上述したように、豊富な教材、国際交流基金やMCJLEをはじめとする日本語教育支援団

体、教師研修機会、教育旅行のし易さなどを含めた総合的な意味での日本語学習環境の充実に

ついて多様なチャンネルを通じて訴えていくことがアドボカシー活動となり得るのではないだ

ろうか。

６．終わりに
以上、本稿では当センターが実施したタスマニアにおけるアドボカシー活動について報告し

た。従来単発で行われることが多かった教師研修及び学習者奨励事業をアドボカシーの観点か

ら複合型事業として発展統合し、校長や保護者へのアクセスを試みつつ、それぞれのイベント

による相乗効果を狙ったものである。第１回目の試みとして、企画は概ね成功したと言えるが

いくつかの課題が明らかになった。日本語教育が根付いているオーストラリアであるが、上述

した通り他言語のアドボカシー強化などにより、日本語の地位が相対的に低下しているとも考

えられる。今後ますます日本語教育としてのアドボカシーが必須となっていくと考える所以で
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ある。

本論で詳述した通り、ここでいうアドボカシーとは校長や保護者への直接的働きかけはもち

ろんのこと、各教師のアドボカシースキル向上促進など多様な形態が考えられるが、それらは

単独で行う場合よりも、学習者へのポジティブな学習体験の提供を伴うことで、より高い効果

が望めるという示唆が得られた。今回のこのタスマニアでの経験を生かして、他の地域でも同

様の企画をより進化・洗練されたかたちで展開していきたいと考えている。

〔注〕
（１）Australian Bureau of Statistics「Australian Demographic Statistics, Dec 2014」<http://www.abs.gov.au/ausstats/abs
@.nsf/mf/3101.0/>２０１５年８月１９日参照

（２）日本語教育担当プログラム・コーディネーターは現在３名おり、各種イベントの運営に責任をもつ事務
担当スタッフである。

（３）NSJLEの概要については中島（２０１４）を参照。
（４）概要は https://www.jpf.go.jp/j/project/japanese/survey/area/country/2014/australia.htmlのうち「最新動向
１．全国統一カリキュラム（Australian Curriculum）」を参照のこと。また、同カリキュラムと日本語教育と
の関わり方については、『オーストラリア・カリキュラムの輪郭』（Draft Shape of Australian Curriculum）
の外国語教育部分を執筆した南オーストラリア大学 Scarino准教授による Scarino（２０１４）を参照のこと。

（５）ILLについては国際交流基金「日本語教育 国・地域別情報 ≪オーストラリア≫（２０１４年度）」を参照。
（６）Australian Curriculum「General capabilities in the Australian Curriculum」<http://www.australiancurriculum.edu.
au/generalcapabilities/overview/general-capabilities-in-the-australian-curriculum>２０１５年８月２３日参照

（７）妖怪ウォッチ「【妖怪ウォッチ】ようかい体操第一」<http://www.youkai-watch.jp/yw/taisou/>２０１５年１２月１６
日参照

（８）国際交流基金シドニー日本文化センター「Classroom Resources」<http://jpfsyd-classroomresources.com/>
２０１５年８月１９日参照

（９）日本の高校２年生と３年生に相当。
（１０）クイズ問題は次のリンクから閲覧できる。<http://jpfsyd-classroomresources.com/r141.html> (Japanese Food)、
<http://jpfsyd-classroomresources.com/r140.html> (About Japan)２０１５年８月１９日参照

（１１）国際交流基金ロサンゼルス日本文化センター「SPEAK JAPAN」<http://speakjapan.jflalc.org> ２０１５年８月
１９日参照

（１２）The Diplomat「Australia’s Foreign Language Deficit」<http://thediplomat.com/2014/07/australias-foreign-language
-deficit/>２０１５年８月２４日参照
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ブラジルの年少者に対する日本語指導の現状と課題

柴原智代

１．はじめに
ブラジルの日本語教育は、日系人の移民子弟を対象にした日本人学校から始まった。日系人

とは、日本以外の国に移住し、当該国の国籍または永住権を取得した日本人及びその子孫を指

す。第二次世界大戦後に、それらの日本人学校が日本語学校に転換したために、ブラジルでは

今日でも６～１２歳の日本語学習者が多い。実数調査はないが、学習者全体の約３割、６，０００人

近く存在するのではないかと推測される。教育現場からは、「何年勉強しても、文字しか読め

ない」、「年少者への日本語指導の方法は、２０、３０年前と変わらない」という評価が聞かれる。

本稿では、年少者に対する日本語指導の現状と課題を整理し、課題解決のための取り組みを紹

介する。

２．歴史的変遷
佐々木（１９９９、２００３）、モラレス松原（２０１３）、末永（２０１５）をもとに、「ブラジルにおける

年少者への日本語指導の歴史的変遷」を表１に整理する。

表１ ブラジルにおける年少者への日本語指導の歴史的変遷

年代 教育目的 主な教育内容 関連事項

１９２０年
代～

国語として 日本で使われている国語教科書を使用し、
音読や文字指導中心の教育を行った。

１９３０年代には約６００校
存在した。

１９５０年
代～

継承語とし
て

年少者の日本語力は総じて高かったため、
国語教科書の音読や文字指導中心の教育
が成立した。日本語力が低い年少者には、
ブラジルで出版された教科書が使用され
た。日本語以外に、体育、書道、裁縫な
どの科目もあり、しつけが重視された。

１９６１年に教科書『日本
語』がブラジルで出版
された。ブラジル社会
の生活場面や語彙を取
り入れたが、構成は国
語教科書を踏襲した。
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１９７０年
代～

継承語とし
て

日本語を話せない日系の年少者がクラス
に混じるようになったが、教科書の音読
や文字指導中心の教育は変わらなかった。
日本関連の行事が盛んに行われた。

文型積み上げ式の教科
書『にっぽんごかい
わ』（幼年用／少年用）
がブラジルで出版され
た。

１９９０年
代～

継承語／外
国語として

日本語を話せない年少者がクラス内に増
加するにつれ、教科書の音読や文字指導
中心の教育では対応できないという認識
が学校関係者の間に一般化し、文型積み
上げ式の教え方が教育現場に浸透してい
った。

日系以外の学習者が増
加し、日系社会の日本
語学校が次の３種類に
分化した。
（ア）成人学習者中心
（イ）私立学校
（ウ）転身せず（年少

者中心の運営を
継続）

２０００年
代～

外国語とし
て

文型積み上げ式の教え方でも話せるよう
にはならず、日系人子弟の日本語学習離
れが進んだ。他方、歌や折り紙などの文
化紹介中心の授業が増えた。

表１で使用した「継承語」ということばの定義と補足説明をしておく。中島（２００３）は、親

や祖父母から受け継いだことばを「継承語」、育つ環境で毎日使うことばを「現地語」と定義

し、移住２世はこの２つを使い分けるが、移住３世になると現地語中心になるため、継承語の

補強プログラムがない場合、通常３代で継承語は現地語に置換（シフト）すると指摘した。

本稿では、「継承語として」日本語を学ぶということは、①家庭内で日本語を使用していて

日常的な会話能力があり、その会話能力を維持するために学ぶ、②家庭内の使用で獲得された

会話能力を土台にして読書したり文章を書いたりして、言語能力と思考力を発達させるために

学ぶ、③アイデンティティ形成・文化継承のために学ぶ、という３つを想定している。

表１から、教育目的が、国語、継承語、外国語と変わってきたことが見てとれる。モラレス

松原（２０１３：９９）は、第二次世界戦後、日本語学校が復活したことで、言語継承がされたかの

ように見えるがそれは錯覚であり、１９７０年代には日系人の家庭でも現地語使用が主流になった

と指摘している。そのために、日本語が母語ではない学習者が、「外国語として」日本語を学

ぶために開発された教授法である文型積み上げ式の教科書が必要になったのである。

１９７０年代には日系の家庭で現地語へのシフトが進み、１９９０年代以降は日系以外の学習者も増

加したにもかかわらず、２０１２年の日本語教育機関調査（国際交流基金 ２０１３）において、学習

目的を「母語または継承語」だと回答した機関が５９．１％もある。先に述べた、「継承語として」

日本語を学ぶ目的のうち、①の会話力維持や、②の言語能力と思考力の発達のためではなく、

③のアイデンティティ形成を目指すものだと思われる。日系の学習者にとっては、母語がポル
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トガル語となっても、継承語として日本語を学ぶと言える。しかし、母語がポルトガル語にシ

フトしたのであれば、外国語としての日本語の指導法が妥当である。この「継承語として」の

日本語と「外国語として」の日本語という２面性が、教育現場にどのような影響を与えている

か、次に見ていく。

３．教育現場の現在の状況
１９９０年代には日系社会の日本語学校が３種類に分化したことを表１で述べた。その中の、

（イ）私立学校と、（ウ）転身せず年少者中心の運営を継続している日本語学校を取り上げ、

指導の実状を考察する。筆者は２０１３年８月から２０１５年６月までに、サンパウロ市内及び近郊の

私立学校６校と日本語学校５校の計１１校を訪問した。

この１１校は、年少者への日本語指導で高い評価を得ている代表的な機関であり、ブラジルの

日系社会の中にある日本語学校全体から見れば一部の限られた状況であるが、指導の傾向は見

てとれる。１１校のうち、私立学校も半数は日系人子弟、日本語学校の学習者はほぼ１００％が日

系人子弟であった。使用教科書から１１校の授業を表２のように、３つのタイプに分けて課題を

整理する。尚、訪問した１１校に限らず、２０１５年現在では、タイプ１は少数派で、タイプ２とタ

イプ３を併用する学校が多数派であると思われる。

表２ 使用教科書から見た授業内容のタイプ分け

主な授業内容 観察された学習者のようす

＜タイプ１＞日本の国語教科書を使用：

該当学年より２～３学年下の国語教科
書を使用し、音読と教科書の文章を書
き写す作業が中心に行われている。音
読や書き写す作業の後で訳語が与えら
れて、意味がわかる。個人作業が中心。

・教師が日本語による直説法で授業を進めるので、
簡単な質問にはうなずいたり、単語レベルで答え
たりできる。一文単位の文字の読み書きはできる。
・音読はできるが、教科書の内容について質問し
てもほとんど答えられない。

＜タイプ２＞文型積み上げ式の教科書を使用：
『こどものにほんご』、『きそにほんご』、『日本語ジャンプ』など

簡単な説明のあとで、教科書にある「こ
れはルイスさんのかばんですか。はい、
そうです／いいえ、そうじゃないで
す。」という文型の練習を書いて行う。
個人作業が中心。

・教師が日本語による直説法で授業を進めるので、
簡単な質問にはうなずいたり、単語レベルで答え
たりできる。一文単位の文字の読み書きはできる。
・音読はできるが、教科書の内容について質問し
てもほとんど答えられない。

＜タイプ３＞絵教材やビデオなどを使用：
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文字指導のほかは、歌、踊り、折り紙、
ゲーム、紙芝居など文化紹介が中心に
なっている。

楽しそうに授業に参加している。獲得される日本
語は、挨拶や語彙が中心になる。

４．課題
４．１ 言語教育の観点から見た課題

３つのタイプに共通しているのは、文字学習の重視である。見学した１１校のすべてで、文字

や漢字の学習に年間の授業時間数の多くを割き、意味の理解に先行して文章を書写させたり、

簡単な説明の後に文型の練習を書いて行わせたりしていた。しかし、意味のあるやりとりを口

頭でさせたり、意味のある文章を読んだり書いたりするといったコミュニケーション能力養成

を目指す活動はほとんど見られなかった。

このような指導法が一般的なのは、日本語母語話者を対象とした識字教育の方法を踏襲した

ためではないかと思われる。日本語を母語とする６歳児は２，０００語以上の語彙を使用でき、５，０００

語以上の語彙を理解できると言われる（アレン玉井 ２０１０：２０７）。つまり、音を聞けば多くの

語の意味が分かる。その知識を前提に、小学校に入学後、音と字形を一致させる識字教育、音

読教育、漢字教育が行われ、言語能力と思考力を発達させていく。１９７０年代までは、一定の効

果があったと思われるが、１９９０年代には、学習者の多様化により、文型積み上げ式の教え方が

採用されるに至った。文型積み上げ式は、コミュニケーション能力の養成を目指すために開発

された教え方であるが、その中核となる文法形式を操作する練習や機械的な口頭練習は、成人

学習者ならば一定の効果があるが、年少者には効果的とは言えない。タイプ３では日本や日本

語への興味・関心は醸成されるが、９、１０歳ぐらいで文型積み上げ式に移行するため、学習意

欲の低下が見られると言う。

表１で指摘したように、１９７０年代には家庭内での日本語使用が減少し、国語教科書に代わっ

て文型積み上げ式の教科書がブラジルで出版されるなど、教育環境としては「外国語としての

日本語」に切り替わっていた。しかし、日本語指導の実状は、「国語・継承語としての日本語」

の時代と変わらない文字指導中心であった。教育環境は変わったのに、日本語指導の実状が変

わらなかった原因は大きく２つあると考える。ひとつは、日本語学校の経営陣、教師、親など

の関係者が、家庭内外で日本語を使用していた自分の体験と年少者の状況を同一視し、指導法

を変更する必要性をそれほど強く認識しなかったこと、もうひとつは、文字指導中心に代わる

有効な指導法が見いだせなかったためだと思われる。

４．２ 文化学習の観点から見た課題

日本語学校や私立学校では、日本語の学習以外に、人材育成・人間教育を目的にあげ、「日
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本語の指導を通じて、日本の文化と伝統を伝承する心を育てる」、「日本文化を伝承し、指導

者としてブラジル国に貢献できる人材育成」というような標語を掲げている。学校関係者の話

から日系社会を担う次世代に日本的な倫理観を継承しようする強い意思が見受けられる。日本

的な倫理観としては、礼儀正しさ、勤勉、誠実、整理整頓の習慣、時間の厳守、協調性、他者

配慮、思いやりがよく例に出される。

このような日本的な倫理観を育成するために、学校では挨拶や後片付けが重視されるほか、

運動会、林間学校、ひな祭り、母の日、父の日、敬老会、さくら祭り、やきそば祭り、など日

本に関連した行事を数多く実施する。敬老会では、日系のお年寄りに花笠音頭やヨサコイソー

ランの踊りを披露し、日系社会の結束に一定の役割を果たしている。これらの行事が倫理観の

育成にどのようにつながるかの議論は聞かれないが、このような環境で育った子どもは、行事

の際に積極的に手伝おうとする姿勢が見られると述べる教師もいる。

しかし、これらの日本的な倫理観の重視には弊害もある。「日本人は時間を守るので、皆さ

んも守りましょう」という教えの裏に、日本社会に対するステレオタイプの強化や理想化、そ

の対比としてブラジル社会の軽視が危惧されるからである。日本もブラジル同様に問題や矛盾

を抱えつつも、防災や少子高齢化など人類共通の課題に取り組んでいる社会だと捉えて、その

取り組みから協調的に学ぶという姿勢が、教育的な観点からは望ましいと思われる。

５．課題解決のための取り組み
筆者は、年少者の日本語指導にあたっては、文字学習の重視でも文型積み上げ式でもなく、

年齢相当の認知能力に即した学習方法を採用する必要があると考える。また、文化学習の面で

は、日本的な倫理観の継承ではなく、日系という文化的背景を持つ年少者と日本に興味を持つ

日系以外の年少者がともに学び、異文化理解能力を養成する方法が望ましいと考える。課題解

決のために国際交流基金サンパウロ日本文化センター（以下、FJSP）が行っている取り組み

について紹介したい。

５．１ コミュニケーション能力の養成

コミュニケーション能力を養成するためには、年齢相当の認知能力に即した教室活動の設計、

学習過程への配慮、長期的なカリキュラムの設計が重要だと考える。

まず、教室活動の設計については、ピアジェ（J.Piaget）の認知発達論を用いることができ

るだろう。アレン玉井（２０１０：１０４）によると、ピアジェ（J.Piaget）の認知発達論では、７～

１２歳を具体的操作期、それ以降を形式的操作期と捉えるので、言語教育の方法としては、７～

１２歳は、実生活に即した場面やトピックを単元にして、その中で作業（タスク）や体験を通し

て日本語を帰納的に学習する方法が望ましく、１３歳以降は、それに文法・文型などの活用を行

ブラジルの年少者に対する日本語指導の現状と課題
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う形式的操作を組み合わせていく教室活動の設計が望ましいと考える。

学習過程への配慮については、第二言語習得研究の知見を参考にする。第二言語習得研究で

は、言語習得とは、覚えた表現や文をそのまま使った定型的な発話から始まり、次第にその内

部構造が理解されて文法的な操作が可能になっていくプロセスだと考えられている（松村

２０１２：２００）。言語習得を促すためには、「インプット（聞く・読む）→インテイク（理解を深

める）→知識の統合→アウトプット（話す・書く）」という学習過程が重要である（JACET SLA

２０１３：４）。成人学習者は、理解を深める（インテイク）ために目的を変えて何度も聞いたり

読んだり、学習者同士で自分の気づきを話し合ったり、自分のアウトプットをモニタリングし

たりすることが可能だが、認知発達の途上にある年少者には難しいため、教師の役割が重要と

なる。すなわち、新しい語彙や表現を体験的にインプットしたあと、教師との質の高いやりと

りを通して理解を深めさせ（インテイク）、学んだことを使って発表・カードを書くなどのア

ウトプットをさせる学習過程が望ましいと考える。

長期的なカリキュラムの設計については、初等教育最終学年の目標はＡ１、継承語の場合は

Ａ２の途中と言われているヨーロッパ共通参照枠組み（CEFR）の例を参考にしたい（佐藤２０１２：

９）。ブラジルで一般的な「週１～２時間、年間３０～６０時間、６歳から１２歳まで６年間ほど日

本語を学ぶ」場合を想定すると、現実的な目標設定は、JF日本語教育スタンダード（以下、JF

スタンダード）のＡ１レベルだと思われる。Ａ１とは定型表現を用いて必要最低限のコミュニケ

ーションができる段階、Ａ２とはごく基本的な日常のコミュニケーションができる段階である。

６年間でＡ１レベルの内容を繰り返し学習するためには、教室活動のアイディアが豊富でなけ

ればならないし、Ａ２の能力を養成するためにＡ１で何を教えるべきか検討して、カリキュラム

を設計する必要がある。

２０１５年現在、サンパウロ市のある日本語教育機関で、上述した点に配慮した年少者向けの教

材開発が進行中であり、FJSPはその支援を行っている。Ａ１レベルを４分冊（Ａ１．０、Ａ１．１、

Ａ１．２、Ａ１．３）で学ぶ教材で、現在、Ａ１．１の試用版が完成し、２０１６年の出版を目指している。

Ａ１．１の試用版は７、８歳向けで、定型表現と語彙の学習が中心である。たとえば、ある課で

「りんご、バナナ、みかん」などのくだものの語彙を学んだあと、別の課で「りんごは赤、バ

ナナは黄色」のように、色の語彙を学んだり、「りんごは丸い、バナナは長い」のように形状

を表す語彙を学んだりする。さらに別の課で「バナナが好きです」という表現を学び、別の課

で動物の語彙を学び、さらに別の課で、「さるはバナナが好きです」という表現を学ぶ。ピア

ジェの発達段階説によると、この年齢の年少者は自己中心的な発話や思考が優勢であるので、

実際の授業でもくだもののイラストを見ると、自分が好きなくだものを指さして騒ぎ始めてし

まう。色や形状という側面から対象物であるくだものを捉えることや、他者は自分とは異なる

ものが好きだという脱自己中心的思考には立てない。そのため、Ａ１．１の試用版では、定型表
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現と語彙の繰り返し学習を通して日本語力を養成するとともに、脱自己中心的思考の発達を目

指している。

５．２ 異文化理解能力の養成

本稿では、JFスタンダードに基づき、異文化理解能力を「自分にとっては当たり前となっ

ている価値観を見直し、異なる価値観を持つ他者との間で調整し、協働できる能力」とする（国

際交流基金 ２００９：１８）。異文化理解能力の養成については、FJSPが実施している研修の例を

紹介する。FJSPでは、毎年、公立及び私立学校で日本語を学ぶ１３～１８歳の学習者（約２５名）

を対象に、３泊４日の合宿型の研修を行っている（柴原他：２０１５）。食生活と食育、生活のリ

ズムなどの実生活に即した場面やトピックをとりあげ、作業や体験を通して帰納的に日本語を

学習するとともに、異文化理解能力の養成も目指している。「移民と自分のルーツ」をテーマ

にした活動では、自分の曽祖父母や祖父母がどこの出身かを世界地図に記した後で、自分の家

の食事や言語環境を日本語で情報交換した。最後に、日系移民だけを特別視するのではなく、

自分のルーツも他者のルーツも同等で、尊重しあうことの重要性を媒介語で話し合った。今後、

合宿型研修で教育実践を積み、６～１２歳向けに改良した上で、サンパウロ市内の私立学校で試

用することを計画している。

６．まとめ
ブラジルの年少者に対する日本語指導の現場では、文字指導中心の教育が行われており、コ

ミュニケーション能力の育成にはつながっていないこと、文化学習の面では、時間厳守や礼儀

など日本的な倫理観を重視することにより、日本社会の理想化とその対比としてブラジル文化

の軽視を助長する危険性があることを課題としてとりあげた。課題解決のための取り組みとし

て、認知発達と言語習得の２つを視野に入れた学習方法と、日系という文化的背景を共有する

年少者と日本に興味を持つ日系以外の年少者がともに学ぶブラジルの環境に合った異文化理解

能力の養成について紹介した。これに加えて、年少者指導にあたっては、「静かにさせる、集

中させる、落ち着かせる、責任ある行動をとらせる、勉強と遊びのけじめをつけさせる」など

の教室運営技術の熟達が不可欠だと思われる。本稿での課題整理を出発点に、長期的に取り組

んでいきたい。
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日本語学習者のネット利用状況と学習サイトへの期待
－海外１１拠点の調査結果から－

伊藤秀明・石井容子・武田素子・山下悠貴乃

１．調査の背景
２０１４年、世界中のインターネット利用者は３０億人に達したことが発表された（International

Telecommunication Union 2014）。インターネットが急速に普及する中、日本語教育においても

近年、様々な機関や個人によってインターネットを利用した学習素材が多く開発されている。

国際交流基金関西国際センターにおいても２００７年７月の「日本語でケアナビ（http:/

/nihongodecarenavi.jp）」の公開を皮切りに、「アニメ・マンガの日本語（http://anime-manga.jp）」、

「NIHONGO eな（http://nihongo-e-na.com）」、「まるごと＋（まるごとプラス）入門（Ａ１）（http:

//a１．marugotoweb.jp）」、「まるごとのことば（http://words.marugotoweb.jp）」「まるごと＋（ま

るごとプラス）初級１（Ａ２）（http://a2.marugotoweb.jp）」と日本語学習に関連するWebサイト

の開発、公開を行なってきた。このようなインターネットを利用した学習素材は時間や距離を

越えて学習者に直接提供できる利点から日本語教育関係者によって開発が続けられているもの

の、日本語学習者のインターネットの利用実態については現在までほとんど述べられてこなか

った。そこで本稿では、国際交流基金関西国際センターが今般、さらなる eラーニング事業の

展開のために行った国際交流基金の海外２０拠点（１）の日本語講座の学習者を対象にしたインター

ネット利用などに関するアンケート調査の結果から、日本語学習者のインターネットの利用状

況および日本語学習者が求める学習サイトについて報告する（２）。

２．先行研究と本報告の意義
世界中の人々のインターネットの利用実態を報告した文献は数多く存在するが、対象を日本

語学習者に限ったインターネットの利用実態の調査はあまり多くない。その中でも比較的大規

模な調査として梁（２００９）、武田（２０１０）、三國他（２０１１）の３つがある。

梁（２００９）、武田（２０１０）はそれぞれ中国、ドイツの日本語学習者を対象にインターネット

の利用についてのアンケート調査を行っており、三國他（２０１１）では６カ国（日本、中国、タ

イ、ニュージーランド、ドイツ、トリニダード・トバゴ）の日本語学習者のメディアの使用実

態に関するアンケート調査を行っている。

これらの研究はいずれも２００名を越える学習者に対して調査を行っており、日本語学習者の
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インターネットを利用した活動の実態の一側面を明らかにしている。しかし、距離や時間を瞬

時に越えるインターネットの特性を考えた場合には、梁（２００９）、武田（２０１０）のように特定

の１カ国を対象に調査を行うだけではなく、比較対象となる複数地域の学習者のインターネッ

トの利用実態を明らかにすることで、特定の国や地域の特徴も明らかになると思われる。その

点で三國他（２０１１）は複数地域の調査を試みているが、３００名ほどの調査対象者のうち、特定

の２カ国の学習者が調査対象者全体の約３分の２を占めており、複数地域の日本語学習者のイ

ンターネットの利用実態を明らかにしているとは言いがたい。

そこで上記のような課題について、本稿では梁（２００９）、武田（２０１０）、三國他（２０１１）を上

回る調査人数・地域を対象にアンケート調査を行い、その調査結果をもとに日本語学習者のイ

ンターネットの利用実態を描き出すことを試みる。また併せて、本稿では利用実態だけではな

く、日本語学習者がどのような日本語学習サイトを求めているのかについても調査し、その特

徴を明らかにする。本稿の意義は、このようにインターネットの利用実態とインターネットを

利用した学習に求められているものという学習者の現実と理想の両側面からの視点のデータを

提供することにある。

３．アンケート調査
アンケート調査は２０１４年５月末から７月上旬の約１ヶ月間、国際交流基金の海外２０拠点の日

本語講座に通う日本語学習者を対象に実施した。アンケートは国際交流基金の eラーニングに

関する様々な質問を行ったが、本稿ではアンケートの中でも①学習者のインターネットの利用

頻度、端末別の利用率とその利用場所、インターネット上での行動などインターネットの利用

状況に関すること、②学習者が日本語学習サイトに期待すること、の２点に絞って報告する。

３．１ アンケート方法と考察対象

アンケートは拠点の所在地の各言語に翻訳した上で海外２０拠点の日本語講座に通っている学

習者を対象に行なった。アンケートの有効回答者数は１６８３名であったが、アンケート収集期間

中に開講されている日本語講座が少なく、回答があまり得られない拠点もあった。そのため、

本報告では２０拠点すべてを対象とするのではなく、回答数と拠点の地域分散を考慮し、調査対

象拠点の半数以上である１１拠点１０５３名を考察対象とした（表１）。なお、各拠点の日本語講座

受講生に対してアンケートを行なったことから、拠点ごとの年齢構成の多少の異なりも見られ

たが極端に偏った傾向は見られず、どの拠点もほぼ同様の年齢構成であった。図１は１１拠点の

総回答者の年代別割合、図２は１１拠点の総回答者の学習歴別割合である。
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拠点の所在地 回答者数

ローマ（イタリア） １０６

ケルン（ドイツ） １０５

パリ（フランス） ９６

モスクワ（ロシア） １１４

カイロ（エジプト） １００

バンコク（タイ） １０７

クアラルンプール（マレーシア） ９０

ニューデリー（インド） ８４

シドニー（オーストラリア） ７５

ハノイ（ベトナム） １１０

ロサンゼルス（アメリカ） ６６

合計 １０５３

表１ １１拠点の所在地と回答者数

図１ 回答者の年代別割合

図２ 回答者の学習歴別割合

図３ インターネットの利用頻度

４．日本語学習者のインターネット利用状況
インターネットの利用状況については仕事や勉学以外の自主的な利用に限定し、インターネ

ットの利用頻度、端末別の利用率とその利用場所、インターネット上での行動の３点について

調査した。
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図４ 端末別の利用率

４．１ インターネットの利用頻度

日本語学習者の回答ではインターネットを「ほぼ毎日利用している」という回答が最も多く、

日常的にインターネットを利用していることが明らかとなった（図３）。ニューデリーとカイ

ロでは「ほぼ毎日」が８０％以下になるなど地域差も多少見られたが、本調査ではフォローアッ

プ調査を行わなかったため、その理由までは明らかにできなかった。

４．２ 端末別の利用率とその利用場所

日本語学習者がよく利用する端末は地域に関わらず、PC、スマートフォン、タブレットの

順であった（図４）。近年、途上国ではスマートフォンが急激に普及していると言われている

ことからスマートフォンの利用率が PCの利用率を上回ることが予想されたが、今回の調査で

はそのような傾向は見られなかった。また、バンコク、ロサンゼルスでは PCの利用率が低い

一方でスマートフォンの利用率が高く、パリではスマートフォンの利用率が比較的低いのに対

し、タブレットの利用率は高いという傾向が見られた。その他の国ではそのような端末間ごと

の相補的な傾向は見られなかった。

端末別の利用場所については表２に示す。スマートフォンではモバイル端末の特性を活かし、

場所を問わず利用されている傾向が見られる一方、同じくモバイル端末であるタブレットは PC

と似たような場所で利用されており、モバイル端末としての使用というよりは PCの代替とし

て利用されているようである。

また、ニューデリー、ハノイでは他の地域に比べ、屋外での利用率が低いことが特徴的であ

った。この要因はインターネット環境の未整備や利用にかかる経費などであると考えられるが、

世界的にモバイル端末が普及している一方で、モバイル端末の特性を活かした使用とは異なる
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使い方がされている地域があるということが確認された。

表２ 各端末の利用者の半数以上が端末を利用する場所

（A：自宅、B：学校・職場、C：カフェ・外、D：公園、E：ネットカフェ、F：移動中）

対象 PC スマートフォン タブレット

ローマ（イタリア） A A、B、C、D A

ケルン（ドイツ） A、B A、B、C、D、F A

パリ（フランス） A、B A、B、C、D、F A

モスクワ（ロシア） A、B A、B、C、D、F A、B、C、F

カイロ（エジプト） A A、B、C、F A

バンコク（タイ） A、B A、B、C、F A

クアラルンプール（マレーシア） A、B A、B、C、F A、B

ニューデリー（インド） A A、B A

シドニー（オーストラリア） A、B A、B、C、F A

ハノイ（ベトナム） A、B A、B、E A、B、E

ロサンゼルス（アメリカ） A、B A、B、C、F A

４．３ インターネット上での行動

インターネット上での行動（図５）としては、先行研究と同様に動画視聴を行なっている割

合が多かった。一方、先行研究によって、「利用は主に「情報収集」「情報受信」であり、「コ

ミュニケーション」や「情報発信」の方は少ない。」（梁２００９：１４９）、「受容的な形態の使用法

が圧倒的に多く、「テキストチャット」、「音声チャット」などの双方向的な使用法はそれほ

図５ インターネット上での行動
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どみられない。」（三國他２０１１：１５８）と指摘されるのとは異なり、SNSや Skypeのようなビデ

オチャットという回答が多く見られた。また、ローマ、ケルン、パリでは言語学習という回答

が９～２１％でその低さが際立っていた。その要因はネットでの学習に頼らずとも様々なヨーロ

ッパ言語をお互いに学びやすい環境にあることが考えられるが、この点についてはより詳細な

調査をした上で結論を出す必要がある。

５．日本語学習者が日本語学習サイトに期待すること
日本語学習サイトへの期待については、言語を問わない自由記述で「日本語を学ぶために、

どんなサイトがあったらいいと思うか」という質問を行った。表３は回答の一部を報告者がカ

テゴリーに分けたものである。

まず、地域に関わらず多く見られたのが、双方向性を期待する声である（ア）。交流したい

相手は教師、日本語母語話者、学習者同士など様々であるが、インターネット上の学習であっ

ても人とのつながりを求めており、SNSやビデオチャットの利用の多さとも合致する。また、

日本文化に関する情報を求める学習者も多く、「日本語学習サイト」の意義が広い視野で捉え

られていることが推察される（イ）。その他には、自身の日本語レベルに応じて使えるなど使

いやすさを求める声も多く、ダウンロード時間が短いことや動画が長すぎないことなどといっ

た意見からは、動画や音声が語学学習サイトに当然のものとして認識されていることもうかが

えた（ウ）。そのほかに、自分の分かる言語で表示できる多言語対応を求める声も多かった（エ）。

また全体を通して、地域によって学習サイトに求めるものの差もうかがわれた。例えば、ロ

ア：双方向性
・ネイティブや学生と会話ができる。
・教師とやり取りできる。
・教師と学生で構成されるオンライン授業。
・グループ活動ができるもの。

オ：文法・語彙
・文法の疑問を解消できる掲示板。
・レベルごとに編成した文法や語彙の説明。
・語彙を増やすためのフラッシュカード。
・文法の例があるスライド。

イ：文化情報
・伝統衣装・ライフヒストリー・文化などのテーマごとの記事
があるインタラクティブなサイト。

・日本や日本文化について見たり、知ったりすることができる。

カ：漢字・文字
・漢字を覚えるためのエクササイズとその方法を提供する。
・漢字の歴史を学ぶ。
・漢字や部首の説明があるもの。

ウ：使いやすさ
・ダウンロード時間が短い。
・長すぎないビデオがある。
・シンプルで学びのステージが明確に示されている。
・ひらがなの on/offオプション。

キ：イラスト・写真
・文字が少なく、視覚的情報が多い。
・イラストや写真がたくさんある。
・記憶に残りやすく、生き生きとしたイラスト。
・意味がイラスト化されているもの。

エ：多言語対応
・ヒンディー語の訳があるもの。
・日本語で書かれているが、タイ語訳がある。
・複数の言語で表示されている。
・文法説明がドイツ語でされているもの。
・英語かインドネシア語があるもの。

ク：その他
・理解に役立つ、たくさんの例文やビデオで構成されたサイト。
・発音のどこに間違いがあるか確認できるもの。
・アプリでコースが受けられる。
・どこまで学習したかが分かるようなサイト。

表３ 日本語学習者が求める学習ウェブサイト
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ーマ、ケルン、パリでは「文法・語彙」「漢字・文字」の充実（オ、カ）、バンコク、ハノイ、

クアラルンプールでは、視覚的な情報を強く求めるイラストやサイト自体の見た目への言及

（キ）、ニューデリーでは、「インタラクティブ」に関わるキーワードが特に多く見られた。

また、ロサンゼルス、シドニーでは「日本や日本語学習に関する情報をユーザー同士がシェア

できるサイト」「単語だけではなく、センテンスも発音できるサイト」「フレーズを単に覚える

ことから始めるのではなく、文法構造とか文化説明からスタートするサイト」など個々の要望

が具体的であり、学習サイトに対して欲しいと思っている機能を明確にイメージしているよう

であった。

６．まとめと今後の課題
日本語教師であれば、日本語学習者がインターネットを利用した日本語学習を行なっている

という実感はあると思われるが、これまで日本語学習者のインターネット利用状況や日本語学

習者が望むサイトを複数地域で調査したデータは見られなかった。今回の調査も限定的な側面

は含んでいるが、日本語学習者がどのようにインターネットを利用し、言語学習としてどのよ

うなものを求めているのかについては示すことができたのではないかと思われる。今後はアン

ケートのその他の部分の分析を行なうなど、より詳細に日本語学習者の eラーニング事情を明

らかにしていきたい。

〔注〕
（１）国際交流基金の海外２２拠点のうち、ニューヨークは当時、日本語講座を行っておらず、ロンドンは回答
を得られなかった。

（２）本報告は２０１５年８月７日、８日に行われた Computer Assisted Systems For Teaching & Learning Japanese
（CASTEL/J）の第６回国際会議（ハワイ大学）においてポスター発表した内容に加筆・修正したもので
ある。
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『国際交流基金バンコク日本文化センター
日本語教育紀要』のあゆみ

佐藤五郎・ナリサラー トンミー（１）

１．はじめに
国際交流基金バンコク日本文化センター（以下、JFBKK）は、１９９８年から２０１５年まで毎年

１号ずつ『国際交流基金バンコク日本文化センター日本語教育紀要』を発行してきた。創刊以

来、様々な分野にわたる研究の成果や実践・調査報告などが掲載され、タイで研究や日本語教

育を行う人々に多くの情報を提供してきた。しかし、本紀要は２０１５年発行号をもって休刊する

こととなった。

本稿は、これまでに発行された全１８巻について、掲載原稿の種類や内容、掲載数、筆者の属

性などを整理し、本紀要の特色を明らかにするものである。

２．紀要の概要
２．１ 創刊の経緯

『国際交流基金バンコク日本文化センター日本語教育紀要』の歴史は、JFBKKの前身であ

る国際交流基金バンコック日本語センターが創刊した『国際交流基金バンコック日本語センタ

ー紀要』に遡る。本稿では、便宜的に前者を現紀要、後者を旧紀要と呼ぶ。旧紀要は第１号（１９９８

年）から第６号（２００３年）まで、現紀要は第１号（２００４年）から第１２号（２０１５年）まで発行さ

れた。発行数は、旧紀要と現紀要を合わせて１８巻である。

旧紀要が創刊されたのは１９９８年３月である。当時、タイ国内では日本語主専攻コースを持つ

大学が既に１０大学を超えており、前年１９９７年には国立タマサート大学大学院に、国内初となる

「日本研究」研究科（修士課程）が開設された。さらに、翌９９年からは大学入試科目に日本語

が加えられることが決まっていた。このように、タイの日本語教育が大きな発展を遂げた時期

にあって、日本語教育の量的拡大から質的充実への転換を目指し、その一助となるべく、旧紀

要が創刊されることとなったのである（２）。
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２．２ 紀要の目的、投稿規程、原稿の種類

本紀要の目的と投稿規程、原稿の種類について、投稿案内には次のように記されている（３）。

表１ 紀要の目的、投稿規程、原稿の種類

目的 タイ国で日本語教育や日本語研究に携わる方々に、研究発表や実践報告を通して相互の情報
交換や研鑽の機会を提供し、もってタイ国における日本語教育、日本語研究の発展に寄与す
ること。

投稿
資格

タイで日本語を教えている方、コース運営等日本語教育に関わっている方、タイ人を対象と
した日本語教育に関心がある方。

内容 （１）日本語教育 （２）日本語研究及び関連分野
使用
言語

本論：日本語またはタイ語
要旨：２言語で執筆（日本語とタイ語、または日本語と英語）

原稿の
種類 論

文

先行研究に加えるべきオリジナリティーのある研究成果が、具体的なデータを用いて明
確に述べられているもの。研究課題が明確に設定されており、データの分析を通して課題
への回答が示されていることが必要。図表や写真を含めてA４版横４３字３３行で１０枚以内。

⑷実
践
・
調
査
報
告

実践報告は、教育現場における実践の内容が、具体的かつ明示的に述べられているもの。
実践の内容を広く公開し共有することの意義が、明確に述べられていることが必要。調
査報告は、言語データ、史的資料、教育の現状分析や関連する意識調査の結果など、日
本語教育にとって資料的価値が認められる報告が明確に記述されているもの。調査目的
が明確に述べられており、調査方法および分析・解釈に妥当性が認められることが必要。
いずれの場合も、図表や写真を含めてA４版横４３字３３行で１０枚以内。

研
究
ノ
ー
ト

新しい事実の発見、萌芽的研究課題の提起、少数事例の提示など、将来の研究の基礎と
して、または中間報告として、優れた研究につながる可能性のある内容が明確に記述さ
れているもの。図表や写真を含めてA４版横４３字３３行で６枚以内。

２．３ 投稿から紀要発行まで

現紀要は、毎年３月に翌年度発行号への投稿を締め切る。投稿された原稿は、日本語専門家

と JFBKK専任講師が分担して査読を行い、査読会議での審査を経て掲載の可否を決定する。

場合によっては、別カテゴリーでの掲載（論文として投稿されたものを実践・調査報告として

掲載するなど）を提案したり、「条件付掲載」として修正を求めたりすることもある。また、

現紀要では、前年度に実施した日本語教育セミナーの招聘講師に特別寄稿を依頼している。

掲載決定後は、９月末の発行に向け、編集委員と執筆者とで校正を進める。完成した紀要は、

タイ国内日本語教育機関（中等教育機関、高等教育機関など）、日本国内関係諸機関（国際交

流基金日本語国際センターなど）、合わせて３５０機関に贈呈する。さらに、JFBKKウェブサイ

トに要旨と本文をアップロードし、閲覧できるようにする。

３．紀要の特色に関する詳細
報告者は、旧紀要・現紀要に掲載された全ての原稿（特別寄稿を除く）について、種類、内

容、筆者の属性（国籍、所属機関）等を調べた。その結果、次の５点が本紀要の特色として浮
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図１ 原稿の種類別掲載数（号別）

かび上がってきた。

①実践・調査報告の掲載が多い。

②論文は日本語教育に関するものが多い。

③実践・調査報告は授業実践の報告が多い。

④掲載数はタイ人よりも日本人の方が多い。

⑤筆者は高等教育機関所属者が多い。

本章では、これら５点について、データを示しながら詳述する。

３．１ 種類別原稿掲載数

表２ 原稿の種類別掲載数（旧紀要・現紀要別）

論文 実践・調査報告（５） 研究ノート 計

旧紀要（全６巻） ３５ ４７ ７ ８９

現紀要（全１２巻） ５０ １２３ １６ １８９

計 ８５ １７０ ２３ ２７８

表２は、原稿掲載数を種類別に集計したものである。実践・調査報告の掲載数が最も多く、

掲載総数の６１％（１７０本／２７８本）を占める。

さらに、各号の掲載数を種類別に集計すると図１のようになる。「旧○号」は旧紀要とその

号数、「現○号」は、現紀要とその号数を表す。これ以降の図表における略語も同様である。

創刊号からほぼ一貫して実践・調査報告の掲載数が最も多く、論文の掲載数が実践・調査報告

数を上回ったのは、旧紀要第６号と現紀要第８号のみである。また、両者の掲載数の差に着目

すると、旧紀要ではそれほど大きくなかったが、現紀要では拡大傾向にあったことがわかる。
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３．２ 論文の内容

論文８５本の内容を概観したところ、「日本語教育」「言語研究」「その他」の３つに分類する

ことができた。それぞれの具体的な内容をいくつか表３に示す。［ ］の数字は掲載数を表す。

表３ 論文の内容

日本語教育［４８］ ・個別技能指導法（作文、読解、発音など）
・習得研究（助詞、授受動詞など）
・学習者に関すること（学習動機、学習ビリーフなど）
・教師に関すること（良い教師像、教師の協働など）

言語研究［２９］ ・タイ語研究（動詞など）
・日本語研究（終助詞、間投助詞、動詞など）
・タイ日対照研究（終助詞、動詞、受動文など）

その他［８］ ・カリキュラム研究（高等教育、中等教育）
・タイ日文化比較
・日本文学

さらに、論文の内容に変遷が見られるかどうかを調べるため、表４を作成した。丸で囲んだ

数字は号数を表し、囲んでいない数字は掲載数を表す。黒地白抜き文字は各号で最も数が多か

ったことを表し、掲載がなかった号には網掛けを施した。

表４ 論文の内容（号別）

旧紀要 現紀要
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫

日本語教育 ２ ３ １ ３ ２ １ ６ ２ ３ ３ ４ ２ ４ ５ ３ １ １
言語研究 １ ２ ３ ３ ３ ６ １ ２ １ １ ４ ２ １ １
その他 １ １ ２ １ １ １ １

「日本語教育」は旧紀要第１号から現紀要第１１号まで全ての号に掲載されているが、「言語

研究」は掲載のない号もある。また、旧紀要と現紀要で論文の内容に異なる傾向も見られる。

すなわち、旧紀要ではどちらかと言えば「言語研究」の方が多かったが、現紀要では「日本語

教育」が「言語研究」をはるかに上回っている。このことは、それぞれの掲載数を集計した表

５を見ても明らかである。現紀要で

「日本語教育」の掲載数が増えた背

景には、紀要の名称が「日本語教育

紀要」に変更されたこともあるので

はないかと考えられる（６）。

日本語教育 言語研究 その他

旧紀要（全６巻） １４ １６ ５

現紀要（全１２巻） ３４ １３ ３

計 ４８ ２９ ８

表５ 論文の内容別掲載数
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３．３ 実践・調査報告の内容

実践・調査報告１７０本の内容は多岐にわたっていたが、「授業実践」「教師会・教師研修」「シ

ラバス・教材作成」「学習者調査」「機関紹介」「機関調査・実態調査」「日本語教育史」「教育

制度・政策紹介」「仕事の日本語」「教師調査」「その他」に１０分類することができた。それぞ

れの具体的な内容をいくつか表６に示す。［ ］の数字は掲載数を表す。

表６ 実践・調査報告の内容

授業実践［５６］ ・作文や会話など四技能に関する授業
・プロジェクトワークなど（ビジターセッション、ツアー実習など）

教師会・教師研修［１６］ ・地方教師会報告（北部教師会、東北部教師会など）
・教師研修実施報告または参加報告

シラバス・教材作成［１３］ ・日本語学科のシラバス作成、そのためのニーズ調査など
・JFBKKによる中等教育向け教材の作成（『こはる』シリーズなど）
・教材作成のための技術紹介（パソコンによる漢字教材作成法など）

学習者調査［１３］ ・高校生の日本語科目選択理由
・日本のアニメやドラマなどに対する大学生の関心度

機関紹介［１２］ ・日本語学科紹介（沿革、学生数、カリキュラムなど）
・JFBKK日本語講座の変遷

機関調査・実態調査［１０］ ・日本語専攻／副専攻を置く大学の開講科目調査
・地方の日本語教育現場の実態調査（教師・学習者数、問題点など）

日本語教育史［７］ ・昭和初期の日本語教育史
教育制度・政策紹介［６］ ・学校制度外教育と日本語教育

・義務教育法日本語訳
仕事の日本語［６］ ・日系企業が求める日本語人材に関する調査

・観光ガイドの日本語使用実態調査
教師調査［６］ ・日本人教師とタイ人教師の協働に関する意識調査

・教授ビリーフ
その他［２５］ ・大学入試問題の分析

・継承語
・在留邦人家庭ホームステイプログラム

「授業実践」には、在留邦人等を招いてのプロジェクトワークやビジターセッションなどが

あり、JFL環境において学習者にいかに実践的日本語使用を体験させるかという教師たちの工

夫がうかがえる。中でも、学習者がガイド役となり（時に在留邦人に観光客役を依頼して）ツ

アー実習を行ったという報告は６本あり、「観光立国タイ」ならではの取り組みと言える。ま

た、「仕事の日本語」に関する調査報告が見られるのも、日系企業が多く進出しているタイの

現状を反映している。

なお、号別に見ると、「授業実践」はほぼ毎号掲載されているが、その他については掲載頻

度が一定しない。例えば、「教師会・教師研修」は旧紀要では毎号掲載されていたものの、現

紀要になってからはほぼ２号に１回の割合に減った。また、「シラバス・教材作成」は、旧紀

要第１号から現紀要第７号まではほぼ２号に１回の割合で掲載されたが、それ以降は第１２号ま

で掲載がない。その他、「日本語教育史」と「教育制度・政策紹介」は、どちらも特定の筆者

『国際交流基金バンコク日本文化センター日本語教育紀要』のあゆみ

－１０９－



図２ 国籍別筆者述べ数

によるものだったためか、掲載がある期間に集中していた。

３．４ 国籍別筆者延べ数

図２は、各号の筆者延べ人数を国籍別に表したものである。旧紀要・現紀要ともに共著が少

なくないため、掲載原稿数より筆者数の方が多くなっている。また、同一筆者による原稿が複

数掲載された場合は、掲載数をカウントした（例：A氏の原稿が２本掲載された場合は「２人」

とする）。グラフから明らかなように、旧紀要第６号以外は日本人筆者の方が圧倒的に多い。

３．５ 筆者の所属先

最後に、紀要発行時点における筆者の所属先を、記録が残っている旧紀要第４号以降につい

てまとめる。

表７ 筆者の所属先

タイ
高等

タイ
中等

タイ
民間

タイ
院生

日本
高等

日本
院生

日本
学生

日本
民間 JF JFBKK その他 計

タイ人 ５４ ４ ３ ６ ２ １１ ０ ０ ０ １０ ０ ９０
日本人 １２１ ７ ２ ４ ３８ １０ ４ ５ １５ ２６ ３５ ２６７

高等：高等教育機関 中等：中等教育機関 民間：民間教育機関 院生：大学院生 学生：学部生
JF : JFBKK以外の海外拠点、NC、KC JFBKK：タイ国内地方派遣専門家も含む
その他：無所属、タイ・日本以外の国の教育機関、不明（（元）○○と記載）

タイ人・日本人ともに、タイ国内の高等教育機関に所属する者が多い。次いで多いのは、タ

イ人の場合は日本国内の大学院、日本人の場合は日本国内の高等教育機関である。いずれにせ

よ、日常的に研究や調査を行いやすい環境にある人々であろう。実際、論文執筆者のほとんど

は高等教育機関所属者である。また、実践・調査報告には高等教育機関での取り組みが多かっ
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たが、このことも上記結果と関連している。

なお、「その他」には「（元）○○」と記載された筆者が少なくない。このような筆者らの元

の所属先はタイの教育機関であるため、原稿執筆時点ではタイ国内の教育機関に所属していた

のだと考えられる。

４．おわりに
これまで述べてきた本紀要の特色を、旧紀要と現紀要に分けてまとめる。

旧紀要は論文掲載数が比較的多かったが、その大半が高等教育機関所属タイ人教師とタイ人

大学院生によって執筆されたものである。所属機関の記録が残っている第４号以降で見ると、

２１本中１３本を占める（日本人との共著２本を含む）。「２．１創刊の経緯」に書いたように、旧紀

要創刊当時、日本語専攻を置く高等教育機関は１０を超え、日本語や日本文化関連研究科（修士

課程）の開設も始まっていた（７）。高等教育段階の日本語教育が更なる発展に向かう中で、本紀

要はタイ人教師や大学院生にとって研究発表の場となっていたことがうかがえる。

一方、現紀要は実践・調査報告の数が増え、その多くが高等教育機関での実践について日本

人によって書かれたものであった（１２３本中１１４本、タイ人との共著１９本を含む）。このことか

ら、現紀要では日本人教師たちが自らの実践を共有する場という性格が強くなったと言える。

本紀要は、この１０年ほどの間、原稿掲載数は減少傾向にあったが、最終号まで幅広いジャン

ルの内容が集まっていた。個別技能指導法研究や授業実践報告、タイ日対照研究のように、創

刊以来掲載されてきた「定番」もあれば、ビリーフや協働など比較的新しい分野もあり、タイ

における日本語教育の多様さを反映していたと言える。

タイ国内で発行される日本語・日本語教育関連紀要は、長らく本紀要のみであったが、２０１３

年７月にタマサート大学人文学部日本語学科によって『Journal of Japanese Language and

Culture』が創刊された（８）。さらに、日本語専攻コースを持つ複数大学の教師たちから、新たな

学術誌の創刊を求める声も上がり始めている。タイの日本語教育の質的充実を目指して創刊さ

れた本紀要は、その役目を現地の教師・研究者たちに引き継ごうとしている。

〔注〕
（１）報告者２名は、２０１３年から２０１５年まで、共に本紀要編集委員を務めた。
（２）紀要創刊の経緯については、『バンコック日本語センター紀要』第１号に掲載されたバンコック日本文
化センター所長小松諄悦氏のあいさつ文「日本語センター紀要創刊にあたって」を参考に記述した。

（３）紀要巻末に次号の投稿案内が掲載されるようになったのは現紀要第２号からで、それ以前どのような投
稿規定が設けられていたのか記録は残されていない。

（４）旧紀要第１号から現紀要第２号までは、「論文」「実践報告」「調査・資料」（「調査・研究資料」または
「調査、研究資料、データ」という名称だった号もある）、「研究ノート」の４種類だった。現紀要第
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３号より「実践・調査報告」に統合され、現在の３種類になった。
（５）「調査・資料」「調査・研究資料」「調査、研究資料、データ」は全て「実践・調査報告」として集計し
た。

（６）紀要の名称変更に関する記録は残されていないが、JFBKKの機構改革によって、バンコック日本語セン
ターがバンコク日本文化センターに統合されたことに伴うものと推察される。この名称変更が、「日本
語教育」に特化した紀要の作成を意図していたのかどうかは不明である。

（７）１９９７年のタマサート大学大学院修士課程開設に続き、１９９９年には国立チュラーロンコーン大学大学院に
修士課程「日本文学及び日本語学研究科」が開設された。

（８）『Journal of Japanese Language and Culture』Japanese Department, Faculty of Liberal Arts, Tammasat University
ISSN2286-9964
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「日本語パートナーズ」派遣事業の概況

登里民子

１．はじめに：「文化のWA（和・環・輪）プロジェクト～知り合うアジア～」
２０１３年１２月に東京で開催された日・ASEAN特別首脳会議において、「文化のWA（和・環・

輪）プロジェクト～知り合うアジア～」という新しいアジア文化交流政策が表明された。これ

は東京オリンピック・パラリンピックが開催される２０２０年に向けて、日本とアジア諸国との文

化交流を促進、強化するための取り組みである（１）。その業務推進を担うべく、２０１４年４月に国

際交流基金アジアセンター（以下 JFAC）が設立された。

「文化のWA（和・環・輪）プロジェクト」は大きく「芸術・文化の双方向交流」と「日本

語学習支援」とに二分される。このうち「日本語学習支援」を具現化したものが「日本語パー

トナーズ」派遣事業である。本稿の目的は、プログラム１年目を終えて、本事業の概況を報告

することである。

２．東南アジアの日本語教育概況
国際交流基金が２０１２年に実施した調査によれば、全世界の日本語学習者約４００万人のうち、

３割にあたる約１１３万人が東南アジアの学習者で占められている。国別学習者数を見ると、第

１位の中国（１０４万人）に続き、２位インドネシア（８７万人）、７位タイ（１３万人）、８位ベト

ナム（４．７万人）、９位マレーシア（３．３万人）、１０位フィリピン（３．２万人）と、１０位までのう

ち５ケ国を東南アジアの国が占めている。また、この５ケ国では前回（２００９年）の調査時と比

べていずれも学習者数が増加し、全体として３年間で２４．７％の学習者増となっている（国際交

流基金２０１３：３６）。

国際交流基金の調査を基に、東南アジアの日本語教育の特徴と思われる事項をまとめて表１

に示す。ハード、教師、学習者それぞれの面において課題があることがわかる。

表１ 東南アジアの日本語教育概況（国際交流基金２０１３：１１‐２３，３６‐３７を基に筆者が作成）

ハード面 ・施設、設備、教材等が充実していない。
教師 ・教師１人あたりの学習者数が多い。

・ネイティブ教師が少ない。
・教授能力、（ノンネイティブ教師の）日本語能力が十分ではない。
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学習者 ・中等教育段階、特に高校生の学習者が多い。
・日本のアニメ、マンガ、J−POPが好きな者が多い（２）。
・明確な動機付けを持たず、不熱心な学習者も多い。

３．「日本語パートナーズ」とは
３．１ 「日本語パートナーズ」派遣事業概要

「日本語パートナーズ（以下 NP）」派遣事業とは、２０１４年から２０２０年までの間に、ASEAN１０

ケ国の中等段階を主とする教育機関へ、日本人をティーチング・アシスタントとして派遣する

プログラムである。NPの応募要件に日本語教育に関する知識や経験を求めていないこと（３）と、

一方的に日本語・日本文化を紹介するのではなく、派遣国の言語や文化も学ぶ「相互交流」を

目的としていることが大きな特徴である。

国別の派遣人数はその国の学習者数に応じて配分されるため、２０１５年７月現在の計画では派

遣予定人数が最も多い国はインドネシア、次がタイとなっている。２０１５年７月末までに６ケ国

へ NP１４１名を派遣し、うち９０名が既に任期を終えて帰国している。表２に初年度にあたる２０１４

年度の派遣実績を示す。

表２ ２０１４年度 NP派遣実績一覧

国 期（４） 派遣期間 人数 主な受入校

インドネシア １期 ２０１４年９月～２０１５年６月（約９ヶ月） ２５名 高等学校

２期 ２０１５年１月～２０１５年６月（約５ヶ月） ２３名

タイ １期 ２０１４年９月～２０１５年３月（約６ヶ月） ２９名 中高一貫校

フィリピン １期 第１グループ ２０１４年９月～２０１５年３月（約６ヶ月） ２名 高等学校、大学

第２グループ ２０１４年１０月～２０１５年８月（約１０ヶ月） ３名

ベトナム １期 ２０１４年１２月～２０１５年６月（約６ヶ月） １０名 中学校、高等学校

マレーシア １期 ２０１５年１月～２０１５年１０月（約１０ヶ月） ８名 中等学校（５）

計 １００名

３．２ NPに期待される役割

JFACのコンセプトは「アジアに住む人々の間に、ともに生きる隣人としての共感、共生の

意識を育んでいくこと（６）」である。すなわち、一方的ではなく、相互に学びあい、尊重しあう

姿勢を育むことを目指している。NPに期待される役割は以下３点（７）である。

ａ．現地教師のアシスタントとして授業運営に携わること

ｂ．派遣先校の生徒や地域の人たちへの日本文化の紹介を通じた交流活動を行うこと
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ｃ．NP自身も現地の言葉や文化について学びを深め、それをどんどん情報発信すること

このうち、主として aと bに関係する部分について、NPによる活動の具体例を表３に示す。

表３ 活動の具体例

学
校
内

授業の補助 授業前 授業準備、クイズ・テスト・ハンドアウト作成等への協力

① 自然な例文や会話例の提供

② 課の内容に応じた日本事情リソースの提供

授業中 ① 授業内容に即した日本事情・日本文化の紹介

② 語彙、例文、会話等のモデル提示、かんたんなゲームや文字紹介等

③ 生徒の発音、文法、表現等のチェックや助言

④ 生徒の会話相手

授業後 ① 生徒の質問への応対

② 宿題、クイズ、テスト等のチェックの補助

授業外 日本事情・日本文化紹介 ① 文化体験（折り紙、茶道、日本の高校の制服体験等）

② 壁新聞、展示等

課外活動への協力：日本クラブ、文化祭等

生徒や学校職員との交流

学
校
外

地域の人々との交流、地域の人々への日本事情・日本文化紹介

派遣国政府機関、地域の日本語教師会、日本大使館、国際交流基金等が行うイベントへの協力

SNS、ウェブサイト等での情報発信

２章でも指摘したとおり、東南アジアの中等教育段階の教育現場には教材・リソースが少な

い。教科書はあっても副教材や教具が足りないため、NPが課の内容に応じて写真やデータ・

音声・動画等のリソースを提供したり、自身が「歩くリソース」として授業中に日本について

話したりすることが期待される。

また東南アジアの中等教育現場には日本語のネイティブ教師が少なく（８）、ノンネイティブ教

師の日本語能力は初級～初中級である場合が多い。また一部の国を除けば、教室設備やリソー

スの関係上、音声 CDで日本人の声を聞かせる機会も少ないし、生徒が日本人と会う機会はほ

ぼない。習った日本語を使う機会に恵まれないことが、２章で指摘した「学習不熱心」の一因

であると思われる。そこに NPが入ることで、生徒は「生の」日本語を聞き、日本人と話し、

「ネイティブと話せた」という達成感を得ることができる。

さらに東南アジアのノンネイティブ日本語教師は自身も「日本リテラシー」が低く、日本文

化の説明や実践に自信が持てない（９）場合が多い。NPは必ずしも伝統文化の専門家ばかりでは
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ないが、簡単な茶道のお点前をしたり、年中行事について説明したりすることで、高校生に日

本文化を紹介し、「日本のファン」を増やすことが期待されている。

３．３ NPのプロフィール

本事業で２０１４年度に派遣されたＮＰ１００名のプロフィールを表４に示す。派遣国としては約

半数の４８名がインドネシアへ、次いで２９名がタイへ派遣されている。男女別では圧倒的に女性

が多い。また年代では２０代、次いで６０代が多く、働き盛り世代である３０～４０代は比較的少ない。

２０代の NPの半数以上は大学学部生である。日本語教育を専攻し日本語教師を志す学生も多い

が、他学部から派遣国の言語や文化そのものに興味を持って応募を決めた学生もいる。

日本語教育の素養の有無を見ると、大学での主専攻・副専攻、あるいは４２０時間の日本語教

師養成講座、地域の日本語ボランティア教室等で、ある程度日本語教育の知識を学んだ NPの

ほうが多いが、その中でクラスでの教壇経験を持つ者は少ない。つまり、ほとんどの NPにと

って、本事業での派遣は「最初の海外の日本語教育現場体験」であると同時に、「最初の教壇

体験」でもある。この意味では、NP派遣事業は「相互交流事業」であるとともに、日本語教

師志望者にとっては、「将来へ向けたハードルの低い第１ステップ」となり得るものである。

表４ ２０１４年度派遣NP１００名のプロフィール（１０）（括弧内の数字は人数）

派遣国 インドネシア（４８）、タイ（２９）、フィリピン（５）、ベトナム（１０）
マレーシア（８）

性別 男（２０）、女（８０）

年代 ２０代（５２）、３０代（９）、４０代（８）、５０代（１３）、６０代（１８）

属性 大学学部生（２９）、大学院生（１）、その他（１１）（７０）

日本語教育の素養の有無 有（１２）（７６）、無（２４）

４．派遣の流れ
本章では２０１４年度派遣インドネシア２期（１３）を例として、NP派遣事業の流れを、派遣前・派

遣中・帰国後に分けて説明する。表５に派遣全体の流れを示す。なお、NP派遣の大まかな流

れは ASEAN１０ケ国で共通であるが、着任時研修・中間時研修の時期や内容等、細かい部分で

は、国によって若干違いがある。
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表５ NP派遣の流れ（１４）：インドネシア２期の例（下線はNPと受入校教師が合同で行うもの）

NP
カウンターパートとなる受入校の日本語
教師（以下 CP）

２０１４年１１月 派遣前研修（４週間）

１２月 事前研修（１日）

２０１５年１月 渡航（１５）→着任時研修（１週間）（１６）→着任式 着任時研修（１日）→着任式

２月

３月 中間時研修（１日） 中間時研修（１日）

４月

５月

６月 離任時振り返り（１日）→離任式→帰国 離任式

７月 帰国報告会

４．１ 派遣前

NPは派遣の前に４週間の派遣前研修を受ける。派遣前研修の目的は、以下３点である。

ａ．事業の趣旨を理解し、NPとしての心構えを身につける

ｂ．派遣先で安全に生活するための安全管理、健康管理の知識と技術を身につける

ｃ．NPとしての活動に必要な知識と技術を身につける

派遣前研修の内容は、大きく「現地語研修」「日本語教育」「一般講義」の３つに分かれてお

り、研修の約半分の時間が現地語研修に当てられている。「一般講義」の授業では、NPとし

ての心構え、現地での安全対策、異文化コミュニケーション、東南アジアの歴史と文化等につ

いて学ぶ。筆者が担当する「日本語教育」の部分では、「国別教育事情」「チーム・ティーチ

ング（以下 TT）体験」「日本事情・日本文化紹介」等の授業を行った。本稿では紙幅の都合で

派遣前研修の詳細については割愛するが、稿を改めて詳しく紹介したい。

NPの着任前には受入校教師（以下 CP）に対しても事前研修を行い、NPが学校に来ること

のメリットや留意点を考えたり、NPとの TTのイメージ作りを行ったりした。

４．２ 派遣中

NPのインドネシア着任時には、NPと CPによる合同研修を行った。アイスブレイクの後、

CPが NPに学校の情報を伝えるセッションを設けた。この目的は、NPが学校や生徒について

の情報を得、今後の NP活動のイメージを描くとともに、NPのインドネシア語、CPの日本語

の両方が初級レベルであるという状況下で意思疎通を練習することである。その後、NPと CP

でかんたんな TT模擬授業を行った。
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図１ 日本語授業の補助 図２ 日本文化紹介（どら焼き作り）

図３ NPが作成した壁新聞 図４ 近隣の小学校で折り紙

また派遣中間時にも NPと CPが集まり、中間時研修を行った。ここでは NPと CPが日頃実

践している TT授業からうまくできたものを１つ選んで紹介し合った。

さらに NPの離任時にはかんたんな振り返り報告会を実施した。

４．３ 帰国後

帰国後には JFACで帰国報告会を行い、NPは自身が行った活動について報告した。またそ

の後も NPには以下の役割が期待されている。

ａ．派遣国と何らかの形でコンタクトをし、「日本と ASEANとの架け橋」であり続けること

ｂ．JFACが実施する NP募集説明会等の催しへの協力、さらには地域での会合や SNS・ウェ

ブサイトでの発信等を通じて、JFACおよび NP派遣事業の広報に貢献すること

５．プログラム１年目を終えて
２０１５年１１月現在、２０１４年度に派遣された NPはすべて任期を終えて帰国済みである。図１～

４（１７）に示すように、NPは日本語授業の補助、学校内外での日本文化紹介、現地語や現地の文

化の学習等を通じて、受入機関および地域の人々と交流した。
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帰国時に NPと受入機関に対して実施しているアンケート調査では、NPの９６％が「NPとし

ての活動は有意義だった」と回答していること、受入機関の９８％が「NPの受入は学校にとっ

て有意義だった」と回答していること（１８）から、本事業は初年度から NPと受入機関双方に良い

影響を及ぼしていると考えられる。

また NPによるコメントからは「イスラム教は異質なものというイメージがあったが、宗教

が違って生活習慣は違えど人として同じだと思うようになった」「ベトナム人のポジティブさ

に良い影響を受けた」というように、異文化からの学びを得ていること、さらに「日本の良さ

を広める仕事に興味を持つようになった」「今まで当たり前にしていた自分の言動に『なぜだ

ろう』と思うようになった」というように、本事業が NP自身の自己認識や将来設計にも影響

を与え得ることが窺えた。

６．今後の課題
本稿では NP派遣事業開始から１年を経て振り返り、事業の大枠について、JFAC側の視点

から概観した。しかし紙幅の関係上、本来の主役である NP自身の活動や、CPとの協働の実

際等まで筆が及ばなかった。今後、派遣前研修の詳細、NPに求められる能力、NPと CPとの

協働、本事業の成果と課題等について、稿を改めて報告していきたい。

〔注〕
（１）国際交流基金アジアセンター「国際交流基金アジアセンターについて」<http://jfac.jp/about/> ２０１５年１１月
２日参照

（２）国際交流基金（２０１３：２３）の以下の記述に基づく。「（前略）２０１３年４月に別途実施した中学校および高
校の日本語教師に対する追加サンプリング調査によると、学習目的として『マンガ・アニメ・J-POP等
が好きだから』『日本語そのものへの興味』等、他の理由を挙げた教師も多かった。」

（３）２０１５年１０月に公募が行われたシンガポール２期、タイ４期、ミャンマー２期、ミャンマー短期、インド
ネシア５期の募集要項によれば、応募要件は以下７点である。ただし国によって派遣条件が異なるため、
募集の時期によって応募要件が異なる場合がある。① NP事業の趣旨及び派遣制度を理解し、日本と
ASEAN諸国との架け橋となる志を持っていること、②現地の一般的な水準の生活環境に対応できるこ
と、③満２０～６９歳で日本国籍を有し、日本語母語話者であること、④日常英会話ができること、ただし
シンガポール２期については社会生活及び業務においてコミュニケーションが可能な英語力を有するこ
と、⑤派遣前研修に全日程参加できること、⑥ SNS、ウェブサイト等を活用して本事業の広報や活動に
ついての情報発信に協力できること、⑦心身ともに健康なこと。

（４）「期」の呼び方は派遣前研修の実施時期に基づいているため、派遣国での任期が重なっていても、「期」
が違っている場合がある。（例：インドネシア１期と２期は派遣国での任期が重なっているが、派遣前
研修は別に行ったため、呼び分けている）

（５）小学校卒業後、５年間通う学校。
（６）国際交流基金アジアセンター「国際交流基金アジアセンターについて」<http://jfac.jp/about/> ２０１５年１１月
２日参照
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（７）国際交流基金アジアセンター「『日本語パートナーズ』とは？」<http://jfac.jp/partner/about-partners/> ２０１５
年１１月２日参照

（８）理由の１つとして、法律上、外国人が小・中・高等学校の教師になることが難しい国もある。
（９）実例として、「すき焼き」「天ぷら」等を新出語彙として導入する場合、現地教師自身がそれを食べた
経験がないため、材料や作り方、味などを説明することができないことが挙げられる。

（１０）プロフィールは NP応募時の申告に基づく。
（１１）ここに含まれる者は社会人、主婦、定年退職者等である。
（１２）ここでは便宜的に、大学での日本語教育主専攻・副専攻在学中および修了、あるいは日本語教師養成講
座在籍中および修了を「素養有」とした。

（１３）インドネシア２期を例として取り上げるのは、以下２つの理由による。①３章で述べたとおり、NPの
派遣人数はインドネシアが最も多い。②インドネシア１期の派遣期間は９ヶ月、２期は５ヶ月間である
が、派遣の大まかな流れや手続きは同じなので、短いほうを例とする。

（１４）表５に示した研修のほか、２０１５年度からは CPを日本に一定期間招聘する「CP訪日研修」が始まった。
（１５）インドネシア２期は当初、２０１４年１２月渡航、派遣期間６ヶ月の予定であったが、ビザ発給の都合で実際
には２０１５年１月中旬に出発し６月中旬に帰国したため、派遣期間は約５ヶ月間となった。

（１６）NP対象の着任時研修は１週間で、うち１日を CPとの合同研修とした。
（１７）以下のサイトでは、派遣中の NPの活動を見ることができる。
国際交流基金アジアセンター「今月の“日本語パートナーズ”」
<http://jfac.jp/partner/monthly_report_2015_10/>、２０１５年１１月６日参照
国際交流基金アジアセンター「アジアジーン」<http://jfac.jp/asiazine/>、２０１５年１１月６日参照

（１８）NP派遣事業評価に関し、２０１５年１１月現在で公になっているデータは国際交流基金平成２６年度業務実績
等報告書（自己評価書）であるが、これはインドネシア１期、タイ１期、フィリピン１期の派遣先機関
（受入機関長６３名、CP６６名）を対象としている。本稿ではインドネシア１期、インドネシア２期、タイ
１期、フィリピン１期第１グループのＮＰ７８名、受入機関長８７名を対象とする集計値を使用しているた
め、先述の業務実績報告書とは若干数値が異なっている。

〔参考文献〕

国際交流基金（２０１３）『海外の日本語教育の現状：２０１２年度日本語教育機関調査より』、くろしお出版
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Kanji Learning Strategies of Malaysian Students in a Preparatory Course for
Japanese Universities : How the Use of Strategies Change Over Time and
How It Varies Between High and Low Achievers

TANIGUCHI Miho

This study investigates use of kanji learning strategies of students from non-kanji background.

Questionnaires on kanji learning strategies were administered twice (after 4 months and 1 year following

entry to the course) to 100 Malaysian students in a preparatory course for Japanese universities. This

study aims to analyze how the use of kanji learning strategies change as students’learning period of kanji
extends, and to determine the characteristics of strategies used by students achieving high scores in an

exam.

Statistical analyses of questionnaire responses reveal that 1) as students’learning period extends, the
use of strategies for organizing kanji increase and this tendency appears stronger among those who

achieved high scores in the exam, 2) while the use of‘repeated writing’strategy decreases, the use of
other strategies for memorizing and compromising increase, 3) a‘using kanji as often as one can’
strategy is used frequently and continuously by students who achieved high scores. The results also

suggest a possibility that the knowledge for organizing kanji introduced in the tutorials has an influence

upon students’choice of kanji learning strategies.

‘Watch! Teaching Japanese Videos’Project

FUKUNAGA Tatsushi, OTANI Tsukasa, Prapa SANGTHONGSUK

This paper reports on the‘Watch! Teaching Japanese Videos’project which utilized Internet video
distribution services and SNS. Using the mottoes‘You can acquire several teaching tips by simply
watching the videos’and‘You can easily implement the ideas by simply watching the videos’, 97 videos
targeted at JFL teachers in Thai secondary schools were circulated through the Internet from May 2014

to February 2015. The videos offer a broad range of topics and include classroom activities for the JFL

textbooks most commonly used in Thai secondary schools as well as classroom control and team

teaching ideas. In this paper, we describe the project aims and development process; thereafter, based on

the results of a user questionnaire, we outline the problems identified by the project evaluation and

discuss the future prospects.
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A Teachers Training Course Enhancing 21st Century Skills through Learners’
Experience: What Thai Secondary Teachers Discovered and Learned

NAKAO Yuki

Acquiring 21st Century Skills should be encouraged in Thai secondary schools. It is needed in the

global society. However, most teachers still doubt whether it is really necessary to bring in these skills

and how to adopt them in Japanese language lessons, even though they have recognized their necessity.

To address this, the Ministry of Thai Education and the Japan Foundation, Bangkok held a teacher camp

focused on project-based learning activities. At the camp, the teachers experienced various activities

from the perspective of learners. After that, by reflecting on what they had learned, they considered the

necessity of 21st Century Skills and how to apply the skills in their Japanese language lessons.

According to questionnaires, reports and interviews, the teachers-participants recognized the importance

of 21st Century Skills and teacher’s role, and began to think that they should have students develop these
skills in their lessons.

Development of Japanese-Language Textbooks for Elementary and Secon-
dary School in Mongolia : An Approach to Proficiency-Oriented Language
Learning and Autonomy Support

KATAGIRI Junji, Suren DOLGOR, Davaa OYUNGEREL, NAKANISHI Reiko, UKITA Kumiko,

MAKI Kumiko

About 70% of Japanese-language learners in Mongolia are students in elementary and secondary

schools. No standardized syllabus or teaching materials currently exist for these schools. Mongolia

Japanese-Language Teachers Association organized a project to develop Japanese-language textbooks

for elementary and secondary schools. The association created a textbook series called “Nihongo
Dekirumon”, to accompany Mongolia Japanese-language education standard. The standard has two
principles; 1) to foster foreign language proficiency needed to express ideas freely in the society to

achieve mutual understandings, 2) to foster the abilities to self-learning. The textbook series, therefore,

has two features to account for proficiency and support learners’autonomy. Discussions with teachers
who used the trial edition of these textbooks led to improvement of the books, and the students who used

the books perceived the improvement of their speaking abilities. However, we found that most teachers

have traditional teaching beliefs that“writing is learning”, which hinders their adoption of the new
standards. The change of textbooks is not designed to change their ways of teaching, which is our next

issue to solve.

国際交流基金日本語教育紀要 第１２号（２０１６年）

－１２２－



Japanese Language Advocacy in Tasmania − A Trial Program: Nihongo
Roadshow

SEMBA Tomoko, NAKAJIMA Yutaka

Since its early years, The Japan Foundation, Sydney (JFSYD)’s Japanese Language Department has
focussed on providing Professional Development opportunities (PDs) for teachers of Japanese, and

Learner Events to encourage and inspire learners of Japanese. However, following the inaugural

National Symposium on Japanese Language Education (NSJLE) in 2012, JFSYD came to recognise that

advocacy for Japanese language education is also important. In response to this, JFSYD trialled a project

titled‘Nihongo Roadshow’, which integrated existing programs (such as the aforementioned PDs and
Learner Events) with a stress on, and from a perspective of, advocacy. This article reports on the

Roadshow, considering the effectiveness of the project based on feedback from teacher-participants, and

discussing implications and challenges that became apparent through organising and running the event.
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編 集 後 記

『国際交流基金日本語教育紀要』第１２号には計２５本の投稿があり、厳正な審査の結果、研究
論文１本、実践報告４本、報告４本、計９本が採用されました。
今号の投稿で特徴的だったのは、海外の実践報告や報告が大変多かったことです。中でも、
「中等教育」「年少者教育」に関する内容を扱ったものが目立ちました。今号で採用になった
のは２件のタイの取り組み、モンゴルの教科書開発、タスマニアのアドボカシー活動、ブラジ
ルの現状調査などですが、他にも、授業実践やテスト、交流事業などについての研究や報告が
複数投稿されました。また、他の角度から見ると、近年、日本語教育の中でも模索され議論さ
れ始めた「これからの時代を担う若者たちに必要な能力」を養うための試みが多く取り上げら
れるようになったと言うこともできます。「異文化理解能力」「自律的に活動する力」「コラボ
レーション」「ICTリテラシー」などがキーワードとなる実践が、中等教育や年少者教育にか
ぎらず、世界中から報告されました。本紀要に投稿する方々が、そのような趨向の先駆者であ
ることは、そこに携わる者として、とても誇らしく思います。
ただ、一方で、採用に至らなかったものにも共通の課題がありました。それは、各実践が他
者に伝わりにくかったこと、そして、自らの実践を客観的に評価できていないと感じられたこ
とです。今後、同様の試みを行おうとする人にとって、きっと貴重な先例となると思われる実
践が、その書き方によって公表されなくなってしまうことは、大変残念に思いました。「紀要
に投稿する」ということは、「他者と共有する」という目的があると思います。つまり、一つ
の研究を読んだ人が、それを参考にして同じことを実行でき、かつ、同じ轍を踏まないように
することができるものであることが必要です。ぜひ、執筆の際には、たとえば、自分とは離れ
た国で異なる状況にいる「読み手」にも伝わるように書くためには、どこからどのように何の
情報を書くべきなのか、考えていただけたらと思います。また、特に本紀要の場合、実践報告
であっても、「こういう実践をした」というだけでなく、その結果、何が得られ、何は課題と
して残ったのか、ということを客観的に評価して述べていただく必要があります。そのために
は、そして実践自体のためにも、まず、実践の前に、その実践にどういう意味があるのか、何
を目的にするのか、明確にしておくことが、振り返りにも有効だと思います。このような執筆
を心がけることが、まさに、私達に求められる「新しい時代に必要な能力」の一つなのではな
いでしょうか。
日々の業務で忙しい中、それをまとめていくのは簡単なことではありませんが、その時間と
努力を無駄にしないためにも、ぜひ、次号からの投稿では、今まで以上に「読み手」を意識し
た研究が世界中から投稿されますよう、お待ちしています。

簗 島 史 恵（『国際交流基金日本語教育紀要』編集委員長）
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